
〇

〇

目

次

（号 外）
（原稿作成 国立印刷局）
発 行 内 閣 府

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 (分冊の)

〇
地
方
税
法
施
行
規
則
第
九
条
の
二
十
六
第

四
項
に
規
定
す
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利

用
に
お
け
る
安
全
性
及
び
信
頼
性
を
確
保

す
る
た
め
に
必
要
な
事
項
に
関
す
る
基
準

の
一
部
を
改
正
す
る
件
（
同
三
五
三
）

〔
そ
の
他
告
示
〕

〇
秋
田
空
港
、
熊
本
空
港
、
大
館
能
代
空
港

及
び
奄
美
空
港
の
航
空
灯
火
の
変
更
に
係

る
告
示
に
つ
い
て
変
更
を
加
え
た
件

（
国
土
交
通
一
一
六
二
）

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

米
穀
の
需
給
及
び
価
格
の
安
定
に
関
す
る
基

本
指
針
の
一
部
変
更
に
つ
い
て

（
農
林
水
産
省
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁押

収
物
還
付
関
係

裁
判
所

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

独
立
行
政
法
人
高
齢
・
障
害
・
求
職
者
雇

用
支
援
機
構
の
令
和
七
事
業
年
度
財
務
内

容
等
、
年
金
積
立
金
管
理
運
用
独
立
行
政

法
人
令
和
七
事
業
年
度
財
務
諸
表
、
公
文

書
等
の
管
理
に
関
す
る
独
立
行
政
法
人
農

林
漁
業
信
用
基
金
、
税
理
士
登
録
者
関
係

地
方
公
共
団
体

教
育
職
員
免
許
状
失
効
・
取
上
げ
処
分
、

押
収
物
還
付
関
係

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告

〔
省

令
〕

〇
地
方
自
治
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令
（
総
務
一
一
二
）

〇
農
林
水
産
省
関
係
福
島
復
興
再
生
特
別
措

置
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
農
林
水
産
六
八
）

〇
経
済
産
業
省
特
定
業
種
石
油
等
消
費
統
計

調
査
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
経
済
産
業
七
一
）

〔
法
規
的
告
示
〕

〇
地
方
自
治
法
施
行
規
則
第
十
二
条
の
二
の

二
十
二
（
市
町
村
の
合
併
の
特
例
に
関
す

る
法
律
施
行
規
則
第
十
四
条
の
十
三
に
お

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）に
お
い
て

読
み
替
え
て
準
用
す
る
地
方
税
法
施
行
規

則
第
二
十
四
条
の
四
十
二
第
三
項
に
規
定

す
る
特
定
歳
入
等
及
び
特
定
歳
入
等
に
関

す
る
情
報
の
取
扱
い
に
お
け
る
安
全
性
及

び
信
頼
性
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
基

準
（
総
務
三
四
七
）

〇
地
方
自
治
法
施
行
規
則
第
十
二
条
の
二
の

二
十
二
（
市
町
村
の
合
併
の
特
例
に
関
す

る
法
律
施
行
規
則
第
十
四
条
の
十
三
に
お

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）に
お
い
て

読
み
替
え
て
準
用
す
る
地
方
税
法
施
行
規

則
第
二
十
四
条
の
四
十
四
の
規
定
に
基
づ

き
、
地
方
団
体
の
徴
収
金
の
収
納
の
事
務

を
行
う
た
め
の
役
務
（
同
三
四
八
）

〇
地
方
税
法
施
行
規
則
第
三
条
の
三
の
二
第

三
項
、
第
五
条
の
二
第
三
項
、
第
十
条
第

五
項
、
第
十
条
の
二
の
八
第
三
項
及
び
第

二
十
四
条
の
三
十
九
第
一
項
に
規
定
す
る

情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
お
け
る
安
全

性
及
び
信
頼
性
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要

な
基
準
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
三
四
九
）

〇
地
方
税
法
施
行
規
則
第
二
十
四
条
の
四
十

二
第
三
項
に
規
定
す
る
特
定
徴
収
金
及
び

特
定
徴
収
金
に
関
す
る
情
報
の
取
扱
い
に

お
け
る
安
全
性
及
び
信
頼
性
を
確
保
す
る

た
め
に
必
要
な
基
準
の
一
部
を
改
正
す
る

件
（
同
三
五
〇
）

〇
地
方
税
法
施
行
規
則
第
二
十
四
条
の
四
十

第
三
項
第
二
号
及
び
第
三
号
に
規
定
す
る

電
気
通
信
回
線
そ
の
他
の
電
気
通
信
設
備

に
関
す
る
技
術
基
準
及
び
情
報
通
信
の
技

術
の
利
用
に
お
け
る
安
全
性
及
び
信
頼
性

を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
事
項
に
関
す

る
基
準
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
三
五
一
）

〇
地
方
税
法
施
行
規
則
第
九
条
の
二
十
二
第

一
項
に
規
定
す
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利

用
に
お
け
る
安
全
性
及
び
信
頼
性
を
確
保

す
る
た
め
に
必
要
な
事
項
に
関
す
る
基
準

の
一
部
を
改
正
す
る
件
（
同
三
五
二
）





省

令

地
方
自
治
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

地
方
自
治
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
二
年
内
務
省
令
第
二
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
「
対
象
規
定
」
と
い
う
。）は
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
と
し
て
移
動
し
、
改

正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。

改

正

後

改

正

前

第
十
二
条
の
二
の
二
十
三

地
方
自
治
法
第
二
百
四
十
三
条
の
二
の
七
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
地
方
税
共
同
機
構

が
同
項
に
規
定
す
る
業
務
を
行
う
場
合
に
は
、
地
方
税
法
施
行
規
則
第
三
十
一
条
の
四
（
見
出
し
を
含
む
。）及

び
第
三
十
一
条
の
六
の
見
出
し
中
「
機
構
処
理
税
務
事
務
」
と
あ
る
の
は
「
機
構
処
理
税
務
事
務
等
」
と
す
る

ほ
か
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
同
規
則
の
規
定
中
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
字
句
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄

に
掲
げ
る
字
句
と
す
る
。

﹇
新
設
﹈

第
三
十
一
条
の
四
（
見
出

し
を
含
む
。）

法
第
七
百
八
十
五
条
第
一
項

法
第
七
百
八
十
五
条
第
一
項
（
地
方

自
治
法
第
二
百
四
十
三
条
の
二
の
七

第
五
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
適
用

す
る
場
合
を
含
む
。）

第
三
十
一
条
の
四
第
一
項

第
三
号

機
構
処
理
税
務
情
報
（
法
第
七
百
六

十
二
条
第
三
号
に
規
定
す
る
機
構
処

理
税
務
情
報）

機
構
処
理
税
務
情
報
等
（
地
方
自
治

法
第
二
百
四
十
三
条
の
二
の
七
第
五

項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
適
用
す
る

法
第
七
百
八
十
六
条
第
一
項
に
規
定

す
る
機
構
処
理
税
務
情
報
等

第
三
十
一
条
の
四
第
一
項

第
四
号

機
構
処
理
税
務
情
報

機
構
処
理
税
務
情
報
等

第
三
十
一
条
の
五

法
第
七
百
八
十
九
条

法
第
七
百
八
十
九
条
（
地
方
自
治
法

第
二
百
四
十
三
条
の
二
の
七
第
五
項

に
お
い
て
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場

合
を
含
む
。）

第
三
十
一
条
の
五
第
三
号

事
務

事
務
及
び
地
方
自
治
法
第
二
百
四
十

三
条
の
二
の
七
第
二
項
の
規
定
に
基

づ
き
行
つ
て
い
る
同
項
に
規
定
す
る

特
定
収
納
事
務
（
次
号
並
び
に
次
条

第
三
号
及
び
第
四
号
に
お
い
て
「
特

定
収
納
事
務
」
と
い
う
。）

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報
〇
総
務
省
令
第
百
十
二
号

地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
四
十
三
条
の
二
の
七
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
地
方
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
二
十
六
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
地
方
自
治
法
施
行
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

総
務
大
臣

藤
井
比
早
之





第
三
十
一
条
の
五
第
五
号

法
第
七
百
四
十
七
条
の
八
第
一
項

法
第
七
百
四
十
七
条
の
八
第
一
項

（
地
方
自
治
法
第
二
百
四
十
三
条
の

二
の
七
第
四
項
に
お
い
て
読
み
替
え

て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）

第
三
十
一
条
の
六

法
第
七
百
九
十
条

法
第
七
百
九
十
条
（
地
方
自
治
法
第

二
百
四
十
三
条
の
二
の
七
第
五
項
に

お
い
て
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合

を
含
む
。）

第
三
十
一
条
の
六
の
二

（
見
出
し
を
含
む
。）

法
第
七
百
九
十
条
の
二

法
第
七
百
九
十
条
の
二
（
地
方
自
治

法
第
二
百
四
十
三
条
の
二
の
七
第
五

項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
適
用
す
る

場
合
を
含
む
。）

第
三
十
一
条
の
六
の
二
第

一
項

特
定
徴
収
金

特
定
徴
収
金
等
（
地
方
自
治
法
第
二

百
四
十
三
条
の
二
の
七
第
五
項
に
お

い
て
読
み
替
え
て
適
用
す
る
法
第
七

百
九
十
条
の
二
に
規
定
す
る
特
定
徴

収
金
等
を
い
う
。）

第
十
二
条
の
二
の
二
十
四

﹇
略
﹈

第
十
二
条
の
二
の
二
十
三

﹇
同
上
﹈

備
考

表
中
の
﹇

﹈
の
記
載
及
び
対
象
規
定
の
二
重
傍
線
を
付
し
た
標
記
部
分
を
除
く
全
体
に
付
し
た
傍
線
は
注
記
で
あ
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

第
三
十
一
条
の
六
第
三
号

事
務

事
務
及
び
特
定
収
納
事
務

第
三
十
一
条
の
六
第
四
号

法
第
七
百
四
十
七
条
の
六
第
三
項

法
第
七
百
四
十
七
条
の
六
第
三
項

（
地
方
自
治
法
第
二
百
四
十
三
条
の

二
の
七
第
四
項
に
お
い
て
読
み
替
え

て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）

事
務

事
務
及
び
特
定
収
納
事
務

第
三
十
一
条
の
六
第
五
号

法
第
七
百
四
十
七
条
の
八
第
一
項

法
第
七
百
四
十
七
条
の
八
第
一
項

（
地
方
自
治
法
第
二
百
四
十
三
条
の

二
の
七
第
四
項
に
お
い
て
読
み
替
え

て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）

第
三
十
一
条
の
五
第
四
号

法
第
七
百
四
十
七
条
の
六
第
三
項

法
第
七
百
四
十
七
条
の
六
第
三
項

（
地
方
自
治
法
第
二
百
四
十
三
条
の

二
の
七
第
四
項
に
お
い
て
読
み
替
え

て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）

事
務

事
務
及
び
特
定
収
納
事
務

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報



農
林
水
産
省
関
係
福
島
復
興
再
生
特
別
措
置
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

農
林
水
産
省
関
係
福
島
復
興
再
生
特
別
措
置
法
施
行
規
則
（
平
成
二
十
四
年
農
林
水
産
省
令
第
三
十
三
号
）
の
一
部

を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定

の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
る
。

改

正

後

改

正

前

（
農
用
地
利
用
集
積
等
促
進
計
画
の
作
成
）

（
農
用
地
利
用
集
積
等
促
進
計
画
の
作
成
）

第
二
条

福
島
県
知
事
は
、
法
第
十
七
条
の
二
十
五

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
農
用
地
利
用
集
積
等
促
進

計
画
を
定
め
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
農
用
地
等
に

つ
い
て
の
賃
借
権
の
設
定
等
の
促
進
に
よ
る
農
用

地
の
利
用
の
集
積
の
促
進
又
は
福
島
農
林
水
産
業

振
興
施
設
の
整
備
に
よ
る
避
難
解
除
等
区
域
及
び

特
定
復
興
再
生
拠
点
区
域
に
お
け
る
農
林
水
産
業

の
振
興
を
旨
と
し
て
、
当
該
農
用
地
利
用
集
積
等

促
進
計
画
の
作
成
の
時
期
等
に
つ
き
適
切
な
配
慮

を
す
る
も
の
と
す
る
。

第
二
条

福
島
県
知
事
は
、
法
第
十
七
条
の
十
九
第

一
項
の
規
定
に
よ
り
農
用
地
利
用
集
積
等
促
進
計

画
を
定
め
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
農
用
地
等
に
つ

い
て
の
賃
借
権
の
設
定
等
の
促
進
に
よ
る
農
用
地

の
利
用
の
集
積
の
促
進
又
は
福
島
農
林
水
産
業
振

興
施
設
の
整
備
に
よ
る
避
難
解
除
等
区
域
及
び
特

定
復
興
再
生
拠
点
区
域
に
お
け
る
農
林
水
産
業
の

振
興
を
旨
と
し
て
、
当
該
農
用
地
利
用
集
積
等
促

進
計
画
の
作
成
の
時
期
等
に
つ
き
適
切
な
配
慮
を

す
る
も
の
と
す
る
。

（
耕
作
又
は
養
畜
の
事
業
に
必
要
な
農
作
業
に
常

時
従
事
す
る
と
認
め
ら
れ
な
い
者
か
ら
除
か
れ
る

場
合
）

（
耕
作
又
は
養
畜
の
事
業
に
必
要
な
農
作
業
に
常

時
従
事
す
る
と
認
め
ら
れ
な
い
者
か
ら
除
か
れ
る

場
合
）

第
三
条

令
第
二
十
八
条
第
六
号
の
農
林
水
産
省
令

で
定
め
る
場
合
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合（
第
一
号
、

第
四
号
又
は
第
五
号
に
掲
げ
る
場
合
で
あ
っ
て
、

対
象
土
地
（
法
第
十
七
条
の
二
十
五
第
二
項
第
一

号
ロ
に
規
定
す
る
土
地
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に

お
い
て
同
じ
。）を
別
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
土
地
と

し
て
利
用
す
る
た
め
賃
借
権
の
設
定
等
を
受
け
る

と
き
に
あ
っ
て
は
そ
の
者
が
賃
借
権
の
設
定
等
を

受
け
た
後
に
お
い
て
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲

げ
る
要
件
を
備
え
る
こ
と
と
な
る
と
き
に
限
り
、

第
六
号
又
は
第
七
号
に
掲
げ
る
場
合
に
あ
っ
て
は

そ
の
者
が
賃
借
権
の
設
定
等
を
受
け
た
後
に
お
い

て
対
象
土
地
を
効
率
的
に
利
用
す
る
こ
と
が
で
き

る
と
認
め
ら
れ
る
こ
と
と
な
る
と
き
に
限
る
。）と

す
る
。

第
三
条

令
第
二
十
八
条
第
六
号
の
農
林
水
産
省
令

で
定
め
る
場
合
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合（
第
一
号
、

第
四
号
又
は
第
五
号
に
掲
げ
る
場
合
で
あ
っ
て
、

対
象
土
地
（
法
第
十
七
条
の
十
九
第
二
項
第
一
号

ロ
に
規
定
す
る
土
地
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お

い
て
同
じ
。）を
別
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
土
地
と
し

て
利
用
す
る
た
め
賃
借
権
の
設
定
等
を
受
け
る
と

き
に
あ
っ
て
は
そ
の
者
が
賃
借
権
の
設
定
等
を
受

け
た
後
に
お
い
て
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ

る
要
件
を
備
え
る
こ
と
と
な
る
と
き
に
限
り
、
第

六
号
又
は
第
七
号
に
掲
げ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
そ

の
者
が
賃
借
権
の
設
定
等
を
受
け
た
後
に
お
い
て

対
象
土
地
を
効
率
的
に
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
る

と
認
め
ら
れ
る
こ
と
と
な
る
と
き
に
限
る
。）と
す

る
。

一
〜
七

（
略
）

一
〜
七

（
略
）

（
賃
借
権
の
設
定
等
が
行
わ
れ
る
場
合
の
農
用
地

利
用
集
積
等
促
進
計
画
に
定
め
る
べ
き
事
項
）

（
賃
借
権
の
設
定
等
が
行
わ
れ
る
場
合
の
農
用
地

利
用
集
積
等
促
進
計
画
に
定
め
る
べ
き
事
項
）

第
四
条

法
第
十
七
条
の
二
十
五
第
二
項
第
一
号
ト

の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
同
号
イ
に

規
定
す
る
者
が
設
定
又
は
移
転
を
受
け
る
賃
借
権

の
条
件
そ
の
他
賃
借
権
の
設
定
等
に
係
る
法
律
関

係
に
関
す
る
事
項
（
同
号
ニ
及
び
ホ
に
掲
げ
る
事

項
を
除
く
。）及
び
同
号
イ
に
規
定
す
る
者
の
農
業

経
営
の
状
況
と
す
る
。

第
四
条

法
第
十
七
条
の
十
九
第
二
項
第
一
号
ト
の

農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
同
号
イ
に
規

定
す
る
者
が
設
定
又
は
移
転
を
受
け
る
賃
借
権
の

条
件
そ
の
他
賃
借
権
の
設
定
等
に
係
る
法
律
関
係

に
関
す
る
事
項
（
同
号
ニ
及
び
ホ
に
掲
げ
る
事
項

を
除
く
。）及
び
同
号
イ
に
規
定
す
る
者
の
農
業
経

営
の
状
況
と
す
る
。

（
福
島
農
林
水
産
業
振
興
施
設
の
用
に
供
す
る
農

地
を
転
用
す
る
場
合
の
農
用
地
利
用
集
積
等
促
進

計
画
に
定
め
る
べ
き
事
項
）

（
福
島
農
林
水
産
業
振
興
施
設
の
用
に
供
す
る
農

地
を
転
用
す
る
場
合
の
農
用
地
利
用
集
積
等
促
進

計
画
に
定
め
る
べ
き
事
項
）

第
五
条

法
第
十
七
条
の
二
十
五
第
二
項
第
二
号
ニ

の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ

る
事
項
と
す
る
。

第
五
条

法
第
十
七
条
の
十
九
第
二
項
第
二
号
ニ
の

農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る

事
項
と
す
る
。

一
〜
三

（
略
）

一
〜
三

（
略
）

（
福
島
農
林
水
産
業
振
興
施
設
の
用
に
供
す
る
農

地
又
は
採
草
放
牧
地
の
転
用
の
た
め
の
権
利
移
動

が
行
わ
れ
る
場
合
の
農
用
地
利
用
集
積
等
促
進
計

画
に
定
め
る
べ
き
事
項
）

（
福
島
農
林
水
産
業
振
興
施
設
の
用
に
供
す
る
農

地
又
は
採
草
放
牧
地
の
転
用
の
た
め
の
権
利
移
動

が
行
わ
れ
る
場
合
の
農
用
地
利
用
集
積
等
促
進
計

画
に
定
め
る
べ
き
事
項
）

第
六
条

法
第
十
七
条
の
二
十
五
第
二
項
第
三
号
ニ

の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ

る
事
項
と
す
る
。

第
六
条

法
第
十
七
条
の
十
九
第
二
項
第
三
号
ニ
の

農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る

事
項
と
す
る
。

一
〜
四

（
略
）

一
〜
四

（
略
）

（
農
用
地
利
用
集
積
等
促
進
計
画
の
公
告
）

（
農
用
地
利
用
集
積
等
促
進
計
画
の
公
告
）

第
八
条

法
第
十
七
条
の
二
十
六
の
規
定
に
よ
る
公

告
は
、
農
用
地
利
用
集
積
等
促
進
計
画
を
定
め
た

旨
及
び
当
該
農
用
地
利
用
集
積
等
促
進
計
画
（
第

四
条
に
規
定
す
る
農
業
経
営
の
状
況
を
除
く
。）に

つ
い
て
、
福
島
県
の
公
報
へ
の
掲
載
、
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
の
利
用
そ
の
他
の
適
切
な
方
法
に
よ
り
行

う
も
の
と
す
る
。

第
八
条

法
第
十
七
条
の
二
十
の
規
定
に
よ
る
公
告

は
、
農
用
地
利
用
集
積
等
促
進
計
画
を
定
め
た
旨

及
び
当
該
農
用
地
利
用
集
積
等
促
進
計
画
（
第
四

条
に
規
定
す
る
農
業
経
営
の
状
況
を
除
く
。）に
つ

い
て
、福
島
県
の
公
報
へ
の
掲
載
、イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
の
利
用
そ
の
他
の
適
切
な
方
法
に
よ
り
行
う
も

の
と
す
る
。

（
不
確
知
共
有
者
か
ら
の
申
出
）

（
不
確
知
共
有
者
か
ら
の
申
出
）

第
十
二
条

法
第
十
七
条
の
三
十
三
第
五
号
の
規
定

に
よ
る
申
出
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た

申
出
書
（
一
通
）
を
提
出
し
て
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

第
十
二
条

法
第
十
七
条
の
二
十
七
第
五
号
の
規
定

に
よ
る
申
出
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た

申
出
書
（
一
通
）
を
提
出
し
て
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

一
〜
三

（
略
）

一
〜
三

（
略
）

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報
〇
農
林
水
産
省
令
第
六
十
八
号

農
業
経
営
基
盤
強
化
促
進
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
四
年
法
律
第
五
十
六
号
）
及
び
福
島
復
興
再
生
特

別
措
置
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
五
年
法
律
第
四
十
九
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
農
林
水
産
省
関
係
福
島
復
興

再
生
特
別
措
置
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

農
林
水
産
大
臣

簗

和
生





（
意
見
聴
取
の
方
法
）

（
意
見
聴
取
の
方
法
）

第
十
三
条

法
第
十
七
条
の
三
十
七
第
二
項
の
規
定

に
よ
る
利
害
関
係
人
か
ら
の
意
見
の
聴
取
は
、
口

頭
、
書
面
又
は
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
す
る
方

法
そ
の
他
の
方
法
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

第
十
三
条

法
第
十
七
条
の
三
十
一
第
二
項
の
規
定

に
よ
る
利
害
関
係
人
か
ら
の
意
見
の
聴
取
は
、
口

頭
、
書
面
又
は
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
す
る
方

法
そ
の
他
の
方
法
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

（
特
例
分
担
事
務
の
合
意
の
公
告
）

（
特
例
分
担
事
務
の
合
意
の
公
告
）

第
十
四
条

法
第
十
七
条
の
三
十
九
第
二
項
の
規
定

に
よ
る
公
告
は
、
同
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
合

意
を
し
た
旨
及
び
当
該
合
意
の
内
容
に
つ
い
て
、

市
町
村
の
公
報
へ
の
掲
載
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の

利
用
そ
の
他
の
適
切
な
方
法
に
よ
り
行
う
も
の
と

す
る
。

第
十
四
条

法
第
十
七
条
の
三
十
三
第
二
項
の
規
定

に
よ
る
公
告
は
、
同
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
合

意
を
し
た
旨
及
び
当
該
合
意
の
内
容
に
つ
い
て
、

市
町
村
の
公
報
へ
の
掲
載
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の

利
用
そ
の
他
の
適
切
な
方
法
に
よ
り
行
う
も
の
と

す
る
。

（
特
例
分
担
事
務
の
処
理
状
況
の
報
告
）

（
特
例
分
担
事
務
の
処
理
状
況
の
報
告
）

第
十
五
条

法
第
十
七
条
の
三
十
九
第
三
項
の
規
定

に
よ
る
報
告
は
、
遅
滞
な
く
、
次
に
掲
げ
る
事
項

を
記
載
し
た
報
告
書
を
提
出
し
て
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

第
十
五
条

法
第
十
七
条
の
三
十
三
第
三
項
の
規
定

に
よ
る
報
告
は
、
遅
滞
な
く
、
次
に
掲
げ
る
事
項

を
記
載
し
た
報
告
書
を
提
出
し
て
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

一
〜
四

（
略
）

一
〜
四

（
略
）

２

（
略
）

２

（
略
）

（
出
願
料
軽
減
申
請
書
の
様
式
）

（
出
願
料
軽
減
申
請
書
の
様
式
）

第
十
六
条

令
第
四
十
一
条
第
一
項
の
申
請
書
は
、

一
の
申
請
ご
と
に
別
記
様
式
第
一
号
に
よ
り
作
成

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
十
五
条

令
第
四
十
一
条
第
一
項
の
申
請
書
は
、

一
の
申
請
ご
と
に
別
記
様
式
第
一
号
に
よ
り
作
成

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
十
七
条

（
略
）

第
十
六
条

（
略
）

（
出
願
料
軽
減
申
請
書
等
の
添
付
書
面
の
省
略
）

（
出
願
料
軽
減
申
請
書
等
の
添
付
書
面
の
省
略
）

第
十
八
条

令
第
四
十
一
条
第
一
項
又
は
第
四
十
二

条
第
一
項
の
申
請
書
（
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に

お
い
て
「
出
願
料
軽
減
申
請
書
等
」
と
い
う
。）に

添
付
す
べ
き
書
面
を
他
の
出
願
料
軽
減
申
請
書
等

の
提
出
に
係
る
手
続
に
お
い
て
既
に
農
林
水
産
大

臣
に
提
出
し
た
者
は
、
当
該
他
の
出
願
料
軽
減
申

請
書
等
に
添
付
し
た
令
第
四
十
一
条
第
一
項
に
規

定
す
る
申
請
に
係
る
出
願
品
種
が
法
第
六
十
五
条

第
一
項
の
認
定
を
受
け
た
福
島
復
興
再
生
計
画

（
法
第
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
福
島
復
興
再
生

計
画
を
い
う
。
第
二
十
条
に
お
い
て
同
じ
。）に
定

め
ら
れ
た
法
第
七
条
第
五
項
第
一
号
ロ
に
規
定
す

る
新
品
種
育
成
事
業
（
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に

お
い
て
「
認
定
新
品
種
育
成
事
業
」
と
い
う
。）の

成
果
に
係
る
も
の
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る
書
面
若

し
く
は
令
第
四
十
一
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書

第
十
七
条

令
第
四
十
一
条
第
一
項
又
は
第
四
十
二

条
第
一
項
の
申
請
書
（
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に

お
い
て
「
出
願
料
軽
減
申
請
書
等
」
と
い
う
。）に

添
付
す
べ
き
書
面
を
他
の
出
願
料
軽
減
申
請
書
等

の
提
出
に
係
る
手
続
に
お
い
て
既
に
農
林
水
産
大

臣
に
提
出
し
た
者
は
、
当
該
他
の
出
願
料
軽
減
申

請
書
等
に
添
付
し
た
令
第
四
十
一
条
第
一
項
に
規

定
す
る
申
請
に
係
る
出
願
品
種
が
法
第
六
十
五
条

第
一
項
の
認
定
を
受
け
た
福
島
復
興
再
生
計
画

（
法
第
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
福
島
復
興
再
生

計
画
を
い
う
。
第
十
九
条
に
お
い
て
同
じ
。）に
定

め
ら
れ
た
法
第
七
条
第
五
項
第
一
号
ロ
に
規
定
す

る
新
品
種
育
成
事
業
（
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に

お
い
て
「
認
定
新
品
種
育
成
事
業
」
と
い
う
。）の

成
果
に
係
る
も
の
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る
書
面
若

し
く
は
令
第
四
十
一
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書

第
十
九
条
〜
第
二
十
一
条

（
略
）

第
十
八
条
〜
第
二
十
条

（
略
）

面
又
は
令
第
四
十
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
申
請

に
係
る
登
録
品
種
が
認
定
新
品
種
育
成
事
業
の
成

果
に
係
る
も
の
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る
書
面
若
し

く
は
同
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
面
に
変
更
が

な
い
と
き
は
、
出
願
料
軽
減
申
請
書
等
に
そ
の
旨

を
記
載
し
て
当
該
書
面
の
添
付
を
省
略
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

面
又
は
令
第
四
十
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
申
請

に
係
る
登
録
品
種
が
認
定
新
品
種
育
成
事
業
の
成

果
に
係
る
も
の
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る
書
面
若
し

く
は
同
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
面
に
変
更
が

な
い
と
き
は
、
出
願
料
軽
減
申
請
書
等
に
そ
の
旨

を
記
載
し
て
当
該
書
面
の
添
付
を
省
略
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

経
済
産
業
省
特
定
業
種
石
油
等
消
費
統
計
調
査
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

経
済
産
業
省
特
定
業
種
石
油
等
消
費
統
計
調
査
規
則
（
昭
和
五
十
五
年
通
商
産
業
省
令
第
三
十
号
）
の
一
部
を
次
の

よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
の
よ
う
に
改
め
る
。

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

（
調
査
事
項
）

（
調
査
事
項
）

第
五
条

石
油
等
消
費
統
計
調
査
は
、
次
の
各
号
に

掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
行
う
。

第
五
条

石
油
等
消
費
統
計
調
査
は
、
次
の
各
号
に

掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
行
う
。

一
〜
七

（
略
）

一
〜
七

（
略
）

八

法
人
番
号

（
新
設
）

第
十
二
条
及
び
第
十
三
条

削
除

第
十
二
条

前
条
の
入
力
は
、
産
業
標
準
化
法
（
昭

和
二
十
四
年
法
律
第
百
八
十
五
号
）
に
基
づ
く
日

本
産
業
規
格
（
以
下「
日
本
産
業
規
格
」と
い
う
。）

Ｘ
〇
二
〇
八
附
属
書
一
で
規
定
す
る
方
式
に
従
つ

て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

前
条
の
入
力
は
、
日
本
産
業
規
格
Ｘ
〇
二
〇
一

及
び
Ｘ
〇
二
〇
八
に
規
定
す
る
図
形
文
字
並
び
に

日
本
産
業
規
格
Ｘ
〇
二
一
一
に
規
定
す
る
制
御
文

字
の
う
ち
「
復
帰
」
及
び
「
改
行
」
を
用
い
て
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
十
三
条

削
除

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報

別
記
様
式
第
一
号
中
「別

記
様
式
第
１
号
（
第
15条
関
係

）」を
「別

記
様
式
第
１
号
（
第
16条
関
係

）」に
改
め
る
。

別
記
様
式
第
二
号
中
「別

記
様
式
第
２
号
（
第
16条
関
係

）」を
「別

記
様
式
第
２
号
（
第
17条
関
係

）」に
改
め
る
。

別
記
様
式
第
三
号
中
「別

記
様
式
第
３
号
（
第
19条
関
係

）」を
「別

記
様
式
第
３
号
（
第
20条
関
係

）」に
改
め
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
種
苗
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

２

種
苗
法
施
行
規
則
（
平
成
十
年
農
林
水
産
省
令
第
八
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
五
条
第
三
項
第
八
号
及
び
第
十
九
条
第
六
項
中
「
第
十
八
条
」
を
「
第
十
九
条
」
に
改
め
る
。

〇
経
済
産
業
省
令
第
七
十
一
号

統
計
法
（
平
成
十
九
年
法
律
第
五
十
三
号
）
第
五
十
六
条
の
二
の
規
定
に
基
づ
き
、
経
済
産
業
省
特
定
業
種
石
油
等

消
費
統
計
調
査
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

経
済
産
業
大
臣

赤
澤

亮
正





別
表
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

別
表
（
第
四
条
、
第
六
条
関
係
）

調
査
票
の
番
号

生

産

品

目

調

査

の

範

囲

第
一
号

パ
ル
プ
・
紙
・
板
紙

パ
ル
プ

全
部

紙

従
事
者
五
十
名
以
上
の
も
の

板
紙

第
二
号

化
学
工
業
製
品
（
化
学

繊
維
を
除
く
。）

石
油
化
学
製
品

全
部

ア
ン
モ
ニ
ア

ア
ン
モ
ニ
ア
誘
導
品

ソ
ー
ダ
工
業
製
品

水
素

合
成
メ
タ
ン

第
三
号

化
学
繊
維

化
学
繊
維

従
事
者
三
十
名
以
上
の
も
の

第
四
号

石
油
製
品

石
油
製
品
（
グ
リ
ー
ス
を
除

く
。）

全
部

第
五
号

窯
業
製
品
及
び
土
石
製

品
（
ガ
ラ
ス
製
品
（
板

ガ
ラ
ス
を
除
く
。）を
除

く
。）

セ
メ
ン
ト

全
部

板
ガ
ラ
ス

石
灰

従
事
者
三
十
名
以
上
の
も
の

第
八
号

非
鉄
金
属
地
金

銅

全
部

鉛亜
鉛

ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム

ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
二
次
地
金

従
事
者
三
十
名
以
上
の
も
の

第
九
号

機
械
器
具

土
木
建
設
機
械

経
済
産
業
大
臣
の
指
定
す
る
従

事
者
五
百
名
以
上
の
も
の

金
属
工
作
機
械
及
び
金
属
加

工
機
械

電
子
部
品

電
子
管
・
半
導
体
素
子
・
集

積
回
路

電
子
計
算
機
及
び
情
報
端
末

並
び
に
電
子
応
用
装
置

自
動
車
及
び
部
品
（
二
輪
自

動
車
を
含
む
。）

附

則

１

こ
の
省
令
は
、
令
和
九
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

２

調
査
の
期
日
が
こ
の
省
令
の
施
行
の
日
前
に
属
す
る
経
済
産
業
省
特
定
業
種
石
油
等
消
費
統
計
調
査
に
つ
い
て

は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

第
六
号

ガ
ラ
ス
製
品
（
板
ガ
ラ

ス
を
除
く
。）

ガ
ラ
ス
製
品

従
事
者
百
名
以
上
の
も
の

第
七
号

鉄
鋼

銑
鉄

全
部

フ
ェ
ロ
ア
ロ
イ

粗
鋼

鋼
半
製
品

鍛
鋼
品

鋳
鋼
品

一
般
普
通
鋼
熱
間
圧
延
鋼
材

特
殊
鋼
熱
間
圧
延
鋼
材

冷
間
仕
上
鋼
材
（
磨
棒
鋼
及

び
線
類
を
除
く
。）

め
っ
き
鋼
材
（
線
類
を
除

く
。）

冷
間
ロ
ー
ル
成
型
形
鋼

鋼
管

法

規

的

告

示

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報

〇
総
務
省
告
示
第
三
百
四
十
七
号

地
方
自
治
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
二
年
内
務
省
令
第
二
十
九
号
）
第
十
二
条
の
二
の
二
十
二
（
市
町
村
の
合
併
の

特
例
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
平
成
十
七
年
総
務
省
令
第
四
十
三
号
）
第
十
四
条
の
十
三
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合

を
含
む
。）に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
地
方
税
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
九
年
総
理
府
令
第
二
十
三
号
）
第
二
十

四
条
の
四
十
二
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
特
定
歳
入
等
及
び
特
定
歳
入
等
に
関
す
る
情
報
の
取
扱
い
に
お
け
る
安
全

性
及
び
信
頼
性
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
基
準
を
次
の
よ
う
に
定
め
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

総
務
大
臣

藤
井
比
早
之

地
方
自
治
法
施
行
規
則
第
12条
の
２
の
22（
市
町
村
の
合
併
の
特
例
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
第
14条
の
13に
お
い

て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
地
方
税
法
施
行
規
則
第
24条
の
42第
３
項
に
規
定
す
る

特
定
歳
入
等
及
び
特
定
歳
入
等
に
関
す
る
情
報
の
取
扱
い
に
お
け
る
安
全
性
及
び
信
頼
性
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な

基
準
第
１
用
語
の
定
義

１
利
用
者

地
方
自
治
法
施
行
規
則
第
12条
の
２
の
21第
１
項
（
市
町
村
の
合
併
の
特
例
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
第
14条
の

12に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
り
同
項
第
１
号
及
び
第
２
号
に
掲
げ
る
符
号
を
用

い
て
納
付
す
る
者

２
機
構
委
託
ク
ラ
ウ
ド
事
業
者

機
構
サ
ー
バ
に
係
る
ク
ラ
ウ
ド
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
る
事
業
者
で
、
こ
の
基
準
に
適
合
し
た
セ

キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
を
実
施
し
て
い
る
も
の
と
地
方
税
共
同
機
構
（
以
下
「
機
構
」
と
い
う
。）が
認
め
、
機
構
か
ら
の

委
託
（
他
の
事
業
者
に
対
す
る
再
委
託
を
含
む
。）を
受
け
た
事
業
者

３
地
方
税
共
通
納
税
シ
ス
テ
ム

機
構
サ
ー
バ
、
運
用
保
守
端
末
機
、
払
込
端
末
機
、
電
気
通
信
関
係
装
置
（
フ
ァ
イ
ア
ウ
ォ
ー
ル
を
含
む
。
以
下

同
じ
。）、
電
気
通
信
回
線
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
等
に
よ
り
構
成
さ
れ
る
シ
ス
テ
ム
で
、
次
に
掲
げ
る
機
能
を
有
す
る
も
の


利
用
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
か
ら
送
信
さ
れ
た
支
払
情
報
発
行
依
頼
情
報
を
基
に
支
払
情
報
を
作
成

し
、
機
構
サ
ー
バ
に
備
え
ら
れ
た
記
憶
媒
体
に
記
録
の
上
、
必
要
に
応
じ
て
利
用
者
使
用
情
報
を
利
用
者
の
使
用

に
係
る
電
子
計
算
機
に
送
信
し
、
又
は
利
用
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
か
ら
納
付
情
報
を
受
信
し
、
支
払
情

報
を
地
方
団
体
サ
ー
バ
に
送
信
す
る
と
と
も
に
、
共
通
口
座
の
残
高
確
認
を
行
っ
た
上
で
払
込
依
頼
情
報
を
共
通

口
座
を
管
理
す
る
金
融
機
関
へ
送
信
す
る
も
の


地
方
団
体
サ
ー
バ
か
ら
納
付
書
情
報
を
受
信
し
、
当
該
受
信
し
た
納
付
書
情
報
を
記
録
す
る
も
の





令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

４ 利用者用ソフトウェア
利用者による支払情報発行依頼情報の作成及び送信並びに利用者使用情報の受信又は納付情報の
送信に利用するための入出力用のソフトウェア
５ 利用者用ソフトウェア開発要件
利用者用ソフトウェアを事業者が開発するためのシステム要件

６ セキュリティ
機密性、完全性及び可用性の維持

７ 機構サーバ
普通地方公共団体の長に対する支払情報の送信、普通地方公共団体の長からの納付書情報の受信、
当該受信した納付書情報の記録及び共通口座を管理する金融機関に対する払込依頼情報の送信を行
うための機構の使用に係る電子計算機
８ 地方団体サーバ
機構サーバから支払情報を受信し、及び機構サーバに対して納付書情報を送信するための普通地
方公共団体の長の使用に係る電子計算機
９ 運用保守端末機
機構サーバ及び電気通信関係装置の運用保守のために使用する端末

10 払込端末機
共通口座において管理される特定歳入等を普通地方公共団体の指定する金融機関口座へ払い込む
ために使用する端末
11 ファイアウォール
ネットワークにおいて不正侵入を防御するために通信を制御する装置

12 支払情報発行依頼情報
利用者の使用に係る電子計算機から機構サーバに送信される情報で、支払情報及び利用者使用情
報を作成するためのもの
13 支払情報
機構サーバから地方団体サーバに送信される情報で、特定歳入等の払込みに関するもの

14 利用者使用情報
機構サーバから利用者の使用に係る電子計算機に送信される情報で、特定歳入等の納付に関する
もの
15 納付情報
利用者の使用に係る電子計算機から機構サーバに送信される情報で、歳入等の納付に関するもの

16 納付書情報
地方団体サーバから機構サーバに送信される情報で、歳入等の納付に関する書類に記録するもの

17 払込依頼情報
機構サーバから共通口座を管理する金融機関に送信される情報で、特定歳入等を普通地方公共団
体の指定する金融機関口座へ払い込むためのもの
18 共通口座
機構が特定歳入等を管理するために金融機関に開設する口座

19 プログラム
機構サーバ、運用保守端末機、払込端末機及び電気通信関係装置を機能させるための命令を組み
合わせたもの（オペレーティングシステム、データベース等のパッケージソフトウェアを含む。）
20 ファイル
機構サーバ、運用保守端末機、払込端末機及び電気通信関係装置に内蔵される記憶媒体又は可搬
記憶媒体に記録されている支払情報発行依頼情報、支払情報、利用者使用情報、納付情報、納付書
情報、払込依頼情報及びプログラム

21 ドキュメント
地方税共通納税システム、利用者用ソフトウェア及び利用者用ソフトウェア開発要件の企画、開
発、作成、変更及び運用保守並びにプログラムの作成に関する記録及び文書
22 可搬記憶媒体

地方税共通納税システムで利用する駆動装置から容易に取り外すことのできる記憶媒体であっ
て、光ディスク、磁気ディスク、磁気テープ、ＵＳＢメモリー、外付けハードディスクドライブそ
の他これに類するもの
23 電子計算機室
機構サーバ、運用保守端末機及び電気通信関係装置を設置する室

24 重要機能室
電子計算機室、同室に係る受電設備及び定電圧・定周波電源装置等の設備を設置する室並びに電
子計算機室の空気調和をする空気調和機及びその附属設備を設置する室
第２ 利用者の支払情報発行依頼情報の作成及び送信並びに利用者使用情報の受信又は納付情報の送
信に係る安全性及び信頼性の確保

１ 利用者用ソフトウェア等の提供
機構は、利用者による支払情報発行依頼情報の作成及び送信並びに利用者使用情報の受信又は納
付情報の送信の安全性及び信頼性を確保するため、利用者用ソフトウェアを提供するとともに、利
用者用ソフトウェア開発要件を公開することとする。
２ 利用者の使用に係る電子計算機の機能
利用者の使用に係る電子計算機は、次の機能を有することとする。
 機構が提供する利用者用ソフトウェア又は機構が公開する利用者用ソフトウェア開発要件を満
たしたソフトウェアを利用することにより支払情報発行依頼情報の作成及び送信並びに利用者使
用情報の受信又は納付情報の送信ができる機能
 機構サーバと通信できる機能
３ 利用の方法
利用者は、次に掲げる方法により支払情報発行依頼情報の作成及び送信並びに利用者使用情報の
受信又は納付情報の送信を行わなければならないこととする。
 機構が提供する利用者用ソフトウェア又は機構が公開する利用者用ソフトウェア開発要件を満
たしたソフトウェアにより支払情報発行依頼情報の作成及び送信並びに利用者使用情報の受信又
は納付情報の送信を行うこと。
 支払情報発行依頼情報及び納付情報の送信に当たっては、暗号化して送信すること。
第３ 機構等の体制、規程等の整備
機構及び機構委託クラウド事業者は、次に掲げる事項（機構委託クラウド事業者にあっては４
を除く。）を行わなければならない。
１ 体制の整備
 責任体制等の確立
地方税共通納税システムのセキュリティを確保するため、地方税共通納税システム、利用者用
ソフトウェア及び利用者用ソフトウェア開発要件の企画、開発、作成、変更及び運用保守に関す
る責任体制及び連絡体制を明確にすること。また、防災組織及び防犯組織を整備し、通常時及び
非常時の責任体制の確立を図ること。
 監視体制の整備
地方税共通納税システムの運用に関し、異常な状態を早期に発見できるよう体制の整備を図る
こと。
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２ 規程等の整備
 規程の整備
地方税共通納税システム、利用者用ソフトウェア及び利用者用ソフトウェア開発要件の企画、
開発、作成、変更及び運用保守に関する規程を整備すること。
 地方税共通納税システム、利用者用ソフトウェア及び利用者用ソフトウェア開発要件の設計書
等の整備
地方税共通納税システム、利用者用ソフトウェア及び利用者用ソフトウェア開発要件の設計書、
操作手順書等を整備すること。
 セキュリティ対策基準等の整備
地方税共通納税システムのセキュリティを確保するために機構として遵守すべきセキュリティ
対策基準及び実施手順書を定めること。
 払込端末機の操作手順書の整備
払込端末機を操作して払込依頼情報を送信する際に、支払情報発行依頼情報又は納付情報に含
まれる納付先の普通地方公共団体の指定する金融機関口座へ確実に払い込むための操作手順書を
定めること。

３ 人事、教育、研修等
 要員管理
地方税共通納税システムの運用保守に必要な職員の配置、交替等の人事管理を適切に行うこと。
また、プログラムの開発及び地方税共通納税システムの運用保守は、同一の者が行うことのない
ように配慮すること。
 教育及び研修
地方税共通納税システム、利用者用ソフトウェア及び利用者用ソフトウェア開発要件を開発、
作成、変更及び運用保守する職員に対し、地方税共通納税システム、利用者用ソフトウェア及び
利用者用ソフトウェア開発要件のセキュリティ対策についての教育及び研修を実施し、必要な知
識を習得させること。
 問合せ窓口の設置
利用者を支援し、誤操作等の発生を防止するため、利用者用ソフトウェア及び利用者用ソフト
ウェア開発要件に関する問合せ窓口を設置すること。

４ 緊急時体制
 作動停止時に係る事務処理体制及び訓練
ア 地方税共通納税システムの構成機器、関連設備又はソフトウェアの障害等により地方税共通
納税システムの全部又は一部が作動停止した場合（利用者の使用に係る電子計算機から機構
サーバへ支払情報発行依頼情報又は納付情報を送信できる時間帯以外の時間帯を含む。）に迅速
かつ適正に対応できるよう緊急時対応計画及び連絡体制を整備すること。
イ 実際に問題が発生した場合に適切な対応を図ることができるよう訓練を行い、その結果に基
づき行動計画及び連絡体制の改善を行うこと。

 支払情報発行依頼情報、支払情報、利用者使用情報、納付情報、納付書情報及び払込依頼情報
の漏えいに係る事務処理体制及び訓練
ア 支払情報発行依頼情報、支払情報、利用者使用情報、納付情報、納付書情報及び払込依頼情
報の漏えいその他これに準ずる事態が発生した場合又は発生のおそれがある場合（利用者の使
用に係る電子計算機から機構サーバへ支払情報発行依頼情報又は納付情報を送信できる時間帯
以外の時間帯を含む。）に迅速かつ適正に対応できるよう緊急時対応計画及び連絡体制（地方税
共通納税システムの全部又は一部を停止する基準を含む。）を整備すること。
イ 実際に問題が発生した場合に適切な対応を図ることができるよう訓練を行い、その結果に基
づき行動計画及び連絡体制の改善を行うこと。

 総務大臣への報告
地方税共通納税システムの構成機器、関連設備又はソフトウェアの障害等により地方税共通納
税システムの全部又は一部が作動停止した場合又は支払情報発行依頼情報、支払情報、利用者使
用情報、納付情報、納付書情報及び払込依頼情報の漏えいその他これに準ずる事態の発生のおそ
れがある場合は、速やかに総務大臣に報告すること。

第４ 地方税共通納税システムの環境及び設備
機構及び機構委託クラウド事業者は、次に掲げる事項を行わなければならない。

１ 建物及び重要機能室
 建物等への侵入の防止等
ア 地方税共通納税システムに係る建物及び重要機能室（以下「建物等」という。）を国内に設置
すること。
イ 建物等の壁、窓、ドア等が容易に破壊されないよう必要な措置を講ずること。
ウ 建物等への侵入を検知するための措置を講ずること。
エ 重要機能室の電力及び電気通信回線の切断等を防止するための措置を講ずること。
オ 重要機能室の外に設置された関連設備に対する不当な接触の防止について、必要な措置を講
ずること。

 重要機能室の配置及び構造
ア 重要機能室の配置及び構造について、セキュリティ対策及び保守が容易に行えるよう配慮す
ること。
イ 重要機能室について、その表示を行わない等、できるだけ所在を明らかにしないようにする
こと。
ウ 緊急事態発生の際の連絡設備を設ける等、重要機能室に機構との連絡を取れる体制を整備す
ること。
エ 電子計算機室を他の部屋と区別して専用の部屋とすること。専用の部屋を確保できない場合
は、機構サーバ及び電気通信関係装置を厳重に固定し、専用保管庫により施錠保管すること。
オ 電子計算機室の常時利用する出入口を限定すること等により、侵入の防止を容易に行えるよ
う配慮すること。

２ 障害の防止等
地方税共通納税システムの構成機器及び関連設備の障害及び損傷を防止し、検知し、並びに障害
及び損傷に対する対策を図るため、必要な設備を整備すること。
３ ネットワーク設備
機構サーバと接続する電気通信回線について、支払情報発行依頼情報、支払情報、利用者使用情
報、納付情報、納付書情報及び払込依頼情報を円滑に伝送するために必要な伝送速度を確保すると
ともに、伝送途上で情報の破壊、盗取、改ざん、消去等が生じないようにセキュリティ対策を講ず
ること。特に、利用者の使用に係る電子計算機から送信される支払情報発行依頼情報及び納付情報
はインターネットを経由して送信されるものであること、支払情報はインターネット又は地方公共
団体総合行政ネットワークを経由して地方団体サーバに送信されるものであること並びに地方団体
サーバから送信される納付書情報はインターネット又は地方公共団体総合行政ネットワークを経由
して送信されるものであることを踏まえ、地方税共通納税システムの各構成機器について、必要に
応じ、その接続先の通信経路及びアプリケーションプロトコルの限定を行うこと。
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２ 地方税共通納税システム、利用者用ソフトウェア及び利用者用ソフトウェア開発要件の開発、作
成又は変更
 セキュリティを高める設計の実施
地方税共通納税システム、利用者用ソフトウェア及び利用者用ソフトウェア開発要件の開発、
作成又は変更を行う際には、これらのセキュリティを高めるよう配慮すること。
 地方税共通納税システム、利用者用ソフトウェア及び利用者用ソフトウェア開発要件の試験及
び検査の実施
ア 地方税共通納税システム、利用者用ソフトウェア及び利用者用ソフトウェア開発要件の開発、
作成又は変更を行った場合には、障害試験、負荷試験その他必要な試験を適切に実施すること。
イ 地方税共通納税システムの試験を実施する場合には、ファイルの安全を確保するため、地方
税共通納税システムと同様の機能を有する試験用のシステムを用意し、試験を行うこと。
ウ 地方税共通納税システム、利用者用ソフトウェア及び利用者用ソフトウェア開発要件の納入
時又は受入れ時には、整備された検査手続に従い、セキュリティ機能が適切に組み込まれてい
ることの検査を行うこと。

 地方税共通納税システム、利用者用ソフトウェア及び利用者用ソフトウェア開発要件の開発、
作成又は変更に際してのエラーの発生及び不正行為の防止
ア 地方税共通納税システム、利用者用ソフトウェア及び利用者用ソフトウェア開発要件の開発、
作成又は変更を行う際には、開発、作成又は変更の計画を策定し、開発、作成又は変更の責任
者を指定し、及びプログラムの作成、変更又は廃止を行う際には、責任者の承認を得て行う等
エラーの発生及び不正行為の防止のための手続を明確にすること。
イ 地方税共通納税システム、利用者用ソフトウェア及び利用者用ソフトウェア開発要件を変更
する場合は、ドキュメントを更新し、責任者に確認させること。

 セキュリティ対策の定期的な見直し
地方税共通納税システム、利用者用ソフトウェア及び利用者用ソフトウェア開発要件のセキュ
リティ対策を向上させるために、定期的にこれらの見直しを行い、必要な措置を講ずること。

３ 地方税共通納税システムの運用保守等
 アクセス権限の限定
地方税共通納税システムを運用保守する職員は、地方税共通納税システムの適正な運用保守を
確保するため必要最小限とし、これらの職員のみに対してアクセス権限を付与すること。
 他のソフトウェアの作動の制限
機構サーバにおいて、地方税共通納税システムの管理及び運用保守並びに機構が行う他の地方
税に係る電子的な手続のための電子計算機の管理及び運用保守に必要なソフトウェア以外のソフ
トウェアを作動させないよう措置を講ずること。
 ログの取得及びバックアップの実施
地方税共通納税システムの動作履歴、利用者のアクセス履歴その他運用管理等に必要な情報を
記録すること。また、当該情報について、定期的にバックアップを実施すること。
 記録の消去

機構サーバを使用しなくなった場合には、当該機器に内蔵する記憶媒体からファイル及びド
キュメントを消去すること。
 無害化処理の実施
インターネット回線を経由して送信された支払情報発行依頼情報及び納付情報は、無害化処理
（インターネット回線を経由して送信された支払情報発行依頼情報及び納付情報をテキスト形式
に変換する方法等により不正プログラムが混入しないよう安全を確保する措置をいう。）をした上
で地方税共通納税システムに取り込むこととすること。
 ファイアウォールによる通信制御
不正行為又は不正アクセス行為から地方税共通納税システムを保護するため、必要な部分には、
ファイアウォールを設置し、通信制御を行うこと。
 電気通信関係装置の管理
エラーの発生又は不正行為により電気通信関係装置の不適切な運用が行われないようにするた
め、電気通信関係装置の管理に際しては厳重な確認を行う等、管理権限がある者以外の者による
操作を防止するための措置を講ずること。また、通信については、電気通信関係装置相互の認証
を行うこと。
 通信相手との相互認証
機構サーバと地方団体サーバの間の通信について、通信相手との相互認証を行うこと。

 データの暗号化
機構サーバと地方団体サーバの間の通信について、送信する支払情報及び納付書情報の暗号化
を実施すること。
 秘密鍵の厳重な管理
機構サーバにおいて通信相手の認証並びに送信する支払情報及び受信する納付書情報の暗号化
を行うために必要な秘密鍵を厳重に保護し、外部に漏えいすることを防止するための措置を講ず
ること。
 模擬攻撃に対する防御訓練の実施
インターネット経由の模擬攻撃を適宜実施し、その実施結果に基づき必要な措置を講ずること。

 情報収集等
セキュリティ対策に関する情報を収集し、分析を行い、必要な措置を講ずること。

 払込先の限定
共通口座からの払込先は、支払情報発行依頼情報又は納付情報に含まれる納付先の普通地方公
共団体の指定する金融機関口座に制限すること。
 利用状況の確認
利用者が歳入等の納付の手続に利用する預金口座又は貯金口座から共通口座へ送金された際に
利用者に通知する等、利用者が利用状況を把握するための措置を講ずること。

第５ 機構等における運用管理上の安全性及び信頼性の確保
機構及び機構委託クラウド事業者は、次に掲げる事項（機構委託クラウド事業者にあっては９、
10及び11を除く。）を行わなければならない。
１ 入退室管理
 入室資格の付与
重要機能室へ入室できる者は、地方税共通納税システムの運用管理を適正に行うための必要最
小限とすること。また、重要機能室に入室する者に鍵を貸与する際に、その者が入室する権限を
有することを確認すること、入退室管理カードによって重要機能室に入退室する者が入室する権
限を有することを確認すること等により、入退室の管理を適切に行うこと。
 鍵又は入退室管理カードの管理
ア 重要機能室の出入口の鍵を所定の場所に保管し、その管理を定められた者が行うこと。
イ 入退室管理カードの管理方法を定めること。
 搬出入物品の確認
重要機能室へ物品を搬出入する際は、重要機能室に入室する権限を有する職員が搬出入する物
品の内容を確認すること。
 事務室の管理
事務室における地方税共通納税システムの構成機器、関連設備等の盗難、損壊等を防止するた
め、職員が不在となる時の事務室の施錠等、必要な措置を講ずること。
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４ 運用保守端末機及び払込端末機の管理
 運用保守端末機及び払込端末機の操作者
ア 運用保守端末機及び払込端末機の取扱いは、当該端末機の管理を行う責任者の指示又は承認
を受けた者に限ること。また、操作者による不正な行為及び誤操作による障害発生を防止する
ため、運用保守端末機及び払込端末機を操作する際は複数の者で行うこととすることなど、必
要な措置を講ずること。
イ 運用保守端末機及び払込端末機の取扱いに際しては、操作者が正当なアクセス権限を付与さ
れた者であることを、操作者識別カードと暗証番号による方法、生体認証による方法又はこれ
らと同等以上のものと認められる方法により確認すること。また、当該アクセス権限に関する
情報を管理し、不正利用を防止するための措置を講ずること。
ウ 運用保守端末機及び払込端末機の操作が一定時間行われなかった場合に、再度、操作者の確
認を行うよう運用保守端末機及び払込端末機を設定すること。

 暗証番号等の取扱い
暗証番号及び生体認証情報の管理及び運用の方法を定め、操作者に当該管理及び運用の方法を
遵守させること。
 ファイルに対する利用制限
運用保守端末機及び払込端末機の操作者ごとに利用可能なファイルを設定する等、ファイルの
利用を制限する方法を定めること。
 操作履歴の記録等
運用保守端末機及び払込端末機を操作した履歴を記憶媒体に記録し、各操作者の利用の正当性
について確認すること。
 強制的に終了する機能
運用保守端末機及び払込端末機には、複数回アクセスに失敗した場合、強制的に終了する機能
を設けること。
 専用回線の使用
機構サーバ及び運用保守端末機又は払込端末機を相互に接続する電気通信回線は専用回線とす
ることとし、運用保守端末機及び払込端末機を他の電気通信回線に接続しないこと。
 払込端末機の管理
ア 払込端末機の盗難、損壊等を防止するために必要な措置を講ずること。
イ 払込端末機の設置について、セキュリティ対策及び保守が容易に行えるよう配慮すること。

５ 可搬記憶媒体の管理
 持出し、返却の確認等
ア 可搬記憶媒体の盗難の防止等のため、その保管位置を指定し、持ち出した場合は返却を確認
すること。
イ 可搬記憶媒体を廃棄する場合には、消磁、破砕、熔解その他の当該可搬記憶媒体に記録され
ていたファイル及びドキュメントの復元が不可能となる措置を講ずること。

 不正プログラムの混入防止
可搬記憶媒体への不正プログラムの混入防止のため、必要な措置を講ずること。

６ 地方税共通納税システムの構成機器及び関連設備等の管理
 管理方法の明確化
ア 地方税共通納税システムに機器を接続するための手続、方法等を定めるとともに、構成機器
及び関連設備等の管理方法を明確にすること。
イ 利用するハードウェア、ソフトウェア及び可搬記憶媒体の種類、数量等を体系的かつ一元的
に記録管理し、現況と一致させること。また、この記録管理された内容を関係職員に周知する
こと、管理しているハードウェア、ソフトウェア及び可搬記憶媒体以外のものを使用しないこ
と。

 保守の実施
地方税共通納税システムの構成機器及び関連設備の保守を定期に又は随時に、実施すること。
また、保守の実施に当たっては、エラーの発生及び不正行為を防止し、支払情報発行依頼情報、
支払情報、利用者使用情報、納付情報、納付書情報及び払込依頼情報を保護するため、必要な措
置を講ずること。
 稼働状況の監視
地方税共通納税システムの稼働状況を常時監視し、必要に応じ対策を実施すること。

 不正プログラムの混入防止等
地方税共通納税システムにコンピュータウイルス等の不正プログラムが混入されていないかど
うかを監視する措置を講じ、混入されていた場合には駆除する措置を講ずること。また、コン
ピュータウイルス等の不正プログラムが発見された場合の必要な措置を定め、地方税共通納税シ
ステムを運用保守する職員に周知すること。

７ 支払情報発行依頼情報等の管理
 支払情報発行依頼情報等の管理方法
支払情報発行依頼情報、支払情報、利用者使用情報、納付情報、納付書情報、払込依頼情報、
プログラム及びドキュメントの使用、保管、複写、受渡し、消去及び廃棄について、その取扱い
及び管理の方法を定めること。
 プログラムの登録及び抹消
プログラムの改ざん、消去等を防止するために、プログラムの登録及び抹消は、責任者の指示
又は承認を受けた者が行うこと。
 紙媒体に出力されたドキュメントの廃棄
紙媒体に出力されたドキュメントを廃棄する場合には、裁断、溶解その他の当該ドキュメント
の復元が不可能となる措置を講ずること。
 口座情報等の管理
地方自治法施行規則第12条の２の21第２項（市町村の合併の特例に関する法律施行規則第14条
の12において準用する場合を含む。）の規定により機構に届け出なければならないとされている利
用者が歳入等の納付の手続に利用する預金口座又は貯金口座のある金融機関の名称、当該口座の
種別及び口座番号等の漏えいその他これに準ずる事態の発生を防止するため、必要な措置を講ず
ること。

８ 障害時等の対応
 地方税共通納税システムの障害の早期発見
地方税共通納税システムの障害箇所の発見や性能の低下を検知するため、必要な措置を講ずる
こと。
 早期回復のための代替機能等の整備
ア 重要なファイルについて、記憶媒体に保存するとともに、他の記憶媒体に複製を保存するこ
ととし、必要に応じ、それぞれの記憶媒体を別に保管すること。また、地方税共通納税システ
ムの重要な構成機器及び関連設備について、障害が発生した時に代替することができる機能を
整備する等、必要な措置を講ずること。
イ 障害が発生した時に、複製された重要なファイル等を基に速やかに地方税共通納税システム
を回復できるよう必要な措置を講ずること。
ウ あらかじめ定められた作業手順に従って地方税共通納税システムが確実に回復することを、
試験により確認すること。

 不正アクセスの早期発見
不正アクセスを早期に発見するため、必要な措置を講ずること。


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 不正アクセスが判明した場合の対応
不正アクセスが判明した場合、被害状況の把握、被害拡大を防止するための措置、連絡等必要
な措置を講ずること。
 再発防止策の検討
地方税共通納税システムに障害等が生じた場合には、その応急措置を実施するだけでなく、根
本原因の究明及び再発防止策について検討を行い、再発防止に努めること。

９ 委託を行う場合等の措置
 事業者への委託
ア 地方税共通納税システム、利用者用ソフトウェア及び利用者用ソフトウェア開発要件の開発、
作成、変更、運用保守等について事務の委託を行う場合は、委託する事業者の社会的信用及び
能力を確認すること。
イ アの場合において、事務を委託する事業者に対し、委託する事務についてこの基準と同様の
セキュリティ対策を実施させるとともに、適切な監督を行うこと。
ウ アの場合において、事務を委託する事業者が事務の一部を第三者に再委託する場合には、機
構にその旨事前に申請し、その承認を得ることとすること。
エ アの場合において、事務を委託する事業者との契約内容として、秘密保持義務、事業所内か
らの個人情報の持出しの禁止（機構から指示のある場合を除く。）、個人情報の目的外利用の禁
止、再委託における条件、漏えい事案等が発生した場合の対応に係る委託先の責務、委託契約
終了後の個人情報の返却又は廃棄、個人情報を取り扱う従業者の明確化、従業者に対する監督・
教育、契約内容の遵守状況について報告を求める規定を定めるとともに、機構において必要が
あると認めるときは、委託先に対して、実地の監査、調査等を行うことができる規定等を定め
ること。

 事務を委託する場合の事業者の分担範囲等の明確化
地方税共通納税システム、利用者用ソフトウェア及び利用者用ソフトウェア開発要件の開発、
作成、変更、運用保守等を複数の事業者に委託する場合、分担して行う範囲及び責任の範囲を明
確にするとともに、作業上必要な情報交換を行えるような措置を講ずること。事務の委託を受け
た事業者が、複数の事業者に事務を再委託する場合も同様とする。
 要員派遣を受ける場合等の措置
要員派遣を受ける場合又は非常勤職員、臨時職員等を雇用する場合には、必要に応じ、秘密保
持に関する誓約書を提出させる等の措置を講ずること。

10 共通口座の管理
 共通口座の開設及び管理
金融機関に特定歳入等を管理するための共通口座を開設し、適切に管理すること。

 共通口座からの払込み
支払情報発行依頼情報又は納付情報に含まれる納付先の普通地方公共団体の指定する金融機関
口座へ特定歳入等を確実に払い込むために必要な措置を講ずること。
 記録の確認及び保管
機構が管理する特定歳入等について適切に管理されていることを確認するために、日次、月次
及び年次により、並びにその他必要に応じて、出金合計、入金合計及び最終残高等を記録し、責
任者が確認すること。また、当該記録については五年間保管すること。

11 この基準の遵守並びに地方税共通納税システム、利用者用ソフトウェア及び利用者用ソフトウェ
ア開発要件のセキュリティ対策に係る自己点検及び外部監査
 自己点検

この基準の遵守並びに地方税共通納税システム、利用者用ソフトウェア及び利用者用ソフト
ウェア開発要件の企画、開発、作成、変更及び運用保守の各段階におけるセキュリティ対策につ
いて自己点検を実施し、その結果に基づきこれらの改善を行うこと。

 外部監査
この基準の遵守並びに地方税共通納税システム、利用者用ソフトウェア及び利用者用ソフト

ウェア開発要件の企画、開発、作成、変更及び運用保守の各段階におけるセキュリティ対策につ
いて外部監査を実施し、その結果に基づき地方税共通納税システム、利用者用ソフトウェア及び
利用者用ソフトウェア開発要件の改善を行うこと。また、当該外部監査の結果を、総務大臣に報
告すること。

第６ 他の情報システムとの接続
機構が提供する外部連携機能（プログラムが有する機能又はデータを他のプログラムにおいて利
用し得るようにするために必要な機能をいう。）により地方税共通納税システムと地方団体サーバ以
外の情報システム（以下「他の情報システム」という。）を接続する場合には、次に掲げるセキュリ
ティ対策を講ずること。
 電気通信回線上の盗取の防止
地方税共通納税システムと他の情報システムの間の通信について、送信する情報の暗号化を実
施するとともに、通信データの盗取の防止についての必要な対策を講ずること。
 ファイアウォールによる通信制御
地方税共通納税システムと他の情報システムとの間にファイアウォールを設置し、地方税共通
納税システムの処理又は他の情報システム上の処理に係る通信のみが可能となるよう通信制御を
行うこと。

第７ 機構委託クラウド事業者に係る事項
１ 機構委託クラウド事業者の選定
機構は、原則として政府情報システムのためのセキュリティ評価制度のクラウドサービスリスト
に登録されているクラウドサービスを提供することができる事業者を選定すること。
２ 機構委託クラウド事業者との契約
 調達仕様
機構は、クラウドサービスを調達する場合には、機構委託クラウド事業者の選定基準を定めた
上で調達仕様に含めること。
 契約
機構は、クラウドサービスを調達する場合には、機構委託クラウド事業者及びクラウドサービ
スが調達仕様を満たすことを契約までに確認し、調達仕様の内容は契約に含めること。

第８ その他
第２から第７までに規定するもののほか、機構及び機構委託クラウド事業者は、政府機関等の情
報セキュリティ対策のための統一基準群及び地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関
するガイドラインの内容を踏まえ、安全性及び信頼性を確保するために必要な措置を講じなければ
ならない。

〇 総 務 省 告 示 第 三 百 四 十 八 号

地 方 自 治 法 施 行 規 則 （ 昭 和 二 十 二 年 内 務 省 令 第 二 十 九 号 ） 第 十 二 条 の 二 の 二 十 二 （ 市 町 村 の 合 併 の

特 例 に 関 す る 法 律 施 行 規 則 （ 平 成 十 七 年 総 務 省 令 第 四 十 三 号 ） 第 十 四 条 の 十 三 に お い て 準 用 す る 場 合

を 含 む 。 ） に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る 地 方 税 法 施 行 規 則 （ 昭 和 二 十 九 年 総 理 府 令 第 二 十 三 号 ） 第 二 十

四 条 の 四 十 四 の 規 定 に 基 づ き 、 歳 入 等 の 収 納 の 事 務 を 行 う た め の 役 務 を 次 の よ う に 定 め 、 公 布 の 日 か

ら 施 行 す る 。

令 和 八 年 九 月 二 十 四 日 総 務 大 臣 藤 井 比 早 之

地 方 自 治 法 施 行 規 則 第 十 二 条 の 二 の 二 十 二 （ 市 町 村 の 合 併 の 特 例 に 関 す る 法 律 施 行 規 則 第 十 四 条 の

十 三 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る 地 方 税 法 施 行 規 則 第 二 十 四 条 の 四 十

四 に 規 定 す る 歳 入 等 の 収 納 の 事 務 を 行 う た め の 役 務 は 、 日 本 マ ル チ ペ イ メ ン ト ネ ッ ト ワ ー ク 運 営 機 構

が 運 営 す る マ ル チ ペ イ メ ン ト ネ ッ ト ワ ー ク を 利 用 し て 特 定 歳 入 等 を 収 納 す る 役 務 と す る 。




次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 下 線 を 付 し た 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 下 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め 、 改 正 前 欄 及 び 改 正 後 欄 に 対 応 し て 掲 げ る そ の 標 記 部 分 に 二 重 下

線 を 付 し た 規 定 （ 以 下 「 対 象 規 定 」 と い う 。 ） は 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 を 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 と し て 移 動 し 、 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 で 改 正 前 欄 に こ れ に 対 応 す る も の を 掲 げ て い な い も の は 、

こ れ を 加 え る 。

第１ 用語の定義 第１ 用語の定義
［１ 略］ ［１ 同左］
２

機構委託クラウド事業者


［新設］
機構サーバに係るクラウドサービスを提供することができる事業者で、この基準に適合し

たセキュリティ対策を実施しているものと機構が認め、機構からの委託（他の事業者に対す

る再委託を含む。）を受けた事業者

３

～17

［略］ ２


～16

［同左］

第３ 機構等


の体制、規程等の整備 第３ 機構

の体制、規程等の整備

機構及び機構委託クラウド事業者


は、次に掲げる事項（機構委託クラウド事業者について


は、４に掲げる事項を除く。


）を行わなければならない。
機構

は、次に掲げる事項


を行わなければならない。

［１～４ 略］ ［１～４ 同左］
第４ 電子申告等受付システムの環境及び設備 第４ 電子申告等受付システムの環境及び設備
機構及び機構委託クラウド事業者


は、次に掲げる事項を行わなければならない。 機構

は、次に掲げる事項を行わなければならない。

［１ 略］ ［１ 同左］
２ 障害の防止等 ２ 障害の防止等
電子申告等受付システムの構成機器及び関連設備の障害及び損傷を防止し、検知し、並びに


障害及び損傷に対する対策を図るため、必要な設備を整備すること。

電子申告等受付システムの構成機器及び関連設備の障害及び損傷を防止し、検知し、及び

障

害及び損傷に対する対策を図るため、必要な設備を整備すること。
［３ 略］ ［３ 同左］
第５ 機構等


における運用管理上の安全性及び信頼性の確保 第５ 機構


における運用管理上の安全性及び信頼性の確保

機構及び機構委託クラウド事業者


は、次に掲げる事項（機構委託クラウド事業者について


は、９及び10に掲げる事項を除く。


）を行わなければならない。
機構

は、次に掲げる事項


を行わなければならない。

［１～10 略］ ［１～10 同左］

改 正 後 改 正 前

第６


機構委託クラウド事業者に係る事項


［新設］
１

機構委託クラウド事業者の選定

機構は、原則として政府情報システムのためのセキュリティ評価制度のクラウドサービス

リストに登録されているクラウドサービスを提供することができる事業者を選定すること。

２

機構委託クラウド事業者との契約



調達仕様

機構は、クラウドサービスを調達する場合には、機構委託クラウド事業者の選定基準を

定めた上で調達仕様に含めること。



契約

機構は、クラウドサービスを調達する場合には、機構委託クラウド事業者及びクラウド

サービスが調達仕様を満たすことを契約までに確認し、調達仕様の内容は契約に含めるこ

と。


令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

〇 総 務 省 告 示 第 三 百 四 十 九 号

地 方 税 法 施 行 規 則 （ 昭 和 二 十 九 年 総 理 府 令 第 二 十 三 号 ） 第 三 条 の 三 の 二 第 三 項 、 第 五 条 の 二 第 三 項 、 第 十 条 第 五 項 、 第 十 条 の 二 の 八 第 三 項 及 び 第 二 十 四 条 の 三 十 九 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 平 成 三 十 一 年

総 務 省 告 示 第 百 四 十 六 号 （ 地 方 税 法 施 行 規 則 第 三 条 の 三 の 二 第 三 項 、 第 五 条 の 二 第 三 項 、 第 十 条 第 五 項 、 第 十 条 の 二 の 八 第 三 項 及 び 第 二 十 四 条 の 三 十 九 第 一 項 に 規 定 す る 情 報 通 信 の 技 術 の 利 用 に お け る 安

全 性 及 び 信 頼 性 を 確 保 す る た め に 必 要 な 基 準 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 し 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

令 和 八 年 九 月 二 十 四 日 総 務 大 臣 藤 井 比 早 之






第７


その他 第６


その他
上記第２から第６


までに規定するもののほか、機構及び機構委託クラウド事業者


は、政府機

関等の情報セキュリティ対策のための統一基準群及び地方公共団体における情報セキュリティ
ポリシーに関するガイドラインの内容を踏まえ、安全性及び信頼性を確保するために必要な措
置を講じなければならない。

上記第２から第５

までに規定するもののほか、機構


は、政府機関等の情報セキュリティ対策

のための統一基準群及び地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライ
ンの内容を踏まえ、安全性及び信頼性を確保するために必要な措置を講じなければならない。

備 考 表 中 の ﹇ ﹈ の 記 載 及 び 対 象 規 定 の 二 重 下 線 を 付 し た 標 記 部 分 を 除 く 全 体 に 付 し た 下 線 は 注 記 で あ る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 下 線 を 付 し た 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 下 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め 、 改 正 前 欄 及 び 改 正 後 欄 に 対 応 し て 掲 げ る そ の 標 記 部 分 に 二 重 下

線 を 付 し た 規 定 （ 以 下 「 対 象 規 定 」 と い う 。 ） は 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 を 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 と し て 移 動 し 、 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 で 改 正 前 欄 に こ れ に 対 応 す る も の を 掲 げ て い な い も の は 、

こ れ を 加 え る 。

改 正 後 改 正 前

第１ 用語の定義 第１ 用語の定義
［１ 略］ ［１ 同左］
２

機構委託クラウド事業者


［新設］
機構サーバに係るクラウドサービスを提供することができる事業者で、この基準に適合し

たセキュリティ対策を実施しているものと機構が認め、機構からの委託（他の事業者に対す

る再委託を含む。）を受けた事業者

３

～６

［略］ ２


～５

［同左］

７

機構サーバ ６


機構サーバ

都道府県知事及び市区町村長に対する納税情報の送信、都道府県知事及び市区町村長から
の納付書情報の受信、当該受信した納付書情報の記録並びに共通口座を管理する金融機関に
対する払込依頼情報


の送信を行うための機構の使用に係る電子計算機

都道府県知事及び市区町村長に対する納税情報の送信、都道府県知事及び市区町村長から
の納付書情報の受信、当該受信した納付書情報の記録並びに共通口座を管理する金融機関に
対する振込依頼情報


の送信を行うための機構の使用に係る電子計算機

８

～24

［略］ ７


～23

［同左］

第３ 機構等


の体制、規程等の整備 第３ 機構

の体制、規程等の整備

機構及び機構委託クラウド事業者


は、次に掲げる事項（機構委託クラウド事業者について


は、４に掲げる事項を除く。


）を行わなければならない。
機構

は、次に掲げる事項


を行わなければならない。

［１～４ 略］ ［１～４ 同左］
第４ 地方税共通納税システムの環境及び設備 第４ 地方税共通納税システムの環境及び設備
機構及び機構委託クラウド事業者


は、次に掲げる事項を行わなければならない。 機構

は、次に掲げる事項を行わなければならない。

［１ 略］ ［１ 同左］
２ 障害の防止等 ２ 障害の防止等

地方税共通納税システムの構成機器及び関連設備の障害及び損傷を防止し、検知し、並び


に

障害及び損傷に対する対策を図るため、必要な設備を整備すること。

地方税共通納税システムの構成機器及び関連設備の障害及び損傷を防止し、検知し、及び


障害及び損傷に対する対策を図るため、必要な設備を整備すること。
［３ 略］ ［３ 同左］
第５ 機構等


における運用管理上の安全性及び信頼性の確保 第５ 機構


における運用管理上の安全性及び信頼性の確保

機構及び機構委託クラウド事業者


は、次に掲げる事項（機構委託クラウド事業者について


は、９、10及び11に掲げる事項を除く。


）を行わなければならない。
機構

は、次に掲げる事項


を行わなければならない。

［１～11 略］ ［１～11 同左］

令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

〇 総 務 省 告 示 第 三 百 五 十 号

地 方 税 法 施 行 規 則 （ 昭 和 二 十 九 年 総 理 府 令 第 二 十 三 号 ） 第 二 十 四 条 の 四 十 二 第 三 項 の 規 定 に 基 づ き 、 平 成 三 十 一 年 総 務 省 告 示 第 百 四 十 九 号 （ 地 方 税 法 施 行 規 則 第 二 十 四 条 の 四 十 二 第 三 項 に 規 定 す る 特 定

徴 収 金 及 び 特 定 徴 収 金 に 関 す る 情 報 の 取 扱 い に お け る 安 全 性 及 び 信 頼 性 を 確 保 す る た め に 必 要 な 基 準 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 し 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

令 和 八 年 九 月 二 十 四 日 総 務 大 臣 藤 井 比 早 之






第７


機構委託クラウド事業者に係る事項


［新設］
１

機構委託クラウド事業者の選定

機構は、原則として政府情報システムのためのセキュリティ評価制度のクラウドサービス

リストに登録されているクラウドサービスを提供することができる事業者を選定すること。

２

機構委託クラウド事業者との契約



調達仕様

機構は、クラウドサービスを調達する場合には、機構委託クラウド事業者の選定基準を

定めた上で調達仕様に含めること。



契約

機構は、クラウドサービスを調達する場合には、機構委託クラウド事業者及びクラウド

サービスが調達仕様を満たすことを契約までに確認し、調達仕様の内容は契約に含めるこ

と。


第８


その他 第７


その他
上記第２から第７


までに規定するもののほか、機構及び機構委託クラウド事業者


は、政府機

関等の情報セキュリティ対策のための統一基準群及び地方公共団体における情報セキュリティ
ポリシーに関するガイドラインの内容を踏まえ、安全性及び信頼性を確保するために必要な措
置を講じなければならない。

上記第２から第５

までに規定するもののほか、機構


は、政府機関等の情報セキュリティ対策

のための統一基準群及び地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライ
ンの内容を踏まえ、安全性及び信頼性を確保するために必要な措置を講じなければならない。

備 考 表 中 の ﹇ ﹈ の 記 載 及 び 対 象 規 定 の 二 重 下 線 を 付 し た 標 記 部 分 を 除 く 全 体 に 付 し た 下 線 は 注 記 で あ る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 下 線 を 付 し た 部 分 を こ れ に 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 下 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め 、 改 正 前 欄 及 び 改 正 後 欄 に 対 応 し て 掲 げ る そ の 標 記 部 分 に 二 重 下 線 を

付 し た 規 定 （ 以 下 「 対 象 規 定 」 と い う 。 ） は 、 そ の 標 記 部 分 が 同 一 の も の は 当 該 対 象 規 定 を 改 正 後 欄 に 掲 げ る も の の よ う に 改 め 、 そ の 標 記 部 分 が 異 な る も の は 改 正 前 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 を 改 正 後 欄 に 掲 げ る

対 象 規 定 と し て 移 動 し 、 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 で 改 正 前 欄 に こ れ に 対 応 す る も の を 掲 げ て い な い も の は 、 こ れ を 加 え る 。

改 正 後 改 正 前

第１


用語の定義等


第１


用語の定義等
１

用語の定義


１ 用語の定義


国税連携ネットワークシステム


 国税連携ネットワークシステム
市区町村サーバ、都道府県サーバ、地方税共同機構（以下「機構」という。）サーバ、端

末機、電気通信関係装置（ファイアウォールを含む。以下同じ。）、電気通信回線（国税庁

サーバと機構サーバを結ぶものを含む。）、プログラム等により構成されるシステムで、地

方税法（昭和25年法律第226号。以下「法」という。）第762条第１号に規定する行政機関の

長が法第747条の４第１項又は第747条の５第１項の規定による特定書面等地方税関係通知

又は特定地方税関係通知等を行うときに通知すべきこととされている事項（以下「通知事

項」という。）を機構サーバに送信し、機構が通知事項に係る通信の交換を行い、都道府県

サーバ又は市区町村サーバに伝送し、都道府県知事又は市区町村長（一部事務組合の管理

者及び広域連合の長を含む。以下同じ。）が当該都道府県サーバ又は市区町村サーバに備え

られた記憶媒体に通知事項を記録するもの


市区町村サーバ、都道府県サーバ、地方税共同機構（以下「機構」という。）サーバ、端末
機、電気通信関係装置（ファイアウォールを含む。以下同じ。）、電気通信回線（国税庁サー
バと機構サーバを結ぶものを含む。）、プログラム等により構成されるシステムで、地方税法
（昭和25年法律第226号。以下「法」という。）第762条第１号に規定する行政機関の長が法第
747条の４第１項又は第747条の５第１項の規定による特定書面等地方税関係通知又は特定地
方税関係通知等を行うときに通知すべきこととされている事項（以下「通知事項」という。）
を機構サーバに送信し、機構が通知事項に係る通信の交換を行い、都道府県サーバ又は市区
町村サーバに伝送し、都道府県知事又は市区町村長（一部事務組合の管理者及び広域連合の
長を含む。以下同じ。）が当該都道府県サーバ又は市区町村サーバに備えられた記憶媒体に通
知事項を記録するもの
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〇 総 務 省 告 示 第 三 百 五 十 一 号

地 方 税 法 施 行 規 則 （ 昭 和 二 十 九 年 総 理 府 令 第 二 十 三 号 ） 第 二 十 四 条 の 四 十 第 三 項 第 二 号 及 び 第 三 号 の 規 定 に 基 づ き 、 平 成 三 十 一 年 総 務 省 告 示 第 百 五 十 一 号 （ 地 方 税 法 施 行 規 則 第 二 十 四 条 の 四 十 第 三 項 第

二 号 及 び 第 三 号 に 規 定 す る 電 気 通 信 回 線 そ の 他 の 電 気 通 信 設 備 に 関 す る 技 術 基 準 及 び 情 報 通 信 の 技 術 の 利 用 に お け る 安 全 性 及 び 信 頼 性 を 確 保 す る た め に 必 要 な 事 項 に 関 す る 基 準 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正

し 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

令 和 八 年 九 月 二 十 四 日 総 務 大 臣 藤 井 比 早 之








セキュリティ


 セキュリティ
機密性、完全性及び可用性の維持


機密性、完全性及び可用性の維持


認定委託先事業者


 認定委託先事業者
市区町村サーバ又は都道府県サーバに備えられた記憶媒体への通知事項の記録に必要な

電気通信回線その他の電気通信設備を有する事業者で、この基準に適合したセキュリティ

対策を実施しているものと機構が認めた事業者


市区町村サーバ又は都道府県サーバに備えられた記憶媒体への通知事項の記録に必要な電
気通信回線その他の電気通信設備を有する事業者で、この基準に適合したセキュリティ対策
を実施しているものと機構が認めた事業者



機構委託クラウド事業者


 委託利用型地方団体
機構サーバに係るクラウドサービスを提供することができる事業者で、この基準に適合

したセキュリティ対策を実施しているものと機構が認め、機構からの委託（他の事業者に

対する再委託を含む。）を受けた事業者


市区町村サーバ又は都道府県サーバに備えられた記憶媒体への通知事項の記録の事務を認
定委託先事業者又は単独設置型地方団体に委託する地方公共団体（単独設置型地方団体であ
る一部事務組合又は広域連合を構成する地方団体を含む。）



委託利用型地方団体


 単独設置型地方団体
市区町村サーバ又は都道府県サーバに備えられた記憶媒体への通知事項の記録の事務を

認定委託先事業者又は単独設置型地方団体に委託する地方公共団体（単独設置型地方団体

である一部事務組合又は広域連合を構成する地方団体を含む。


）

委託利用型地方団体以外の地方公共団体（国税連携ネットワークシステムに関する業務を
行う一部事務組合及び広域連合を含む。）



単独設置型地方団体


 国税庁サーバ

委託利用型地方団体以外の地方公共団体（国税連携ネットワークシステムに関する業務

を行う一部事務組合及び広域連合を含む。


）

通知事項の送信を行うための法第762条第１号に規定する国税庁長官、国税局長及び税務
署長の使用に係る電子計算機



国税庁サーバ


 市区町村サーバ

通知事項の送信を行うための法第762条第１号に規定する国税庁長官、国税局長及び税


務署長の使用に係る電子計算機


通知事項の記録を行うための市区町村長の使用に係る電子計算機（市区町村長が通知事項
の記録を委託した場合にあっては、当該委託された者の使用に係る電子計算機を含む。）



市区町村サーバ


 都道府県サーバ

通知事項の記録を行うための市区町村長の使用に係る電子計算機（市区町村長が通知事

項の記録を委託した場合にあっては、当該委託された者の使用に係る電子計算機を含む。


）

通知事項の記録を行うための都道府県知事の使用に係る電子計算機（都道府県知事が通知
事項の記録を委託した場合にあっては、当該委託された者の使用に係る電子計算機を含む。）



都道府県サーバ


 機構サーバ

通知事項の記録を行うための都道府県知事の使用に係る電子計算機（都道府県知事が通

知事項の記録を委託した場合にあっては、当該委託された者の使用に係る電子計算機を含

む。

）

通知事項に係る通信の交換並びに通知事項の市区町村サーバ及び都道府県サーバへの伝送
を行うための機構の使用に係る電子計算機（機構が通知事項に係る通信の交換並びに通知事
項の市区町村サーバ及び都道府県サーバへの伝送を委託した場合にあっては、当該委託され
た者の使用に係る電子計算機を含む。）



機構サーバ


 端末機
通知事項に係る通信の交換並びに通知事項の市区町村サーバ及び都道府県サーバへの伝

送を行うための機構の使用に係る電子計算機（機構が通知事項に係る通信の交換並びに通

知事項の市区町村サーバ及び都道府県サーバへの伝送を委託した場合にあっては、当該委

託された者の使用に係る電子計算機を含む。


）

市区町村サーバ、都道府県サーバ又は機構サーバ及び電気通信関係装置の運用保守のため
に使用する運用端末及び市区町村サーバ又は都道府県サーバのデータの利用のために使用す
る利用端末



端末機


 ファイアウォール

市区町村サーバ、都道府県サーバ又は機構サーバ及び電気通信関係装置の運用保守のた

めに使用する運用端末及び市区町村サーバ又は都道府県サーバのデータの利用のために使

用する利用端末


ネットワークにおいて不正侵入を防御するために通信を制御する装置



ファイアウォール


 データ

ネットワークにおいて不正侵入を防御するために通信を制御する装置


国税連携ネットワークシステムにおいて通知され、記録され又は保存される情報



データ


 プログラム

国税連携ネットワークシステムにおいて通知され、記録され又は保存される情報


市区町村サーバ、都道府県サーバ、機構サーバ、端末機及び電気通信関係装置を機能させ
て国税連携ネットワークシステムを作動させるための命令を組み合わせたもの（オペレー
ティングシステム、データベース等のパッケージソフトウェアを含む。）



プログラム


 ファイル

市区町村サーバ、都道府県サーバ、機構サーバ、端末機及び電気通信関係装置を機能さ


市区町村サーバ、都道府県サーバ、機構サーバ、端末機及び電気通信関係装置に備えられ
た記憶媒体又は可搬記憶媒体に記録されているデータ及びプログラム
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

ファイル


 ドキュメント

市区町村サーバ、都道府県サーバ、機構サーバ、端末機及び電気通信関係装置に備えら

れた記憶媒体又は可搬記憶媒体に記録されているデータ及びプログラム


国税連携ネットワークシステムの設計並びにプログラムの作成及び運用に関する記録及び
文書



ドキュメント


 可搬記憶媒体

国税連携ネットワークシステムの設計並びにプログラムの作成及び運用に関する記録及

び文書


国税連携ネットワークシステムで利用する駆動装置から容易に取り外すことのできる記憶
媒体であって、光ディスク、磁気ディスク、磁気テープ、ＵＳＢメモリー、外付けハードディ
スクドライブその他これに類するもの



可搬記憶媒体


 帳票

国税連携ネットワークシステムで利用する駆動装置から容易に取り外すことのできる記

憶媒体であって、光ディスク、磁気ディスク、磁気テープ、ＵＳＢメモリー、外付けハー

ドディスクドライブその他これに類するもの


データを出力した紙媒体



帳票


 電子計算機室

データを出力した紙媒体


市区町村サーバ、都道府県サーバ又は機構サーバ、端末機及び電気通信関係装置を設置す
る室



電子計算機室


 重要機能室

市区町村サーバ、都道府県サーバ又は機構サーバ、端末機及び電気通信関係装置を設置

する室


電子計算機室、同室に係る受電設備及び定電圧・定周波電源装置等の設備を設置する室並
びに電子計算機室の空気調和をする空気調和機及びその附属設備を設置する室



重要機能室


２ この告示中、実施主体を特定していない規定については、機構、認定委託先事業者、委託利
用型地方団体及び単独設置型地方団体に適用するものとする。

電子計算機室、同室に係る受電設備及び定電圧・定周波電源装置等の設備を設置する室

並びに電子計算機室の空気調和をする空気調和機及びその附属設備を設置する室


２

この告示中、実施主体を特定していない規定については、機構、認定委託先事業者、委託

利用型地方団体、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者に適用するものとする。


せて国税連携ネットワークシステムを作動させるための命令を組み合わせたもの（オペ

レーティングシステム、データベース等のパッケージソフトウェアを含む。


）

第２


体制、規程等の整備


第２


体制、規程等の整備
１

体制の整備


１ 体制の整備


責任体制等の確立


 責任体制等の確立
国税連携ネットワークシステムのセキュリティを確保するため、国税連携ネットワーク

システムの企画、開発、作成、運用保守及び利用に関する責任体制並びに連絡体制を明確

にすること。また、防災組織及び防犯組織を整備し、通常時及び非常時の責任体制の確立

を図ること。


国税連携ネットワークシステムのセキュリティを確保するため、国税連携ネットワークシ
ステムの企画、開発、作成、運用保守及び利用に関する責任体制並びに連絡体制を明確にす
ること。また、防災組織及び防犯組織を整備し、通常時及び非常時の責任体制の確立を図る
こと。



連絡調整を行う場の設置


 連絡調整を行う場の設置
機構は、国税連携ネットワークシステムのセキュリティ対策に関し、認定委託先事業者、

委託利用型地方団体、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者と連絡調整を行う

場を設けること。


機構は、国税連携ネットワークシステムのセキュリティ対策に関し、認定委託先事業者、
委託利用型地方団体及び単独設置型地方団体と連絡調整を行う場を設けること。



監視体制の整備


 監視体制の整備

機構は、国税連携ネットワークシステムの運用に関し、異常な状態を早期に発見できる

よう組織内での迅速かつ適切な報告経路を確保するとともに、認定委託先事業者、委託利

用型地方団体、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者に連絡することができる

よう体制の整備を図ること。


機構は、国税連携ネットワークシステムの運用に関し、異常な状態を早期に発見できるよ
う組織内での迅速かつ適切な報告経路を確保するとともに、認定委託先事業者、委託利用型
地方団体及び単独設置型地方団体に連絡することができるよう体制の整備を図ること。

２

規程等の整備


２ 規程等の整備



規程の整備


 規程の整備

国税連携ネットワークシステムの企画、開発、作成、運用保守及び利用に関する規程を

整備すること。


国税連携ネットワークシステムの企画、開発、作成、運用保守及び利用に関する規程を整
備すること。
 国税連携ネットワークシステムの設計書等の整備
国税連携ネットワークシステムの設計書、操作手順書等を整備すること。
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

国税連携ネットワークシステムの設計書等の整備

国税連携ネットワークシステムの設計書、操作手順書等を整備すること。




セキュリティ対策基準等の整備


 セキュリティ対策基準等の整備

国税連携ネットワークシステムのセキュリティを確保するために遵守すべきセキュリ


ティ対策基準及び実施手順書を整備すること。


国税連携ネットワークシステムのセキュリティを確保するために遵守すべきセキュリティ
対策基準及び実施手順書を整備すること。



国税連携ネットワークシステムの運用継続計画の整備


 国税連携ネットワークシステムの運用継続計画の整備

非常時における国税連携ネットワークシステムの運用継続計画を策定するとともに、非

常時におけるセキュリティに係る対策事項を整備すること。


非常時における国税連携ネットワークシステムの運用継続計画を策定するとともに、非常
時におけるセキュリティに係る対策事項を整備すること。

３

人事、教育、研修等


３ 人事、教育、研修等



要員管理


 要員管理

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、国税連

携ネットワークシステムの運用保守に必要な職員の配置、交替等の人事管理を適切に行う

こと。また、プログラムの開発及び国税連携ネットワークシステムの運用保守及び利用の

各事務は、同一の者が行うことのないように配慮すること。


機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、国税連携ネットワークシステムの運
用保守に必要な職員の配置、交替等の人事管理を適切に行うこと。また、プログラムの開発
及び国税連携ネットワークシステムの運用保守及び利用の各事務は、同一の者が行うことの
ないように配慮すること。



教育及び研修


 教育及び研修

ア

国税連携ネットワークシステムを開発、作成、運用保守又は利用する職員に対し、国

税連携ネットワークシステムの操作及びセキュリティ対策についての教育及び研修を実

施し、必要な知識を習得させること。


ア 国税連携ネットワークシステムを開発、作成、運用保守又は利用する職員に対し、国税
連携ネットワークシステムの操作及びセキュリティ対策についての教育及び研修を実施
し、必要な知識を習得させること。
イ 機構は、委託利用型地方団体及び単独設置型地方団体に対し、教育及び研修に関する技
術的な協力を行うこと。

イ

機構は、委託利用型地方団体、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者に対

し、教育及び研修に関する技術的な協力を行うこと。




問合せ窓口の設置


 問合せ窓口の設置

機構、認定委託先事業者及び機構委託クラウド事業者は、国税連携ネットワークシステ

ムを開発、作成、運用保守又は利用する職員を支援し、誤操作等の発生を防止するため、

それぞれ分担して、操作等に関する問い合わせ窓口を設置すること。


機構及び認定委託先事業者は、国税連携ネットワークシステムを開発、作成、運用保守又
は利用する職員を支援し、誤操作等の発生を防止するため、それぞれ分担して、操作等に関
する問い合わせ窓口を設置すること。

４

緊急時体制


４ 緊急時体制



作動停止時に係る事務処理体制及び訓練


 作動停止時に係る事務処理体制及び訓練

ア

国税連携ネットワークシステムの構成機器、関連設備又はソフトウェアの障害等によ

り国税連携ネットワークシステムの全部又は一部が作動停止した場合（機構サーバへ

データを送信できる時間帯以外の時間帯を含む。）に迅速かつ適正に対応できるよう緊急

時対応計画並びに機構、認定委託先事業者、委託利用型地方団体、単独設置型地方団体

及び機構委託クラウド事業者の間の連絡体制について相互に密接な連携を図り整備する

こと。


ア 国税連携ネットワークシステムの構成機器、関連設備又はソフトウェアの障害等により
国税連携ネットワークシステムの全部又は一部が作動停止した場合（機構サーバへデータ
を送信できる時間帯以外の時間帯を含む。）に迅速かつ適正に対応できるよう緊急時対応計
画並びに機構、認定委託先事業者、委託利用型地方団体及び単独設置型地方団体の間の連
絡体制について相互に密接な連携を図り整備すること。

イ

実際に問題が発生した場合に適切な対応を図ることができるよう訓練を行うととも


に、相互に密接な連携を図り、緊急時対応計画及び連絡体制の改善を図ること。


イ 実際に問題が発生した場合に適切な対応を図ることができるよう訓練を行うとともに、
相互に密接な連携を図り、緊急時対応計画及び連絡体制の改善を図ること。



データの漏えいに係る事務処理体制及び訓練


 データの漏えいに係る事務処理体制及び訓練

ア

データの漏えいその他これに準ずる事態が発生した場合又は発生のおそれがある場合

（機構サーバへデータを送信できる時間帯以外の時間帯を含む。）に迅速かつ適正に対応

できるよう緊急時対応計画（国税連携ネットワークシステムの全部又は一部を停止する

基準の策定を含む。）並びに機構、認定委託先事業者、委託利用型地方団体、単独設置型

地方団体及び機構委託クラウド事業者の間の連絡体制について相互に密接な連携を図り

整備すること。


ア データの漏えいその他これに準ずる事態が発生した場合又は発生のおそれがある場合
（機構サーバへデータを送信できる時間帯以外の時間帯を含む。）に迅速かつ適正に対応で
きるよう緊急時対応計画（国税連携ネットワークシステムの全部又は一部を停止する基準
の策定を含む。）並びに機構、認定委託先事業者、委託利用型地方団体及び単独設置型地方
団体の間の連絡体制について相互に密接な連携を図り整備すること。

イ

実際に問題が発生した場合に適切な対応を図ることができるよう訓練を行うととも


に、相互に密接な連携を図り、緊急時対応計画及び連絡体制の改善を図ること。


イ 実際に問題が発生した場合に適切な対応を図ることができるよう訓練を行うとともに、
相互に密接な連携を図り、緊急時対応計画及び連絡体制の改善を図ること。

 総務大臣への報告
機構は、国税連携ネットワークシステムの構成機器、関連設備の障害等により国税連携ネッ
トワークシステムの全部又は一部が作動停止した場合又はデータの漏えいその他これに準ず
る事態が発生した場合又は発生のおそれがある場合は、速やかに総務大臣に報告すること。

令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報








総務大臣への報告

機構は、国税連携ネットワークシステムの構成機器、関連設備の障害等により国税連携

ネットワークシステムの全部又は一部が作動停止した場合又はデータの漏えいその他これ

に準ずる事態が発生した場合又は発生のおそれがある場合は、速やかに総務大臣に報告す

ること。


第３


国税連携ネットワークシステムの環境及び設備


第３


国税連携ネットワークシステムの環境及び設備

１

建物及び重要機能室


１ 建物及び重要機能室



建物等への侵入の防止等


 建物等への侵入の防止等
ア

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、国税

連携ネットワークシステムに係る建物及び重要機能室（以下「建物等」という。）を国内

に設置すること。


ア 機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、国税連携ネットワークシステムに

係る建物及び重要機能室（以下「建物等」という。）を国内に設置すること。

イ

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、建物

等の壁、窓、ドア等が容易に破壊されないよう必要な措置を講ずること。


イ 機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、建物等の壁、窓、ドア等が容易に

破壊されないよう必要な措置を講ずること。

ウ

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、建物

等への侵入を検知・記録するための措置を講ずること。


ウ 機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、建物等への侵入を検知・記録する

ための措置を講ずること。

エ

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、電力

及び電気通信回線の切断等を防止するための措置を講ずること。


エ 機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、電力及び電気通信回線の切断等を

防止するための措置を講ずること。

オ

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、重要

機能室の外に設置された関連設備に対する不当な接触の防止について、必要な措置を講

ずること。


オ 機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、重要機能室の外に設置された関連

設備に対する不当な接触の防止について、必要な措置を講ずること。



重要機能室の配置及び構造


 重要機能室の配置及び構造
ア 機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、重要機能室の配置及び構造につい

て、セキュリティ対策及び保守が容易に行えるよう配慮すること。
ア

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、重要

機能室の配置及び構造について、セキュリティ対策及び保守が容易に行えるよう配慮す

ること。

イ

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、重要

機能室について、その表示を行わない等、できるだけ所在を明らかにしないようにする

こと。


イ 機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、重要機能室について、その表示を
行わない等、できるだけ所在を明らかにしないようにすること。

ウ

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、重要

機能室に、緊急事態発生の際の連絡設備を設ける等、連絡体制を整備すること。


ウ 機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、重要機能室に、緊急事態発生の際
の連絡設備を設ける等、連絡体制を整備すること。

エ

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、電子

計算機室を税務システム（電子計算機、端末機、電気通信関係装置、電気通信回線、プ

ログラム等の全部又は一部により構成され、地方税に関する記録を管理し、及び地方税

に関する事務を処理するためのシステムをいう。以下同じ。）に係る電子計算機及び電気

通信関係装置を設置するための部屋以外の部屋と区別した部屋とすること。当該区別し


エ 機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、電子計算機室を税務システム（電
子計算機、端末機、電気通信関係装置、電気通信回線、プログラム等の全部又は一部によ
り構成され、地方税に関する記録を管理し、及び地方税に関する事務を処理するためのシ
ステムをいう。以下同じ。）に係る電子計算機及び電気通信関係装置を設置するための部屋
以外の部屋と区別した部屋とすること。当該区別した部屋を確保できない場合は、市区町
村サーバ、都道府県サーバ又は機構サーバ、端末機及び電気通信関係装置を厳重に固定し、
専用保管庫により施錠保管すること。
オ 機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、電子計算機室の常時利用する出入
口を限定すること等により、侵入の防止を容易に行えるよう配慮すること。
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オ

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、電子
計算機室の常時利用する出入口を限定すること等により、侵入の防止を容易に行えるよ
う配慮すること。
２


障害の防止等


２ 障害の防止等

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、国税連携
ネットワークシステムの構成機器並びに関連設備の障害及び損傷を防止し、検知し、並びに
障害及び損傷に対する対策を図るため、必要な設備を整備すること。


機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、国税連携ネットワークシステムの構成
機器並びに関連設備の障害及び損傷を防止し、検知し、並びに障害及び損傷に対する対策を図
るため、必要な設備を整備すること。

３

ネットワーク設備


３ ネットワーク設備



専用回線の使用


 専用回線の使用

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、電気通
信回線からのデータの盗取を防止するため、国税庁サーバ、市区町村サーバ、都道府県サー
バ及び機構サーバを結ぶ電気通信回線について、専用回線（接続先が固定されており、所
定の伝送速度が保証されている回線をいう。以下同じ。）を使用すること。


機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、電気通信回線からのデータの盗取を
防止するため、国税庁サーバ、市区町村サーバ、都道府県サーバ及び機構サーバを結ぶ電気
通信回線について、専用回線（接続先が固定されており、所定の伝送速度が保証されている
回線をいう。以下同じ。）を使用すること。



必要な伝送速度の確保


 必要な伝送速度の確保

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、国税庁
サーバ、市区町村サーバ、都道府県サーバ及び機構サーバを結ぶ電気通信回線について、
データを円滑に伝送するために必要な伝送速度を確保するとともに、伝送途上で情報の破
壊、盗取、改ざん、消去等が生じないようにセキュリティ対策を講ずること。


機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、国税庁サーバ、市区町村サーバ、都
道府県サーバ及び機構サーバを結ぶ電気通信回線について、データを円滑に伝送するために
必要な伝送速度を確保するとともに、伝送途上で情報の破壊、盗取、改ざん、消去等が生じ
ないようにセキュリティ対策を講ずること。

た部屋を確保できない場合は、市区町村サーバ、都道府県サーバ又は機構サーバ、端末
機及び電気通信関係装置を厳重に固定し、専用保管庫により施錠保管すること。


第４


国税連携ネットワークシステムの管理


第４


国税連携ネットワークシステムの管理
１

入退室管理


１ 入退室管理


入室資格の付与


 入室資格の付与
機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、重要機
能室へ入室できる者を、国税連携ネットワークシステムの運用管理を適正に行うための必
要最小限とすること。また、重要機能室に入室する者に鍵を貸与する際に、その者が入室
する権限を有することを確認すること、入退室管理カード又は生体認証装置によって重要
機能室に入退室する者が入室する権限を有することを確認すること等により、入退室の管
理を適切に行うこと。


機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、重要機能室へ入室できる者を、国税
連携ネットワークシステムの運用管理を適正に行うための必要最小限とすること。また、重
要機能室に入室する者に鍵を貸与する際に、その者が入室する権限を有することを確認する
こと、入退室管理カード又は生体認証装置によって重要機能室に入退室する者が入室する権
限を有することを確認すること等により、入退室の管理を適切に行うこと。



鍵又は入退室管理カードの管理


 鍵又は入退室管理カードの管理

ア

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、重要
機能室の出入口の鍵を所定の場所に保管し、その管理は定められた者が行うこと。


ア 機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、重要機能室の出入口の鍵を所定の
場所に保管し、その管理は定められた者が行うこと。

イ

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、入退
室管理カードを利用している場合は、その管理方法を定めること。


イ 機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、入退室管理カードを利用している
場合は、その管理方法を定めること。



搬出入物品の確認


 搬出入物品の確認

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、重要機
能室へ物品を搬出入する際、重要機能室に入室する権限を有する職員に搬出入する物品の
内容を確認させること。


機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、重要機能室へ物品を搬出入する際、
重要機能室に入室する権限を有する職員に搬出入する物品の内容を確認させること。



事務室の管理


 事務室の管理

事務室における国税連携ネットワークシステムの構成機器、関連設備等の盗難、損壊等
を防止するため、職員が不在となる時の事務室の施錠等、必要な措置を講ずること。


事務室における国税連携ネットワークシステムの構成機器、関連設備等の盗難、損壊等を
防止するため、職員が不在となる時の事務室の施錠等、必要な措置を講ずること。

２

ソフトウェア開発等の管理


２ ソフトウェア開発等の管理



セキュリティを高める設計の実施


 セキュリティを高める設計の実施

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、国税連
携ネットワークシステムの開発、作成又は変更を行う際には、国税連携ネットワークシス
テムのセキュリティを高めるよう配慮すること。


機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、国税連携ネットワークシステムの開
発、作成又は変更を行う際には、国税連携ネットワークシステムのセキュリティを高めるよ
う配慮すること。
 国税連携ネットワークシステムの試験及び検査の実施
ア 機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、国税連携ネットワークシステムの
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

国税連携ネットワークシステムの試験及び検査の実施

ア

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、国税

連携ネットワークシステムの開発、作成又は変更を行った際には、障害試験、負荷試験

その他必要な試験を適切に実施すること。

イ

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、国税

連携ネットワークシステムの試験を実施する場合には、ファイルの安全を確保するため、

それぞれが個別に試験を行うことが可能となるよう、別途、試験環境を用意し、試験を

行うこと。


イ 機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、国税連携ネットワークシステムの
試験を実施する場合には、ファイルの安全を確保するため、それぞれが個別に試験を行う
ことが可能となるよう、別途、試験環境を用意し、試験を行うこと。
ウ 国税連携ネットワークシステムの納入時又は受入れ時には、整備された検査手順に従い、
セキュリティ機能が適切に組み込まれていることの検査を行うこと。

 国税連携ネットワークシステムの開発等に際してのエラーの発生及び不正行為の防止

開発、作成又は変更を行った際には、障害試験、負荷試験その他必要な試験を適切に実施
すること。

ウ

国税連携ネットワークシステムの納入時又は受入れ時には、整備された検査手順に従

い、セキュリティ機能が適切に組み込まれていることの検査を行うこと。




国税連携ネットワークシステムの開発等に際してのエラーの発生及び不正行為の防止


ア 機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、国税連携ネットワークシステムの
開発、作成又は変更を行う際には、開発、作成又は変更の計画を策定し、開発、作成又は
変更の責任者について体制図を作成した上で指定し、及びプログラムの作成、変更又は廃
止を行う際には、責任者の承認を得て行う等、エラーの発生及び不正行為の防止のための
手続を明確にすること。

ア

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、国税

連携ネットワークシステムの開発、作成又は変更を行う際には、開発、作成又は変更の

計画を策定し、開発、作成又は変更の責任者について体制図を作成した上で指定し、及

びプログラムの作成、変更又は廃止を行う際には、責任者の承認を得て行う等、エラー

の発生及び不正行為の防止のための手続を明確にすること。


イ 機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、国税連携ネットワークシステムの
開発、作成又は変更の各段階で使用するドキュメントの様式を標準化すること。

イ

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、国税

連携ネットワークシステムの開発、作成又は変更の各段階で使用するドキュメントの様

式を標準化すること。


ウ 機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、国税連携ネットワークシステムの
変更に応じてドキュメントを更新し、責任者に確認させること。

ウ

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、国税

連携ネットワークシステムの変更に応じてドキュメントを更新し、責任者に確認させる

こと。


 セキュリティ対策の定期的な見直し



セキュリティ対策の定期的な見直し


機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、国税連携ネットワークシステムの変
更を実施しない場合においても、定期的にセキュリティ対策の変更を行う必要性の有無を検
討し、必要があると認めた場合にはその見直しを行い、必要な措置を講ずること。

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、国税連

携ネットワークシステムの変更を実施しない場合においても、定期的にセキュリティ対策

の変更を行う必要性の有無を検討し、必要があると認めた場合にはその見直しを行い、必

要な措置を講ずること。


３ 国税連携ネットワークシステムの運用保守等

３

国税連携ネットワークシステムの運用保守等


 アクセス権限の限定



アクセス権限の限定


国税連携ネットワークシステムを運用保守又は利用する職員に対して、電子計算機、端末
機、電気通信関係装置、電気通信回線、ファイル等に関し、アクセス権限を適切に付与し、
適切に管理すること。

国税連携ネットワークシステムを運用保守又は利用する職員に対して、電子計算機、端

末機、電気通信関係装置、電気通信回線、ファイル等に関し、アクセス権限を適切に付与

し、適切に管理すること。


 ファイアウォールによる通信制御



ファイアウォールによる通信制御


不正行為又は不正アクセス行為から国税連携ネットワークシステムを保護するため、国税
庁サーバ、市区町村サーバ、都道府県サーバ及び機構サーバ間等、必要な部分には、ファイ
アウォールを設置し、通信制御を行うこと。

不正行為又は不正アクセス行為から国税連携ネットワークシステムを保護するため、国

税庁サーバ、市区町村サーバ、都道府県サーバ及び機構サーバ間等、必要な部分には、ファ

イアウォールを設置し、通信制御を行うこと。


 電気通信関係装置の管理
エラーの発生又は不正行為により電気通信関係装置の不適切な運用が行われないようにす
るため、電気通信関係装置の管理に際しては厳重な確認を行う等、管理権限がある者以外の
者による操作を防止するための措置を講ずること。また、通信については、電気通信関係装
置相互の認証を行うこと。
 通信相手との相互認証



電気通信関係装置の管理


機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、国税庁サーバ、市区町村サーバ、都
道府県サーバ及び機構サーバそれぞれの間の通信について、通信相手との相互認証を行うこ
と。

エラーの発生又は不正行為により電気通信関係装置の不適切な運用が行われないように

するため、電気通信関係装置の管理に際しては厳重な確認を行う等、管理権限がある者以

外の者による操作を防止するための措置を講ずること。また、通信については、電気通信

関係装置相互の認証を行うこと。


 データの暗号化
機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、国税庁サーバ、市区町村サーバ、都
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

通信相手との相互認証
機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、国税庁
サーバ、市区町村サーバ、都道府県サーバ及び機構サーバそれぞれの間の通信について、
通信相手との相互認証を行うこと。


 模擬攻撃に対する防御訓練の実施



データの暗号化


機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、インターネット経由の、模擬攻撃を
適宜実施し、その実施結果に基づき必要な措置を講ずること。

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、国税庁
サーバ、市区町村サーバ、都道府県サーバ及び機構サーバそれぞれの間の通信について、
送受信するデータの暗号化を実施すること。


 情報収集等



模擬攻撃に対する防御訓練の実施


機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、セキュリティ対策に関する情報を収
集し、分析を行い、必要な措置を講ずること。

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、インター
ネット経由の、模擬攻撃を適宜実施し、その実施結果に基づき必要な措置を講ずること。


４ 端末機操作の管理



情報収集等


 端末機の管理

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、セキュ
リティ対策に関する情報を収集し、分析を行い、必要な措置を講ずること。


端末機の取扱いは、当該端末機の管理を行う責任者の指示又は承認を受けた者に限ること。
また、操作者による不正な行為及び誤操作による障害発生を防止するため、端末機を操作す
る際は複数の者で行うこととすることなど、必要な措置を講ずること。

４

端末機操作の管理


 端末機の操作者の認証



端末機の管理


ア 端末機の取扱いに際しては、操作者が正当なアクセス権限を付与された者であることを、
機構及び認定委託先事業者の使用に係るものにあっては操作者識別カード及び暗証番号、
生体認証又はこれらと同等以上のものと認められる方法により、委託利用型地方団体及び
単独設置型地方団体の使用に係るものにあっては暗証番号、生体認証又はこれらと同等以
上のものと認められる方法により確認すること。また、当該アクセス権限に関する情報を
管理し、不正利用を防止するための措置を講ずること。

端末機の取扱いは、当該端末機の管理を行う責任者の指示又は承認を受けた者に限るこ
と。また、操作者による不正な行為及び誤操作による障害発生を防止するため、端末機を
操作する際は複数の者で行うこととすることなど、必要な措置を講ずること。


イ 端末機の操作が一定時間行われなかった場合に、再度、操作者の認証を行うよう端末機
を設定すること。



端末機の操作者の認証


 暗証番号等の取扱い

ア

端末機の取扱いに際しては、操作者が正当なアクセス権限を付与された者であること
を、機構、認定委託先事業者及び機構委託クラウド事業者の使用に係るものにあっては
操作者識別カード及び暗証番号、生体認証又はこれらと同等以上のものと認められる方
法により、委託利用型地方団体及び単独設置型地方団体の使用に係るものにあっては暗
証番号、生体認証又はこれらと同等以上のものと認められる方法により確認すること。
また、当該アクセス権限に関する情報を管理し、不正利用を防止するための措置を講ず
ること。


暗証番号及び生体認証情報の管理及び運用の方法を定め、操作者に当該管理及び運用の方
法を遵守させること。

イ

端末機の操作が一定時間行われなかった場合に、再度、操作者の認証を行うよう端末
機を設定すること。


 ファイルに対する利用制限
端末機の操作者ごとに利用可能なファイルを設定する等、ファイルの利用を制限する方法
を定めること。
 操作履歴の記録等

道府県サーバ及び機構サーバそれぞれの間の通信について、送受信するデータの暗号化を実
施すること。



暗証番号等の取扱い
暗証番号及び生体認証情報の管理及び運用の方法を定め、操作者に当該管理及び運用の
方法を遵守させること。


ファイルに対する利用制限


機構及び認定委託先事業者は、端末機を操作した履歴を記憶媒体に記録し、各操作者の利
用の正当性について確認すること。

端末機の操作者ごとに利用可能なファイルを設定する等、ファイルの利用を制限する方
法を定めること。


 強制的に終了する機能



操作履歴の記録等


機構及び認定委託先事業者は、端末機には、複数回アクセスに失敗した場合、強制的に終
了する機能を設けること。

機構、認定委託先事業者及び機構委託クラウド事業者は、端末機を操作した履歴を記憶
媒体に記録し、各操作者の利用の正当性について確認すること。


 専用回線の使用



強制的に終了する機能


市区町村サーバ、都道府県サーバ及び機構サーバについて、端末機と相互に接続する電気
通信回線は専用回線とすることとし、端末機を他の電気通信回線に接続しないこと。

機構、認定委託先事業者及び機構委託クラウド事業者は、端末機には、複数回アクセス
に失敗した場合、強制的に終了する機能を設けること。


５ 市区町村サーバ、都道府県サーバ及び機構サーバの管理



専用回線の使用


 秘密鍵の厳重な管理

市区町村サーバ、都道府県サーバ及び機構サーバについて、端末機と相互に接続する電
気通信回線は専用回線とすることとし、端末機を他の電気通信回線に接続しないこと。


機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、市区町村サーバ、都道府県サーバ及
び機構サーバにおいて、通信相手の認証及び送信するデータの暗号化を行うために必要な秘
密鍵を厳重に保護し、外部に漏えいすることを防止するための措置を講ずること。
 他のソフトウェアの作動の制限
機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、市区町村サーバ、都道府県サーバ及
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５

市区町村サーバ、都道府県サーバ及び機構サーバの管理



秘密鍵の厳重な管理

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、市区町

村サーバ、都道府県サーバ及び機構サーバにおいて、通信相手の認証及び送信するデータ

の暗号化を行うために必要な秘密鍵を厳重に保護し、外部に漏えいすることを防止するた

めの措置を講ずること。


 ログの取得及びバックアップの実施



他のソフトウェアの作動の制限


機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、国税連携ネットワークシステムの動
作履歴、操作者のアクセス履歴その他運用保守等に必要な情報を記録すること。また、当該
情報について、定期的にバックアップすること。

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、市区町

村サーバ、都道府県サーバ及び機構サーバにおいて、国税連携ネットワークシステムの管

理及び運用保守並びに国税庁、都道府県及び市区町村の資料情報等の相互データ提供の管

理及び運用保守に必要なソフトウェア以外のソフトウェアを作動させないよう措置を講ず

ること。


 記録の消去
機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、市区町村サーバ、都道府県サーバ又
は機構サーバを使用しなくなった場合には、当該機器に備えられた記憶媒体からファイル及
びドキュメントを復元できない形で消去すること。

６ 可搬記憶媒体の管理
 持出し、返却の確認等
ア 可搬記憶媒体の盗難の防止等のため、その保管位置を指定し、持ち出した場合は返却を
確認すること。



ログの取得及びバックアップの実施

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、国税連

携ネットワークシステムの動作履歴、操作者のアクセス履歴その他運用保守等に必要な情

報を記録すること。また、当該情報について、定期的にバックアップすること。


イ 可搬記憶媒体を廃棄する場合には、消磁、破砕、熔解その他の当該可搬記憶媒体に記録
されていたファイル及びドキュメントの復元が不可能となる措置を講ずること。


記録の消去

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、市区町

村サーバ、都道府県サーバ又は機構サーバを使用しなくなった場合には、当該機器に備え

られた記憶媒体からファイル及びドキュメントを復元できない形で消去すること。


 不正プログラムの混入防止

６

可搬記憶媒体の管理


 管理方法の明確化

可搬記憶媒体への不正プログラムの混入防止のため、必要な措置を講ずること。
７ 国税連携ネットワークシステムの構成機器及び関連設備等の管理



持出し、返却の確認等

ア

可搬記憶媒体の盗難の防止等のため、その保管位置を指定し、持ち出した場合は返却

を確認すること。


ア 機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、国税連携ネットワークシステムに
機器を接続するための手続、方法等を定めるとともに、構成機器及び関連設備等の管理方
法を明確にすること。

び機構サーバにおいて、国税連携ネットワークシステムの管理及び運用保守並びに国税庁、
都道府県及び市区町村の資料情報等の相互データ提供の管理及び運用保守に必要なソフト
ウェア以外のソフトウェアを作動させないよう措置を講ずること。

イ

可搬記憶媒体を廃棄する場合には、消磁、破砕、熔解その他の当該可搬記憶媒体に記

録されていたファイル及びドキュメントの復元が不可能となる措置を講ずること。


イ 利用するハードウェア、ソフトウェア及び可搬記憶媒体の種類、数量等を体系的かつ一
元的に記録管理し、現況と一致させること。また、この記録管理された内容を、関係職員
に周知すること、管理しているハードウェア、ソフトウェア及び可搬記憶媒体以外のもの
を使用しないこと。



不正プログラムの混入防止


 保守の実施
可搬記憶媒体への不正プログラムの混入防止のため、必要な措置を講ずること。


 稼働状況の監視

７

国税連携ネットワークシステムの構成機器及び関連設備等の管理


機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、それぞれ分担して、市区町村サーバ、
都道府県サーバ、機構サーバ及び電気通信関係機器の稼働状況を常時監視し、必要に応じ対
策を実施すること。



管理方法の明確化


 不正プログラムの混入防止等

ア

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、国税

連携ネットワークシステムに機器を接続するための手続、方法等を定めるとともに、構

成機器及び関連設備等の管理方法を明確にすること。


国税連携ネットワークシステムにコンピュータウイルス等の不正プログラムが混入されて
いないかどうかを監視する措置を講じ、混入されていた場合には駆除する措置を講ずること。
また、コンピュータウイルス等の不正プログラムが発見された場合の必要な措置を定め、国
税連携ネットワークシステムを運用保守又は利用する職員に周知すること。

イ

利用するハードウェア、ソフトウェア及び可搬記憶媒体の種類、数量等を体系的かつ

一元的に記録管理し、現況と一致させること。また、この記録管理された内容を、関係

職員に周知すること、管理しているハードウェア、ソフトウェア及び可搬記憶媒体以外

のものを使用しないこと。




保守の実施

国税連携ネットワークシステムの構成機器及び関連設備等の保守を定期に又は随時に、

実施すること。また、保守の実施に当たっては、エラーの発生及び不正行為を防止し、デー

タを保護するため、必要な措置を講ずること。


国税連携ネットワークシステムの構成機器及び関連設備等の保守を定期に又は随時に、実
施すること。また、保守の実施に当たっては、エラーの発生及び不正行為を防止し、データ
を保護するため、必要な措置を講ずること。
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８ データ、プログラム、ドキュメント等の管理
 データ等の管理方法
ア データ、プログラム及びドキュメントの使用、保管、複写、受渡し、消去及び廃棄につ
いて、その取扱い及び管理の方法を定めること。



稼働状況の監視


イ プログラムの改ざん、消去等を防止するために、プログラムの登録及び抹消は、責任者
の指示又は承認を受けた者が行うこと。

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、それぞ

れ分担して、市区町村サーバ、都道府県サーバ、機構サーバ及び電気通信関係機器の稼働

状況を常時監視し、必要に応じ対策を実施すること。


ウ 紙媒体に出力されたドキュメントを廃棄する場合には、裁断、溶解その他の当該ドキュ
メントの復元が不可能となる措置を講ずること。



不正プログラムの混入防止等

国税連携ネットワークシステムにコンピュータウイルス等の不正プログラムが混入され

ていないかどうかを監視する措置を講じ、混入されていた場合には駆除する措置を講ずる

こと。また、コンピュータウイルス等の不正プログラムが発見された場合の必要な措置を

定め、国税連携ネットワークシステムを運用保守又は利用する職員に周知すること。


 帳票の管理
ア 帳票の受渡し及び廃棄の方法を定めること。
イ 事務室の出力装置から出力する場合のデータの漏えいを防止するため、必要な措置を講
ずること。

８

データ、プログラム、ドキュメント等の管理



データ等の管理方法

ア

データ、プログラム及びドキュメントの使用、保管、複写、受渡し、消去及び廃棄に

ついて、その取扱い及び管理の方法を定めること。

イ

プログラムの改ざん、消去等を防止するために、プログラムの登録及び抹消は、責任

者の指示又は承認を受けた者が行うこと。


９ 障害時等の対応
 国税連携ネットワークシステムの障害の早期発見
国税連携ネットワークシステムの障害箇所の発見や性能の低下を検知するため、必要な措
置を講ずること。ウ


機媒体に出力されたドキュメントを廃棄する場合には、裁断、溶解その他の当該ドキュ

メントの復元が不可能となる措置を講ずること。




帳票の管理

ア

帳票の受渡し及び廃棄の方法を定めること。


イ

事務室の出力装置から出力する場合のデータの漏えいを防止するため、必要な措置を

講ずること。


 早期回復のための代替機能等の整備
ア 機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、重要なファイルについて、記憶媒
体に保存するとともに、他の記憶媒体に複製を保存することとし、必要に応じ、それぞれ
の記憶媒体を別に保管すること。また、国税連携ネットワークシステムの重要な構成機器
及び関連設備等について、障害が発生した時に代替することができる機能を整備する等、
必要な措置を講ずること。９


障害時等の対応



国税連携ネットワークシステムの障害の早期発見

国税連携ネットワークシステムの障害箇所の発見や性能の低下を検知するため、必要な

措置を講ずること。


イ 機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、障害が発生した時に、複製された
重要なファイル等を基に速やかに国税連携ネットワークシステムを回復できるよう必要な
措置を講ずること。



早期回復のための代替機能等の整備


ウ 機構、認定委託先事業者及び単独設置型地方団体は、あらかじめ定められた作業手順に
従って国税連携ネットワークシステムが確実に回復することを、試験により確認すること。

イ

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、障害

が発生した時に、複製された重要なファイル等を基に速やかに国税連携ネットワークシ

ステムを回復できるよう必要な措置を講ずること。


不正アクセスを早期に発見するため、必要な措置を講ずること。

ウ

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、あら

かじめ定められた作業手順に従って国税連携ネットワークシステムが確実に回復するこ

とを、試験により確認すること。


 不正アクセスが判明した場合の対応



不正アクセスの早期発見


不正アクセスが判明した場合、機構、認定委託先事業者、委託利用型地方団体及び単独設
置型地方団体の間で連絡調整を行い、被害状況の把握、被害拡大を防止するための措置等必
要な措置を講ずること。

不正アクセスを早期に発見するため、必要な措置を講ずること。


 再発防止策の検討



不正アクセスが判明した場合の対応


国税連携ネットワークシステムに障害等が生じた場合には、その応急措置を実施するだけ
でなく、根本原因の究明及び再発防止策について検討を行い、再発防止に努めること。

不正アクセスが判明した場合、機構、認定委託先事業者、委託利用型地方団体及び単独

設置型地方団体の間で連絡調整を行い、被害状況の把握、被害拡大を防止するための措置

等必要な措置を講ずること。


 障害等情報の記録と共有
機構は、国税連携ネットワークシステムに係る障害について、その応急措置方法、根本原
因の究明及び再発防止策について内容を取りまとめ、認定委託先事業者、委託利用型地方団
体及び単独設置型地方団体と情報を共有すること。

10 委託を行う場合等の措置
 認定委託先事業者等への委託

ア

機構、認定委託先事業者、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者は、重要

なファイルについて、記憶媒体に保存するとともに、他の記憶媒体に複製を保存するこ

ととし、必要に応じ、それぞれの記憶媒体を別に保管すること。また、国税連携ネット

ワークシステムの重要な構成機器及び関連設備等について、障害が発生した時に代替す

ることができる機能を整備する等、必要な措置を講ずること。


 不正アクセスの早期発見

ア 都道府県知事又は市区町村長が、都道府県サーバ若しくは市区町村サーバに備えられた
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

再発防止策の検討

国税連携ネットワークシステムに障害等が生じた場合には、その応急措置を実施するだ

けでなく、根本原因の究明及び再発防止策について検討を行い、再発防止に努めること。


記憶媒体への通知事項の記録の事務を委託する場合又は都道府県サーバ若しくは市区町村
サーバの運用保守等の事務を委託する場合は、認定委託先事業者又は単独設置型地方団体
以外の者へは委託を行わないこと。

ウ アの場合において、事務を委託する事業者が事務の一部を第三者に再委託する場合には、
契約内容として、当該事業者と再委託の制限、事前申請及び承認に関する規定を定めるこ
と。



障害等情報の記録と共有


エ アの場合において、契約内容として、秘密保持義務、事業所内からの個人情報の持ち出
しの禁止、個人情報の目的外利用の禁止、再委託における条件、漏えい事案等が発生した
場合の対応に係る委託先の責務、委託契約終了後の個人情報の返却又は廃棄、個人情報を
取り扱う従業者の明確化、従業者に対する監督・教育、契約内容の遵守状況について報告
を求める規定を定めるとともに、必要があると認めるときは委託先に対して、実地の監査、
調査等を行うことができる規定等を定めること。



認定委託先事業者等以外の事業者への委託


 事務を委託する場合の事業者の分担範囲等の明確化

ア

機構、委託利用型地方団体及び単独設置型地方団体は、アの事務以外で、国税連携

ネットワークシステムの開発、作成、変更、運用保守等について事務の委託を行う場合

は、委託する事業者の社会的信用及び能力を確認すること。


機構、委託利用型地方団体及び単独設置型地方団体は、国税連携ネットワークシステムの
開発、作成、変更、運用保守等を複数の事業者に委託する場合、分担して行う範囲及び責任
の範囲を明確にするとともに、作業上必要な情報交換を行えるような措置を講ずること。事
務の委託を受けた事業者が、複数の事業者に事務を再委託する場合も同様とする。

イ

アの場合において、事務を委託する事業者に対し、委託する事務についてこの基準と

同様のセキュリティ対策を実施させるとともに、適切な監督を行うこと。


 要員派遣を受ける場合等の措置

ウ

アの場合において、事務を委託する事業者が事務の一部を第三者に再委託する場合に

は、契約内容として、当該事業者と再委託の制限、事前申請及び承認に関する規定を定

めること。


要員派遣を受ける場合又は非常勤職員、臨時職員等を雇用する場合には、必要に応じ、秘
密保持に関する誓約書を提出させる等の措置を講ずること。

エ

アの場合において、契約内容として、秘密保持義務、事業所内からの個人情報の持ち

出しの禁止、個人情報の目的外利用の禁止、再委託における条件、漏えい事案等が発生

した場合の対応に係る委託先の責務、委託契約終了後の個人情報の返却又は廃棄、個人

情報を取り扱う従業者の明確化、従業者に対する監督・教育、契約内容の遵守状況につ

いて報告を求める規定を定めるとともに、必要があると認めるときは委託先に対して、

実地の監査、調査等を行うことができる規定等を定めること。


11 この基準の遵守並びに国税連携ネットワークシステムの自己点検及び外部監査等



事務を委託する場合の事業者の分担範囲等の明確化


 自己点検

機構、委託利用型地方団体及び単独設置型地方団体は、国税連携ネットワークシステム

の開発、作成、変更、運用保守等を複数の事業者に委託する場合、分担して行う範囲及び


この基準の遵守並びに国税連携ネットワークシステムの企画、開発、作成、運用保守及び
利用の各段階におけるセキュリティ対策について、自己点検を実施し、その結果に基づき改
善を図ること。

イ 委託利用型地方団体は、アの事務を委託する認定委託先事業者に、少なくとも年一回、
機構による監査を受けさせ、監査の結果、当該認定委託先事業者が事務の実施に必要な電
気通信回線その他の電気通信設備を有せず、又は、この基準に適合したセキュリティ対策
が実施されていないと認められた場合には、当該認定委託先事業者に係る委託契約を解除
すること。

ウ

委託利用型地方団体は、アの事務を委託する認定委託先事業者が事務の一部を第三者

に再委託する場合には、契約内容として、当該認定委託先事業者と再委託の制限、事前

申請及び承認に関する規定を定めること。


イ アの場合において、事務を委託する事業者に対し、委託する事務についてこの基準と同
様のセキュリティ対策を実施させるとともに、適切な監督を行うこと。

機構は、国税連携ネットワークシステムに係る障害について、その応急措置方法、根本

原因の究明及び再発防止策について内容を取りまとめ、認定委託先事業者、委託利用型地

方団体、単独設置型地方団体及び機構委託クラウド事業者と情報を共有すること。


10

委託を行う場合等の措置



認定委託先事業者等への委託

ア

都道府県知事又は市区町村長が、都道府県サーバ若しくは市区町村サーバに備えられ

た記憶媒体への通知事項の記録の事務を委託する場合又は都道府県サーバ若しくは市区

町村サーバの運用保守等の事務を委託する場合は、認定委託先事業者又は単独設置型地

方団体以外の者へは委託を行わないこと。

イ

委託利用型地方団体は、アの事務を委託する認定委託先事業者に、少なくとも年一回、

機構による監査を受けさせ、監査の結果、当該認定委託先事業者が事務の実施に必要な

電気通信回線その他の電気通信設備を有せず、又は、この基準に適合したセキュリティ

対策が実施されていないと認められた場合には、当該認定委託先事業者に係る委託契約

を解除すること。


ウ 委託利用型地方団体は、アの事務を委託する認定委託先事業者が事務の一部を第三者に
再委託する場合には、契約内容として、当該認定委託先事業者と再委託の制限、事前申請
及び承認に関する規定を定めること。

 認定委託先事業者等以外の事業者への委託
ア 機構、委託利用型地方団体及び単独設置型地方団体は、アの事務以外で、国税連携ネッ
トワークシステムの開発、作成、変更、運用保守等について事務の委託を行う場合は、委
託する事業者の社会的信用及び能力を確認すること。
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

要員派遣を受ける場合等の措置


 外部監査等の実施

要員派遣を受ける場合又は非常勤職員、臨時職員等を雇用する場合には、必要に応じ、

秘密保持に関する誓約書を提出させる等の措置を講ずること。


11

この基準の遵守並びに国税連携ネットワークシステムの自己点検及び外部監査等


機構は、この基準の遵守並びに国税連携ネットワークシステムの企画、開発、作成及び運
用保守の各段階におけるセキュリティ対策について外部監査を実施し、その結果に基づき国
税連携ネットワークシステムの改善を図ること。また、認定委託先事業者に対し、国税連携
ネットワークシステムの企画、開発、作成及び運用保守の各段階におけるセキュリティ対策
についての外部監査を実施し、その結果に基づき国税連携ネットワークシステムの改善を行
わせること。この場合において、機構は、当該外部監査の結果を、総務大臣に報告するとと
もに、委託利用型地方団体及び単独設置型地方団体に提供すること。
 監査の体制の確立
委託利用型地方団体及び単独設置型地方団体は、それぞれ監査の体制を確立し、国税連携
ネットワークシステムの企画、開発、作成、運用保守及び利用の各段階におけるセキュリティ
対策の評価を行い、その結果に基づき国税連携ネットワークシステムの改善を図ること。



自己点検

この基準の遵守並びに国税連携ネットワークシステムの企画、開発、作成、運用保守及

び利用の各段階におけるセキュリティ対策について、自己点検を実施し、その結果に基づ

き改善を図ること。



外部監査等の実施

機構は、この基準の遵守並びに国税連携ネットワークシステムの企画、開発、作成及び

運用保守の各段階におけるセキュリティ対策について外部監査を実施し、その結果に基づ

き国税連携ネットワークシステムの改善を図ること。また、認定委託先事業者に対し、国

税連携ネットワークシステムの企画、開発、作成及び運用保守の各段階におけるセキュリ

ティ対策についての外部監査を実施し、その結果に基づき国税連携ネットワークシステム

の改善を行わせること。この場合において、機構は、当該外部監査の結果を、総務大臣に

報告するとともに、委託利用型地方団体及び単独設置型地方団体に提供すること。



監査の体制の確立

委託利用型地方団体及び単独設置型地方団体は、それぞれ監査の体制を確立し、国税連

携ネットワークシステムの企画、開発、作成、運用保守及び利用の各段階におけるセキュ

リティ対策の評価を行い、その結果に基づき国税連携ネットワークシステムの改善を図る

こと。


責任の範囲を明確にするとともに、作業上必要な情報交換を行えるような措置を講ずるこ

と。事務の委託を受けた事業者が、複数の事業者に事務を再委託する場合も同様とする。


第５


他の情報システムとの接続


第５


他の情報システムとの接続
１

他の情報システムとの接続条件


１ 他の情報システムとの接続条件
国税連携ネットワークシステムと税務システムその他の国税連携ネットワークシステム以

外の情報システム（以下「他の情報システム」という。）を接続する場合は、次のセキュリティ

対策を講ずること。


国税連携ネットワークシステムと税務システムその他の国税連携ネットワークシステム以外
の情報システム（以下、「他の情報システム」という。）を接続する場合は、次のセキュリティ対
策を講ずること。



電気通信回線上の盗取の防止


 電気通信回線上の盗取の防止
国税連携ネットワークシステムと他の情報システムとの接続に係る電気通信回線は専用

回線を用いるとともに、通信データの盗取の防止についての必要な対策を講ずること。


国税連携ネットワークシステムと他の情報システムとの接続に係る電気通信回線は専用回
線を用いるとともに、通信データの盗取の防止についての必要な対策を講ずること。



ファイアウォールによる通信制御


 ファイアウォールによる通信制御
国税連携ネットワークシステムと他の情報システムとの間にファイアウォールを設置


し、国税連携ネットワークシステム上の処理又は他の情報システム上の処理に係る通信の

みが可能となるよう通信制御を行うこと。


国税連携ネットワークシステムと他の情報システムとの間にファイアウォールを設置し、
国税連携ネットワークシステム上の処理又は他の情報システム上の処理に係る通信のみが可
能となるよう通信制御を行うこと。

２

他の情報システムとの接続状況についての連絡調整


２ 他の情報システムとの接続状況についての連絡調整
機構は、国税連携ネットワークシステムと他の情報システムとの接続状況について認定委

託先事業者、委託利用型地方団体及び単独設置型地方団体と連絡調整を行うこと。また、機

構は、それぞれの他の情報システムにおいて個人情報の漏えいのおそれがある場合は、認定

委託先事業者、委託利用型地方団体及び単独設置型地方団体と連絡調整を行うこと。


機構は、国税連携ネットワークシステムと他の情報システムとの接続状況について認定委託
先事業者、委託利用型地方団体及び単独設置型地方団体と連絡調整を行うこと。また、機構は、
それぞれの他の情報システムにおいて個人情報の漏えいのおそれがある場合は、認定委託先事
業者、委託利用型地方団体及び単独設置型地方団体と連絡調整を行うこと。
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第６


機構委託クラウド事業者に係る事項


［新設］
１

機構委託クラウド事業者の選定

機構は、原則として政府情報システムのためのセキュリティ評価制度のクラウドサービス

リストに登録されているクラウドサービスを提供することができる事業者を選定すること。

２

機構委託クラウド事業者との契約



調達仕様

機構は、クラウドサービスを調達する場合には、機構委託クラウド事業者の選定基準を

定めた上で調達仕様に含めること。



契約

機構は、クラウドサービスを調達する場合には、機構委託クラウド事業者及びクラウド

サービスが調達仕様を満たすことを契約までに確認し、調達仕様の内容は契約に含めるこ

と。


第７


その他 第６


その他
上記第２から第６


までに規定するもののほか、政府機関等の情報セキュリティ対策のための

統一基準群及び地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドラインの内容
を踏まえ、安全性及び信頼性を確保するために必要な措置を講じなければならない。

上記第２から第５

までに規定するもののほか、政府機関等の情報セキュリティ対策のための

統一基準群及び地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドラインの内容
を踏まえ、安全性及び信頼性を確保するために必要な措置を講じなければならない。

備 考 表 中 の ﹇ ﹈ の 記 載 及 び 対 象 規 定 の 二 重 下 線 を 付 し た 標 記 部 分 を 除 く 全 体 に 付 し た 下 線 は 注 記 で あ る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 下 線 を 付 し た 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る

規 定 の 下 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め 、 改 正 前 欄 及 び 改 正 後 欄 に 対 応 し て 掲 げ る そ の 標 記 部 分 に 二 重

下 線 を 付 し た 規 定 （ 以 下 「 対 象 規 定 」 と い う 。 ） は 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 を 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対

象 規 定 と し て 移 動 し 、 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 で 改 正 前 欄 に こ れ に 対 応 す る も の を 掲 げ て い な い も

の は 、 こ れ を 加 え る 。

改 正 後 改 正 前

第１ 用語の定義等 第１ ［同左］
１ 用語の定義 １ ［同左］
［～ 略］ ［～ 同左］


機構委託クラウド事業者


［新設］
機構サーバに係るクラウドサービスを

提供することができる事業者で、この基

準に適合したセキュリティ対策を実施し

ているものと機構が認め、機構からの委

託（他の事業者に対する再委託を含む。）

を受けたもの


２ この告示中、実施主体を特定していない
規定については、機構、市区町村長及び機


構委託クラウド事業者


に適用するものとす
る。

２ この告示中、実施主体を特定していない
規定については、機構及び市区町村長


に適

用するものとする。

第２ 体制、規程等の整備 第２ ［同左］
１ 体制の整備 １ ［同左］
［ 略］ ［ 同左］
 監視体制の整備  ［同左］
機構及び市区町村長は、電子申告等受

付システム


の運用に関し、異常な状態を
早期に発見できるよう体制の整備を図る
こと。

電子申告等受付システム


の運用に関
し、異常な状態を早期に発見できるよう
体制の整備を図ること。

［２ 略］ ［２ 同左］
３ 人事、教育、研修等 ３ ［同左］
［・ 略］ ［・ 同左］
 問合せ窓口の設置  ［同左］
機構及び機構委託クラウド事業者


は、
電子申告等受付システムを開発、作成、
変更及び運用保守する職員を支援し、誤
操作等の発生を防止するため、操作等に
関する問い合わせ窓口を設置すること。

機構

は、電子申告等受付システムを開

発、作成、変更及び運用保守する職員を
支援し、誤操作等の発生を防止するため、
操作等に関する問い合わせ窓口を設置す
ること。

［４ 略］ ［４ 同左］

令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報 〇 総 務 省 告 示 第 三 百 五 十 二 号

地 方 税 法 施 行 規 則 （ 昭 和 二 十 九 年 総 理 府 令 第 二 十 三 号 ） 第 九 条 の 二 十 二 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 平

成 三 十 一 年 総 務 省 告 示 第 百 五 十 二 号 （ 地 方 税 法 施 行 規 則 第 九 条 の 二 十 二 第 一 項 に 規 定 す る 情 報 通 信 の

技 術 の 利 用 に お け る 安 全 性 及 び 信 頼 性 を 確 保 す る た め に 必 要 な 事 項 に 関 す る 基 準 ） の 一 部 を 次 の よ う

に 改 正 し 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

令 和 八 年 九 月 二 十 四 日 総 務 大 臣 藤 井 比 早 之






第５


機構委託クラウド事業者に係る事項


［新設］
１

機構委託クラウド事業者の選定

機構は、原則として政府情報システムの

ためのセキュリティ評価制度のクラウド

サービスリストに登録されているクラウド

サービスを提供することができる事業者を

選定すること。


２

機構委託クラウド事業者との契約



調達仕様

機構は、クラウドサービスを調達する

場合には、機構委託クラウド事業者の選

定基準を定めた上で調達仕様に含めるこ

と。



契約

機構は、クラウドサービスを調達する

場合には、機構委託クラウド事業者及び

クラウドサービスが調達仕様を満たすこ

とを契約までに確認し、調達仕様の内容

は契約に含めること。


第６


その他 第５


その他
上記第２から第５


までに規定するものの

ほか、政府機関等の情報セキュリティ対策
のための統一基準群及び地方公共団体にお
ける情報セキュリティポリシーに関するガ
イドラインの内容を踏まえ、安全性及び信
頼性を確保するために必要な措置を講じな
ければならない。

上記第２から第４

までに規定するものの

ほか、政府機関等の情報セキュリティ対策
のための統一基準群及び地方公共団体にお
ける情報セキュリティポリシーに関するガ
イドラインの内容を踏まえ、安全性及び信
頼性を確保するために必要な措置を講じな
ければならない。

備 考 表 中 の ﹇ ﹈ の 記 載 及 び 対 象 規 定 の 二 重 下 線 を 付 し た 標 記 部 分 を 除 く 全 体 に 付 し た 下

線 は 注 記 で あ る 。

第４ 運用管理上の安全性及び信頼性の確保 第４ ［同左］
［１～８ 略］ ［１～８ 同左］
９ 委託を行う場合等の措置 ９ ［同左］
 事業者への委託  ［同左］
ア 機構及び市区町村長は、電子申告等

受付システム


の開発、作成、変更、運
用保守等について事務の委託を行う場
合は、委託する事業者の社会的信用及
び能力を確認すること。

ア 電子申告等受付システム


の開発、作
成、変更、運用保守等について事務の
委託を行う場合は、委託する事業者の
社会的信用及び能力を確認すること。

［イ～エ 略］ ［イ～エ 同左］
 事務を委託する場合の事業者の分担範
囲等の明確化

 ［同左］

機構及び市区町村長は、電子申告等受

付システム


の開発、作成、変更、運用保
守等を複数の事業者に委託する場合、分
担して行う範囲及び責任の範囲を明確に
するとともに、作業上必要な情報交換を
行えるような措置を講ずること。事務の
委託を受けた事業者が、複数の事業者に
事務を再委託する場合も同様とする。

電子申告等受付システム


の開発、作成、
変更、運用保守等を複数の事業者に委託
する場合、分担して行う範囲及び責任の
範囲を明確にするとともに、作業上必要
な情報交換を行えるような措置を講ずる
こと。事務の委託を受けた事業者が、複
数の事業者に事務を再委託する場合も同
様とする。

［ 略］ ［ 同左］
10 この基準の遵守並びに電子申告等受付シ
ステムのセキュリティ対策に係る自己点検
及び外部監査

10 ［同左］

［ 略］ ［ 同左］
 外部監査  ［同左］
機構及び市区町村長は、この基準


の遵
守並びに電子申告等受付システムの企
画、開発、作成、変更及び運用保守の各
段階におけるセキュリティ対策につい
て、外部監査を実施し、その結果に基づ
き電子申告等受付システムの改善を図る
こと。また、当該外部監査の結果を、総
務大臣に報告すること。

この基準


の遵守並びに電子申告等受付
システムの企画、開発、作成、変更及び
運用保守の各段階におけるセキュリティ
対策について、外部監査を実施し、その
結果に基づき電子申告等受付システムの
改善を図ること。また、当該外部監査の
結果を、総務大臣に報告すること。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 下 線 を 付 し た 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る

規 定 の 下 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め 、 改 正 前 欄 及 び 改 正 後 欄 に 対 応 し て 掲 げ る そ の 標 記 部 分 に 二 重

下 線 を 付 し た 規 定 （ 以 下 「 対 象 規 定 」 と い う 。 ） は 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 を 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対

象 規 定 と し て 移 動 し 、 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 で 改 正 前 欄 に こ れ に 対 応 す る も の を 掲 げ て い な い も

の は 、 こ れ を 加 え る 。

改 正 後 改 正 前

第１ 用語の定義等 第１ ［同左］
１ 用語の定義 １ ［同左］
［～ 略］ ［～ 同左］


機構委託クラウド事業者


［新設］
機構サーバに係るクラウドサービスを

提供することができる事業者で、この基

準に適合したセキュリティ対策を実施し


令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

〇 総 務 省 告 示 第 三 百 五 十 三 号

地 方 税 法 施 行 規 則 （ 昭 和 二 十 九 年 総 理 府 令 第 二 十 三 号 ） 第 九 条 の 二 十 六 第 四 項 の 規 定 に 基 づ き 、 平

成 三 十 一 年 総 務 省 告 示 第 百 五 十 三 号 （ 地 方 税 法 施 行 規 則 第 九 条 の 二 十 六 第 四 項 に 規 定 す る 情 報 通 信 の

技 術 の 利 用 に お け る 安 全 性 及 び 信 頼 性 を 確 保 す る た め に 必 要 な 事 項 に 関 す る 基 準 ） の 一 部 を 次 の よ う

に 改 正 し 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

令 和 八 年 九 月 二 十 四 日 総 務 大 臣 藤 井 比 早 之






第４ 運用管理上の安全性及び信頼性の確保 第４ ［同左］
［１～８ 略］ ［１～８ 同左］
９ 委託を行う場合等の措置 ９ ［同左］
 事業者への委託  ［同左］
ア 機構及び市区町村長は、年金特徴シ

ステム


の開発、作成、変更、運用保守
等について事務の委託を行う場合は、
委託する事業者の社会的信用及び能力
を確認すること。

ア 年金特徴システム


の開発、作成、変
更、運用保守等について事務の委託を
行う場合は、委託する事業者の社会的
信用及び能力を確認すること。

［イ～エ 略］ ［イ～エ 同左］
 事務を委託する場合の事業者の分担範
囲等の明確化

 ［同左］

機構及び市区町村長は、年金特徴シス

テム

の開発、変更、運用保守等を複数の

事業者に委託する場合、分担して行う範
囲及び責任の範囲を明確にするととも
に、作業上必要な情報交換を行えるよう
な措置を講ずること。事務の委託を受け
た事業者が、複数の事業者に事務を再委
託する場合も同様とする。

年金特徴システム


の開発、変更、運用
保守等を複数の事業者に委託する場合、
分担して行う範囲及び責任の範囲を明確
にするとともに、作業上必要な情報交換
を行えるような措置を講ずること。事務
の委託を受けた事業者が、複数の事業者
に事務を再委託する場合も同様とする。

［ 略］ ［ 同左］
10 この基準の遵守並びに年金特徴システム
の自己点検及び外部監査

10 ［同左］

［ 略］ ［ 同左］

 外部監査  ［同左］
機構及び市区町村長は、この基準


の遵
守並びに年金特徴システムの企画、開発、
作成、変更及び運用保守の各段階におけ
るセキュリティ対策について、外部監査
を実施し、その結果に基づき年金特徴シ
ステムの改善を図ること。また、当該外
部監査の結果を、総務大臣に報告するこ
と。

この基準


の遵守並びに年金特徴システ
ムの企画、開発、作成、変更及び運用保
守の各段階におけるセキュリティ対策に
ついて、外部監査を実施し、その結果に
基づき年金特徴システムの改善を図るこ
と。また、当該外部監査の結果を、総務
大臣に報告すること。

２ この告示中、実施主体を特定していない
規定については、機構、市区町村長及び機


構委託クラウド事業者


に適用するものとす
る。

２ この告示中、実施主体を特定していない
規定については、機構及び市区町村長


に適

用するものとする。

第２ 体制、規程等の整備 第２ ［同左］
１ 体制の整備 １ ［同左］
［ 略］ ［ 同左］
 監視体制の整備  ［同左］
機構及び市区町村長は、年金特徴シス

テム

の運用に関し、異常な状態を早期に

発見できるよう体制の整備を図ること。

年金特徴システム


の運用に関し、異常
な状態を早期に発見できるよう体制の整
備を図ること。

［２～４ 略］ ［２～４ 同左］

ているものと機構が認め、機構からの委

託（他の事業者に対する再委託を含む。）

を受けたもの


第６


機構委託クラウド事業者に係る事項


［新設］
１

機構委託クラウド事業者の選定

機構は、原則として政府情報システムの

ためのセキュリティ評価制度のクラウド

サービスリストに登録されているクラウド

サービスを提供することができる事業者を

選定すること。

２

機構委託クラウド事業者との契約



調達仕様

機構は、クラウドサービスを調達する

場合には、機構委託クラウド事業者の選

定基準を定めた上で調達仕様に含めるこ

と。



契約

機構は、クラウドサービスを調達する

場合には、機構委託クラウド事業者及び

クラウドサービスが調達仕様を満たすこ

とを契約までに確認し、調達仕様の内容

は契約に含めること。


第７


その他 第６


その他
上記第２から第６


までに規定するものの

ほか

、政府機関等の情報セキュリティ対策

のための統一基準群及び地方公共団体にお
ける情報セキュリティポリシーに関するガ
イドラインの内容を踏まえ、安全性及び信
頼性を確保するために必要な措置を講じな
ければならない。

上記第２から第５

までに規定するものの

ほか、機構は


、政府機関等の情報セキュリ
ティ対策のための統一基準群及び地方公共
団体における情報セキュリティポリシーに
関するガイドラインの内容を踏まえ、安全
性及び信頼性を確保するために必要な措置
を講じなければならない。

備 考 表 中 の ﹇ ﹈ の 記 載 及 び 対 象 規 定 の 二 重 下 線 を 付 し た 標 記 部 分 を 除 く 全 体 に 付 し た 下

線 は 注 記 で あ る 。
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日
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そ

の

他

告

示

一

設
置
者
の
氏
名
及
び
住
所
、
航
空
灯
火
の
種
類
及
び
名
称
、
航
空
灯
火
の
位
置
及
び
所
在
地
並
び
に
期
日

設
置
者
の

氏
名
及
び
住
所

航
空
灯
火
の

種
類
及
び
名
称

航
空
灯
火
の

位
置
及
び
所
在
地

期

日

秋
田
県

秋
田
県
秋
田
市
山
王

四
丁
目
一
番
一
号

飛
行
場
灯
火

秋
田
空
港
照
明
施
設

秋
田
空
港
内
及
び
そ
の
周
辺

秋
田
県
秋
田
市

変
更
し
た
事
項
に
係

る
供
用
開
始
の
予
定

期
日

令
和
八
年
十
月
一
日

国
土
交
通
大
臣

東
京
都
千
代
田
区
霞

が
関
二
丁
目
一
番
三

号

飛
行
場
灯
火

熊
本
空
港
照
明
施
設

熊
本
空
港
内
及
び
そ
の
周
辺

熊
本
県
菊
池
郡
菊
陽
町

秋
田
県

秋
田
県
秋
田
市
山
王

四
丁
目
一
番
一
号

飛
行
場
灯
火

大
館
能
代
空
港
照
明
施
設

大
館
能
代
空
港
内
及
び
そ
の
周

辺秋
田
県
北
秋
田
市

変
更
し
た
事
項
に
係

る
供
用
開
始
の
予
定

期
日

令
和
八
年
九
月
二
十

五
日

鹿
児
島
県

鹿
児
島
県
鹿
児
島
市

鴨
池
新
町
十
番
一
号

飛
行
場
灯
火

奄
美
空
港
照
明
施
設

奄
美
空
港
内
及
び
そ
の
周
辺

鹿
児
島
県
奄
美
市

変
更
し
た
事
項
に
係

る
供
用
開
始
の
予
定

期
日

令
和
八
年
十
月
一
日

二

変
更
し
た
事
項

次
の
表
に
よ
り
、
変
更
前
欄
に
掲
げ
る
事
項
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
変
更
後
欄
に
掲
げ
る
事
項
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
変
更
す
る
。

変

更

後

変

更

前

（
秋
田
空
港
）

（
秋
田
空
港
）

灯
質
、
光
度
、
配
置
そ
の
他
航
空
灯
火
の
性
能
に
関
す
る
重
要
事
項

灯
質
、
光
度
、
配
置
そ
の
他
航
空
灯
火
の
性
能
に
関
す
る
重
要
事
項

航
空
灯
火

灯

質

光

度

配

置

等

航
空
灯
火

灯

質

光

度

配

置

等

進
入
灯
台

発
光
ダ
イ
オ
ー
ド
、
航

空
白
の
閃せ
ん

光
、
毎
分
六

十
閃せ
ん

光

実
効
光
度
十
三
万
カ
ン

デ
ラ

滑
走
路
10
側
末
端
か
ら
滑
走
路
中

心
線
の
延
長
線
上
五
百
五
十
メ
ー

ト
ル
及
び
八
百
九
十
メ
ー
ト
ル
の

位
置

進
入
灯
台

白
熱
電
灯
、
航
空
白
の

閃せ
ん

光
、
毎
分
六
十
閃せ
ん

光

実
効
光
度
十
一
万
カ
ン

デ
ラ

滑
走
路
10
側
末
端
か
ら
滑
走
路
中

心
線
の
延
長
線
上
五
百
五
十
メ
ー

ト
ル
及
び
八
百
九
十
メ
ー
ト
ル
の

位
置

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報
〇
国
土
交
通
省
告
示
第
千
百
六
十
二
号

秋
田
空
港
、
熊
本
空
港
、
大
館
能
代
空
港
及
び
奄
美
空
港
の
航
空
灯
火
に
つ
い
て
告
示
し
た
事
項
に
変
更
が
あ
っ
た
の
で
、
航
空
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
二
百
三
十
一
号
）
第
四
十
六
条
及
び
第
五
十
五
条
の
二
第
三
項
に
お
い
て
準
用

す
る
同
法
第
四
十
六
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
次
の
と
お
り
告
示
す
る
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

国
土
交
通
大
臣

井
林

辰
憲





（
熊
本
空
港
）

（
熊
本
空
港
）

灯
質
、
光
度
、
配
置
そ
の
他
航
空
灯
火
の
性
能
に
関
す
る
重
要
事
項

灯
質
、
光
度
、
配
置
そ
の
他
航
空
灯
火
の
性
能
に
関
す
る
重
要
事
項

航
空
灯
火

灯

質

光

度

配

置

等

航
空
灯
火

灯

質

光

度

配

置

等

停
止
線
灯

発
光
ダ
イ
オ
ー
ド
、
航

空
赤
の
不
動
光

三
百
カ
ン
デ
ラ

誘
導
路
の
一
時
停
止
す
べ
き
位
置

で
誘
導
路
中
心
線
に
直
交
す
る
直

線
上
誘
導
路
内
及
び
誘
導
路
の
両

外
側

停
止
線
灯

白
熱
電
灯
、
航
空
赤
の

不
動
光

二
百
カ
ン
デ
ラ

誘
導
路
の
一
時
停
止
す
べ
き
位
置

で
誘
導
路
中
心
線
に
直
交
す
る
直

線
上
誘
導
路
内
及
び
誘
導
路
の
両

外
側

（
大
館
能
代
空
港
）

（
大
館
能
代
空
港
）

灯
質
、
光
度
、
配
置
そ
の
他
航
空
灯
火
の
性
能
に
関
す
る
重
要
事
項

灯
質
、
光
度
、
配
置
そ
の
他
航
空
灯
火
の
性
能
に
関
す
る
重
要
事
項

航
空
灯
火

灯

質

光

度

配

置

等

航
空
灯
火

灯

質

光

度

配

置

等

旋
回
灯

発
光
ダ
イ
オ
ー
ド
、
航

空
可
変
白
の
不
動
光

最
大
二
十
一
万
カ
ン
デ

ラ

滑
走
路
29
側
末
端
か
ら
九
百
メ
ー

ト
ル
ま
で
左
側
滑
走
路
灯
列
の
外

側

旋
回
灯

ナ
ト
リ
ウ
ム
放
電
灯
、

航
空
可
変
白
の
不
動
光

最
大
九
十
八
万
カ
ン
デ

ラ

滑
走
路
29
側
末
端
か
ら
九
百
メ
ー

ト
ル
ま
で
左
側
滑
走
路
灯
列
の
外

側

進
入
灯
台

発
光
ダ
イ
オ
ー
ド
、
航

空
白
の
閃せ

ん

光
、
毎
分
六

十
閃せ

ん

光

実
効
光
度
十
三
万
カ
ン

デ
ラ

滑
走
路
29
側
末
端
か
ら
滑
走
路
中

心
線
の
延
長
線
上
五
百
七
十
メ
ー

ト
ル
及
び
九
百
メ
ー
ト
ル
の
位
置

進
入
灯
台

白
熱
電
灯
、
航
空
白
の

閃せ
ん

光
、
毎
分
六
十
閃せ
ん

光

実
効
光
度
十
一
万
カ
ン

デ
ラ

滑
走
路
29
側
末
端
か
ら
滑
走
路
中

心
線
の
延
長
線
上
五
百
七
十
メ
ー

ト
ル
及
び
九
百
メ
ー
ト
ル
の
位
置

（
奄
美
空
港
）

（
奄
美
空
港
）

灯
質
、
光
度
、
配
置
そ
の
他
航
空
灯
火
の
性
能
に
関
す
る
重
要
事
項

灯
質
、
光
度
、
配
置
そ
の
他
航
空
灯
火
の
性
能
に
関
す
る
重
要
事
項

航
空
灯
火

灯

質

光

度

配

置

等

航
空
灯
火

灯

質

光

度

配

置

等

進
入
角
指
示
灯

発
光
ダ
イ
オ
ー
ド
、
上

層
航
空
白
、
下
層
航
空

赤
の
不
動
光

航
空
白
最
大
七
万
九
千

カ
ン
デ
ラ
、
航
空
赤
最

大
二
万
千
カ
ン
デ
ラ

着
陸
し
よ
う
と
す
る
航
空
機
か
ら

見
て
滑
走
路
接
地
帯
の
左
外
側
に

一
灯
列
四
個

進
入
角
指
示
灯

白
熱
電
灯
、
上
層
航
空

白
、
下
層
航
空
赤
の
不

動
光

航
空
白
最
大
十
万
カ
ン

デ
ラ
、
航
空
赤
最
大
一

万
七
千
カ
ン
デ
ラ

着
陸
し
よ
う
と
す
る
航
空
機
か
ら

見
て
滑
走
路
接
地
帯
の
左
外
側
に

一
灯
列
四
個

進
入
灯
台

発
光
ダ
イ
オ
ー
ド
、
航

空
白
の
閃せ

ん

光
、
毎
分
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官 庁 報 告

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分（以下「傍線部分」という。）でこれに対応する改正後欄に掲げる規定の傍線部分があるものは、これを当該傍線部分のように改め、改正後欄に
掲げる規定の傍線部分でこれに対応する改正前欄に掲げる規定の傍線部分がないものは、これを加え、改正前欄に掲げる規定の傍線部分でこれに対応する改正後欄に掲げる傍線部分がないものは、これを
削る。

「米穀の需給及び価格の安定に関する基本指針」の一部変更新旧対照表
（下線部は変更部分）

改 正 後 改 正 前

第１ （略） 第１ （略）
第２ 米穀の需給の見通しに関する事項 第２ 米穀の需給の見通しに関する事項
１・２ （略） １・２ （略）
３ 令和８年産主食用米等の生産量の見通し（推計値） ３ 令和８年産主食用米等の生産量の見通し（推計値）
令和８年産主食用米等の生産量の見通し（玄米ベース）については、令和８年６月末時点

の水田における作付意向や10a当たり平均収量（ふるい目幅170㎜ベースの10a当たり収量の

令和７年産までの５か年中最高値及び最低値を除く３か年平均値）、令和８年産水稲の８月

15日現在における10a当たり収量の平均比見込みを考慮して、幅をもって設定することとし

ます。


令和８年産主食用米等の生産量の見通し（玄米ベース）は、令和８年３月の基本指針で設

定した711万玄米トンです（令和８年産主食用等の生産量は、作柄等により上下します。）。


具体的な算出方法は、都道府県別に、令和８年６月末時点の作付意向の作付面積に10a当


たり平均収量及び令和８年産水稲の８月15日現在における10a当たり収量の平均比見込み

（最小値、中央値、最大値）を乗じて生産量を推計し、全都道府県を合計します。

なお、８月20日までの営農計画書等の変更を踏まえた水田における作付面積や、作物統計

の調査結果により、今後変更が見込まれます。

生産量の見通し（精米ベース）は、精米歩留りの変動を考慮し、生産量の見通し（玄米ベー
ス）に、想定される精米歩留りの直近５年最小値及び直近５年平均値を乗じて算出します。

生産量の見通し（精米ベース）は、精米歩留りの変動を考慮し、生産量の見通し（玄米ベー
ス）に、想定される精米歩留りの直近５年最小値及び直近５年平均値を乗じて算出します。

結果は、表４のとおりとなります。 結果は、表４のとおりとなります。
表４ 令和８年産主食用米等の生産量の見通し（推計値） 表４ 令和８年産主食用米等の生産量の見通し（推計値）

令
和
８
年
産

玄米ベース
735万玄米トン～754万玄米トン

（中央値745万玄米トン）


令
和
８
年
産

玄米ベース 711万玄米トン


精米ベース
652万精米トン～674万精米トン

（中央値663万精米トン）


精米ベース 630万精米トン～635万精米トン


令
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
年

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

日
木
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日
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米穀の需給及び価格の安定に関する基本指針の一部変更について
主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律（平成６年法律第113号）第４条第６項の規定に基づき、米穀の需給及び価格の安定に関する基本指針の一部を令和８年９月２日付けで次のように変更した

ので、同条第７項において準用する同条第５項の規定に基づき公表する。
令和８年９月 24 日 農林水産大臣 簗 和生
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４ 令和８／９年の需給見通し ４ 令和８／９年の需給見通し

令和８／９年の需給見通しは、表５のとおりです。 令和８／９年の需給見通しは、表５のとおりです。

【玄米ベース】 【玄米ベース】

 供給量  供給量

 （略）  （略）

 令和８年産主食用米等の生産量は、最小値735万玄米トンから最大値754万玄米トン（中


央値745万玄米トン）と見通されます。


 令和８年産主食用米等の生産量は、令和８年３月の基本指針で設定した711万玄米ト


ンです（令和８年産主食用等の生産量は、作柄等により上下します。）。


 この結果、令和８／９年の主食用米等の供給量の合計の見通しは、最小値978万玄米


トンから最大値997万玄米トン（中央値988万玄米トン）


となります。

 この結果、令和８／９年の主食用米等の供給量の合計の見通しは、954万玄米トン


と

なります。

 （略）  （略）

 令和９年６月末の民間在庫量  令和９年６月末の民間在庫量

令和９年６月末の民間在庫量は、の供給量及びの需要量から算出して、最小値267


万玄米トンから最大値304万玄米トン（中央値285万玄米トン）


と見通されます。

令和９年６月末の民間在庫量は、の供給量及びの需要量から算出して、242万玄米


トンから260万玄米トン


と見通されます。

【精米ベース】 【精米ベース】

 供給量  供給量

 （略）  （略）

 令和８年産主食用米等の生産量は、最小値652万精米トンから最大値674万精米トン（中


央値663万精米トン）と見通されます。


 令和８年産主食用米等の生産量は、令和８年３月の基本指針で設定した630万精米ト


ンから635万精米トンです（令和８年産主食用等の生産量は、作柄等により上下します。）。


 この結果、令和８／９年の主食用米等の供給量の合計の見通しは、最小値867万精米


トンから最大値890万精米トン（中央値879万精米トン）


となります。

 この結果、令和８／９年の主食用米等の供給量の合計の見通しは、846万精米トンか


ら851万精米トン


となります。

 （略）  （略）

 令和９年６月末の民間在庫量  令和９年６月末の民間在庫量

令和９年６月末の民間在庫量は、の供給量及びの需要量から算出して、最小値237


万精米トンから最大値270万精米トン（中央値254万精米トン）


と見通されます。

令和９年６月末の民間在庫量は、の供給量及びの需要量から算出して、215万精米


トンから231万精米トン


と見通されます。

【政府備蓄米の買戻しを踏まえた需給見通し】


【作付意向調査（令和８年６月末時点）を踏まえた見通し】


政府備蓄米の売渡し（全体で59万玄米トン）に係る備蓄水準の回復は、供給不足になる状


況を避けつつ、適正水準に向けて着実に回復を図る観点から、令和９／10年以降も含め、今


後、計画的に実施します。急激な需給変動を避けるとともに、政府備蓄米の年産構成の適正


化を図る観点も踏まえ、令和７年産米21万玄米トン（昨年度買入れを中止した数量に相当）


の買戻しを進めることとし、


これを踏まえた見通しについて、表５右に示しています。

令和８年６月末時点の作付意向では、主食用米の作付意向は1360万haであり、170㎜ふ


るい目幅の直近５年中最大と最小を除く３年の平均の単収（538㎏／10a）を用いて計算す


ると、主食用米の生産量は732万玄米トンに相当します。令和８年産生産量は玄米ベースで


は、732万玄米トン、精米ベースでは、648万精米トンから654万精米トンの見通しとなり、


これを踏まえた見通しについて、表５右に示しています。
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表５ 令和８／９年の主食用米等の需給見通し 表５ 令和８／９年の主食用米等の需給見通し

なお、事前契約による令和８年産備蓄米の政府買入契約数量は21万玄米トンとなりました。
これは、上記の令和８年産主食用米等生産量には含まれていません。

なお、事前契約による令和８年産備蓄米の政府買入契約数量は21万玄米トンとなりました。
これは、上記の令和８年産主食用米等生産量には含まれていません。
政府備蓄米の売渡し（全体で59万トン）に係る買戻し及び買入れは、供給不足が生じる見

込みが低い環境下で行うことが必要であることから、令和８年産米の作柄を含め、今後の需

給状況等を見定めた上で、時期・数量を判断します。その上で、後述の第３の１の備蓄

期間が経過している備蓄米（令和２年産米）の販売に向けて準備します。


上記の見通しは、国内で生産された主食用米等の需給見通しであり、第４の２のＳＢＳ方
式や枠外の民間輸入（令和７年度：約11万実トン）による輸入米は含まれません。

上記の見通しは、国内で生産された主食用米等の需給見通しであり、第４の２のＳＢＳ方
式や枠外の民間輸入（令和７年度：約11万実トン）による輸入米は含まれません。

上記の需給の見通しについては、今後の生産量や需要量の変動の把握に努め、必要に応じ
て柔軟に見直していきます。

上記の需給の見通しについては、今後の生産量や需要量の変動の把握に努め、必要に応じ
て柔軟に見直していきます。

第３ 米穀の備蓄の目標数量その他米穀の備蓄の運営に関する事項 第３ 米穀の備蓄の目標数量その他米穀の備蓄の運営に関する事項
１ （略） １ （略）
２ 令和８／９年の備蓄運営 ２ 令和８／９年の備蓄運営
令和８年産米の備蓄米としての買入契約数量は、21万玄米トン


となりました。 令和８年産米の備蓄米としての買入契約数量は、21万トン


となりました。

政府備蓄米の売渡し（全体で59万玄米トン


）に係る備蓄水準の回復は、供給不足になる状


況を避けつつ、適正水準に向けて着実に回復を図る観点から、令和９／10年以降も含め、今

後、計画的に実施します。急激な需給変動を避けるとともに、政府備蓄米の年産構成の適正

化を図る観点も踏まえ、令和７年産米21万玄米トン（昨年度買入れを中止した数量に相当）

の買戻しを進めるとともに、引き続き、今後の需給状況等を見定めた上で対応します。また、

今後順次、第３の１の備蓄期間が経過している備蓄米（令和２年産米）を飼料用等の非

主食用に販売します。


政府備蓄米の売渡し（全体で59万トン


）に係る買戻し及び買入れは、供給不足が生じる見


込みが低い環境下で行うことが必要であることから、令和８年産米の作柄を含め、今後の需

給状況等を見定めた上で、時期・数量を判断します。その上で、第３の１の備蓄期間が

経過している備蓄米（令和２年産米）の販売に向けて準備します。


こうした状況を踏まえつつ、着実な備蓄水準の回復に向け、今後の備蓄運営を適正かつ効
率的に行います。

こうした状況を踏まえつつ、着実な備蓄水準の回復に向け、今後の備蓄運営を適正かつ効
率的に行います。

第４ （略） 第４ （略）
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貸 借 対 照 表
（令和８年３月31日）

（単位：円）
資産の部
Ⅰ 流動資産

現金及び預金 36648852317
有価証券 26999866759
未収金 6939597204
貸倒引当金 45167281


6894429923

未収収益 98423931
賞与引当金見返 3112256959
災害損失引当金見返 671930038
棚卸資産 1287036
前払金 12782580
前払費用 82035741


流動資産合計 74521865284

Ⅱ 固定資産
１ 有形固定資産

建物 80527389791
減価償却累計額 33681119345
減損損失累計額 87225117


46759045329

構築物 9859523878
減価償却累計額 5465350068
減損損失累計額 144342


4394029468

機械装置 57768196771
減価償却累計額 42727089870


15041106901

車両運搬具 781858312
減価償却累計額 678997748


102860564

工具器具備品 6807440889
減価償却累計額 4243554249


2563886640

土地 43493845875
減損損失累計額 86256000


43407589875

建設仮勘定 3704132087


有形固定資産合計 115972650864
２ 無形固定資産

電話加入権 1291


1291


無形固定資産合計 1291

３ 投資その他の資産
投資有価証券 110000000
敷金 259295298
退職給付引当金見返 38571797644
破産更生債権等 276305484
貸倒引当金 276305484


0


投資その他の資産合計 38941092942
固定資産合計 154913745097


資産合計 229435610381


負債の部
Ⅰ 流動負債

運営費交付金債務 6926390000
未払金 6462292233
未払費用 42715246
未払消費税等 53149799
前受金 177416239
短期リース債務 2050084492
預り金 918427839
引当金
賞与引当金 3319773267
災害損失引当金 671930038


3991703305

資産除去債務 526350


流動負債合計 20622705503
Ⅱ 固定負債

資産見返負債
資産見返運営費交付金 22349120215
資産見返寄附金 14781085
建設仮勘定見返運営費交付金 870151416
建設仮勘定見返施設費 2833980671


26068033387

長期リース債務 3484459443
長期預り金 942291
引当金
退職給付引当金 40170044843


40170044843

資産除去債務 101670591


固定負債合計 69825150555
Ⅲ 法令に基づく引当金等

納付金関係業務引当金 41898965600


法令に基づく引当金等合計 41898965600


負債合計 132346821658
純資産の部
Ⅰ 資本金

政府出資金 90386491410
地方公共団体出資金 207580378


資本金合計 90594071788

Ⅱ 資本剰余金
資本剰余金 41385968359
その他行政コスト累計額 46832043569
減価償却相当累計額（） 32840704762
減損損失相当累計額（） 184863306
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独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の令和７事業年
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独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構
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利息費用相当累計額（） 5844468
承継資産に係る費用相当累計額（） 1133119
除売却差額相当累計額（） 13799497914


資本剰余金合計 5446075210

Ⅲ 利益剰余金
前中期目標期間繰越積立金 7957927310
積立金 3122464981
当期未処分利益 860399854


（うち当期総利益 860399854）

利益剰余金合計 11940792145


純資産合計 97088788723


負債純資産合計 229435610381


 独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目
行 政 コ ス ト 計 算 書

（令和７年４月１日～令和８年３月31日）
（単位：円）

Ⅰ 損益計算書上の費用
業務費 108779284594
一般管理費 6424624750
財務費用 122339234
臨時損失 5172930391


損益計算書上の費用合計 120499178969

Ⅱ その他行政コスト
減価償却相当額 2414748272
減損損失相当額 105238023
利息費用相当額 95011
除売却差額相当額 5952427


その他行政コスト合計 2514128879


Ⅲ 行政コスト 123013307848


 独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目

損 益 計 算 書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（単位：円）
経常費用
業務費
人件費 27579282977
助成金 1613510000
支給金 31107884119
納付金等還付金 480650000
業務委託費 2329354744
減価償却費 7174622359
貸倒引当金繰入 22217689
賞与引当金繰入 3142422413
退職給付費用 714991915
その他の業務費 34614348378


108779284594

一般管理費
人件費 1825102567
減価償却費 168472159
賞与引当金繰入 177350854
退職給付費用 34632065
その他の一般管理費 4219067105


6424624750

財務費用
支払利息 122339234


122339234


経常費用合計 115326248578


経常収益
運営費交付金収益
運営費交付金収益 64985446848
資産見返運営費交付金戻入 5127222709


70112669557

補助金等収益
補助金等収益 1769848103


1769848103

納付金収入 40545575000
業務収益
職業能力開発収益 3185141318
その他の事業収益 260743251


3445884569

受託収益
民間団体等受託収入 4253500


4253500

施設費収益 506560182
寄附金収益
資産見返寄附金戻入 3202920


3202920

賞与引当金見返に係る収益 3112256959
退職給付引当金見返に係る収益 627435570
財務収益
受取利息 275072043


275072043

貸倒引当金戻入 3799144
雑益 278831395

経常収益合計 120685388942


経常利益 5359140364
臨時損失
固定資産除却損 43725859
国庫納付金 781703
災害損失引当金繰入 671930038
納付金関係業務引当金繰入 4454585058
減損損失 1907733


臨時損失合計 5172930391


臨時利益
固定資産売却益 343734
災害損失引当金見返に係る収益 671930038
償却債権取立益 8376
資産見返運営費交付金戻入 1907733

臨時利益合計 674189881


当期純利益 860399854


当期総利益 860399854


 独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目
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法人単位純資産変動計算書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

Ⅰ 資本金

政府出資金 地方公共団体出
資金 資本金合計

資本剰余金

施設費 運営費交付金 減資差益 国庫納付差額 その他

当期首残高 90425005538 207580378 90632585916 25370940879 163365920 9011656769 364964702 384602952

当期変動額

Ⅰ 資本金の当期変動額

不要財産に係る国庫納付等による減資 38514128 38514128

Ⅱ 資本剰余金の当期変動額

固定資産の取得 6850827220

固定資産の除売却

減価償却

固定資産の減損

時の経過による資産除去債務の調整額

不要財産に係る国庫納付等 31861269

その他の資本剰余金の当期変動額（純額） 1400590

Ⅲ 利益剰余金の当期変動額

当期変動額合計 38514128 0 38514128 6850827220 1400590 0 31861269 0

当期末残高 90386491410 207580378 90594071788 32221768099 164766510 9011656769 396825971 384602952

（単位：円）

Ⅱ 資本剰余金

Ⅲ 利益剰余金 純資産合計
その他行政コスト累計額

資本剰余金合計減価償却相当累
計額（）

減損損失相当累
計額（）

利息費用相当累
計額（）

承継資産に係る
費用相当累計額
（）

除売却差額相当
累計額（）

当期首残高 30694939278 122981179 5749457 1133119 13493111657 9752312872 11080392291 91960665335

当期変動額

Ⅰ 資本金の当期変動額

不要財産に係る国庫納付等による減資 38514128
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Ⅱ 資本剰余金の当期変動額

固定資産の取得 6850827220 6850827220

固定資産の除売却 268982788 43355896 304069095 8269589 8269589

減価償却 2414748272 2414748272 2414748272

固定資産の減損 105238023 105238023 105238023

時の経過による資産除去債務の調整額 95011 95011 95011

不要財産に係る国庫納付等 2317162 34178431 34178431

その他の資本剰余金の当期変動額（純額） 1400590 1400590

Ⅲ 利益剰余金の当期変動額 860399854 860399854

当期変動額合計 2145765484 61882127 95011 0 306386257 4306237662 860399854 5128123388

当期末残高 32840704762 184863306 5844468 1133119 13799497914 5446075210 11940792145 97088788723

キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（単位：円）
Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
業務費及び一般管理費による支出 39383470704
人件費支出 34945927958
助成金支出 1613510000
支給金支出 31107884119
その他預り金支出 323311289
納付金収入 40519390466
運営費交付金収入 75344031000
受託収入 4253500
補助金等収入 2401848520
補助金等の精算による返還金の支出 1023515000
業務収入 3155121979
その他預り金収入 321750272
その他業務収入 572358441



小計 13921135108
利息の受取額 209689140
利息の支払額 121119457



業務活動によるキャッシュ・フロー 14009704791

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 40000000000

有価証券の償還による収入 28503500000

有形固定資産の取得による支出 13617334765

有形固定資産の売却による収入 209910000

敷金及び保証金の差入による支出 1917590

敷金及び保証金の回収による収入 10954680

施設費による収入 2483800680

定期預金の預入による支出 45100000000

定期預金の払戻による収入 45600000000

資産除去債務の履行による支出 78691560


投資活動によるキャッシュ・フロー 21989778555

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

不要財産に係る国庫納付等による支出 71157100

ファイナンス・リース債務の返済による支出 2711881901


財務活動によるキャッシュ・フロー 2783039001

Ⅳ 資金減少額 10763112765

Ⅴ 資金期首残高 35411965082


Ⅵ 資金期末残高 24648852317

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重要な会計上の見積り
退職給付引当金
１．当事業年度の財務諸表に計上した金額

当事業年度

退職給付引当金 40170044843円
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重要な会計方針
「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和３年９月21日改訂）並びに「『独
立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和４年３月最終改訂）（以
下「独立行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しております。
１．運営費交付金収益の計上基準
業務達成基準を採用しております。
管理部門の活動については、期間進行基準を採用しています。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準及び評価方法は、先入先出法による原価法を採用しております。

３．減価償却の会計処理方法
 有形固定資産（リース資産を除く）
有形固定資産の減価償却の方法については、定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ３～50年
構築物 ３～60年
機械装置 ２～17年
車両運搬具 ２～６年
工具器具備品 ２～20年
また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87第１項）及び資産除去債務に対応する特定
の除去費用等（独立行政法人会計基準第91）に係る減価償却に相当する額については、減価償却
相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。
 リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

４．特定の承継資産（独立行政法人会計基準第87第２項）の会計処理方法
個別法に基づく承継資産のうち、棚卸資産に係る費用相当額については、承継資産に係る費用相
当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。
５．貸倒引当金の計上基準
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
６．賞与に係る引当金の計上基準
役職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に帰属する額を
計上しております。なお、障害者雇用納付金勘定及び宿舎等勘定以外の勘定における役職員の賞与
については、運営費交付金により財源措置がなされる見込みであるため、賞与引当金と同額を賞与
引当金見返として計上しております。
７．退職給付に係る引当金の計上基準並びに退職給付費用の処理方法
役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき計上しております。
退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては期間定額基準によっております。
過去勤務費用は、その発生時の役職員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理しており
ます。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における役職員の平均残存勤務期間による定額法によ
り按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
なお、障害者雇用納付金勘定及び宿舎等勘定以外の勘定における退職一時金並びに確定給付企業
年金等に係る掛金及び年金積立金不足額については、運営費交付金により財源措置がなされる見込
みであるため、退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。

８．法令に基づく引当金等の計上根拠及び計上基準
納付金関係業務引当金として、「独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の業務運営、財務
及び会計並びに人事管理に関する省令」（平成15年厚生労働省令第147号）第11条に基づき、翌事業
年度以後の事業年度における納付金関係業務に備えるための引当金を計上しております。
当該引当金への繰入及び戻入収益は、独立行政法人会計基準等に基づき、臨時損益に区分して表
示しております。
９．災害損失に係る引当金の計上基準
「令和６年能登半島地震」により被災した資産の復旧費用等の支出に備えるため、その見積額に
基づき計上しております。
10．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
キャッシュ・フロー計算書における資金は、手許現金及び随時引き出し可能な預金からなってお
ります。
11．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

12．有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券については、償却原価法（定額法）によっております。

13．重要な収益及び費用の計上基準
当機構の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該
履行義務を充足する時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
 高度技能者養成訓練等の授業に係る収益
当該収益は、職業能力開発大学校等における高度技能者を養成するための職業訓練の授業に
係る収益であり、当機構は、顧客（高校卒業者等）との契約に基づき受講期間にわたり職業訓
練の授業を行う履行義務を負っております。当該履行義務は、顧客（高校卒業者等）との契約
に基づく受講期間の経過に応じて履行義務が充足されると判断し、当該期間に応じて収益を認
識しております。
 在職者訓練に係る収益
当該収益は、企業の在職者を対象とした職業訓練の提供に係る収益であり、当機構は、受講
期間にわたり顧客（訓練受講者）に訓練を提供する履行義務を負っております。当該履行義務
は、顧客（訓練受講者）との契約に基づく受講期間の経過に応じて履行義務が充足されると判
断し、当該期間に応じて収益を認識しております。

２．会計上の見積りの内容について国民その他の利害関係者の理解に資するその他の情報
採用している退職給付制度の概要につきましては、注記事項〔退職給付債務関係〕に記載した
内容と同一であります。
退職給付引当金は、退職給付債務に未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異を加減し
た額から年金資産の額を控除して算出しており、退職給付債務は、役職員の退職により見込まれ
る退職給付の総額のうち、期末までに発生していると認められる額を割り引いて計算しています。
また、退職給付に関連する損益の計算において、年金資産の額に長期期待運用収益率を乗じた期
待運用収益の額を考慮しており、実際運用収益との差異は未認識数理計算上の差異として将来に
渡って費用処理されます。従って、割引率及び長期期待運用収益率が重要な会計上の見積りに用
いた主要な仮定となります。割引率は国債の利回りを参考に決定しており、長期期待運用収益率
は、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来
期待される長期の収益率を考慮し決定しております。
これらの仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、
翌事業年度の財務諸表において認識する退職給付引当金に影響を与える可能性があります。


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２．金融商品の時価等に関する事項
令和８年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり
であります。なお、現金は注記を省略しており、預金（定期預金を除く）、未収金、未払金及び
預り金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

貸借対照表計上額 時 価 差 額

定期預金 12000000000円 12025000165円 25000165円

有価証券 27109866759円 27113823748円 3956989円

敷金 259295298円 253378100円 5917198円

資産 計 39369162057円 39392202013円 23039956円

リース債務 (5534543935円) (5524224040円) (10319895円)

負債 計 (5534543935円) (5524224040円) (10319895円)

 負債に計上されるものは（ ）で示しております。
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会計上の見積りの変更
資産除去債務の見積りの変更
石綿障害予防規則（平成17年２月24日公布）に基づく処理義務
当機構が保有している一部の固定資産について、新たな情報の入手に伴い、見積額の変更を行っ
ております。これによる影響額は、1025円であります。

注記事項
〔貸借対照表関係〕
１．前受金のうち、契約負債に係る金額 99144800円
２．その他行政コスト累計額のうち、出資を財源に取得した資産に係る金額

31996517239円
〔行政コスト計算書関係〕
１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト
行政コスト 123013307848円
自己収入等 44552440681円
国庫納付額 781703円
機会費用 2517235245円
法令に基づく引当金等の繰入額 4454585058円

                              

独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト
76522735651円

２．機会費用の計上方法
 国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引から生ずる機会費用
の計算方法
都道府県に所在する施設で国及び地方公共団体から借り受けている財産のうち、土地・建物
及び土地に定着している工作物については法律等から算出した使用料を、その他の財産は減価
償却相当額を計上しております。
 政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の令和８年３月末利回りを参考に2345％で計算しております。

 国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法
当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法
人での勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算
しております。

〔損益計算書関係〕
・ファイナンス・リースが損益に与える影響額は、1830262円であり、当該影響額を除いた当期総
利益は858569592円であります。
・業務費 人件費の内訳
給与及び手当 23492791939円
法定福利費（職員） 4040932489円
役員報酬 39922803円
法定福利費（役員） 5635746円

・その他の業務費のうち主要な費目及び金額
謝金 13271317439円
維持管理・保守修繕費 6358809779円
賃借料 2896919856円
備品費 2266216001円
消耗品費 2157872482円

・一般管理費 人件費の内訳
給与及び手当 1495999274円
法定福利費（職員） 258599741円
役員報酬 62618458円
法定福利費（役員） 7885094円

・その他の一般管理費のうち主要な費目及び金額
雑役務費 2210908981円
維持管理・保守修繕費 1017708124円
備品費 253936480円
謝金 186873420円
租税公課 164529119円

・雑益のうち主要なもの及び金額
職員宿舎使用料 93279853円
その他の雑収入 63363365円
自動販売機等設置手数料 46398122円
その他の敷地使用料 32335121円
不用品売却代 28004620円

〔キャッシュ・フロー計算書関係〕
・資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
現金及び預金勘定 36648852317円
現金及び預金勘定のうち定期預金（） 12000000000円

                              

資金期末残高 24648852317円
・重要な非資金取引
ファイナンス・リースによる資産の取得 3219908339円

〔金融商品関係〕
１．金融商品の状況に関する事項
当機構では、余裕金の運用については独立行政法人通則法第47条の規定に定める金融商品に限
定しており、株式等は保有しておりません。
未収金等に係る債務者の信用リスクは、会計規程等に沿ってリスク低減を図っております。
ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、業務実施に必要な資産の調達を目的としたも
のであります。


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〔不要財産に係る国庫納付等〕
不要財産に係る国庫納付等については以下のとおりです。
令和６年度において処分を行ったもの

不要財産とし
ての国庫納付
等を行った資
産の種類、帳
簿価額等の概
要

不要財産となった理由 国庫納付等の方法
譲渡収入による現金納付
等を行った資産に係る譲
渡収入の額

土地、建物（職
員用宿舎）
帳簿価額
政府出資分：
38941928円
地方公共団体
出資分：0円

「独立行政法人の職員宿舎
の見直しに関する実施計
画」（平成24年12月14日行政
改革担当大臣決定）に基づ
き、処分を進めたため。

金銭納付 73500000円

国庫納付等に
当たり譲渡収
入から控除し
た費用の額

国庫納付等の額 国庫納付等が行わ
れた年月日 減資額

国庫納付
地方公共団
体への払戻
し

国庫納付
地方公共
団体への
払戻し

国庫納付
地方公共団
体への払戻
し

2342900円 71157100円  令和７年
12月24日  38514128円 
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（注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の
三つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定

した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用い

て算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ
トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類
しております。
〇資産
 定期預金
定期預金については、新規に同様の預入を行った場合に想定される預金金利で割り引いて
算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。
 有価証券
有価証券は、有価証券、投資有価証券の合計であり、満期保有を目的として譲渡性預金及
び公共債を保有しております。
譲渡性預金については、新規に同様の預入を行った場合に想定される預金金利で割り引い
て算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。
公共債については、取引金融機関から提示された価格を用いて評価しており、レベル２の
時価に分類しております。
 敷金
敷金については、差し入れた敷金額を契約における残存期間に対応する国債の利回りで割
り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

〇負債
 リース債務
短期及び長期のリース債務については、元利金合計額の将来キャッシュ・フローを、信用
リスクを反映した割引率で割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類し
ております。

〔資産除去債務関係〕
１．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
 当該資産除去債務の概要
石綿障害予防規則（平成17年２月24日公布）に基づく処理義務
当機構が保有している一部の固定資産にはアスベスト（石綿）が使用されており、除去につ
いて石綿障害予防規則に基づく処理が義務付けられていることから、当該法的義務に係る資産
除去債務を計上しております。
 当該資産除去債務の金額の算定方法
石綿障害予防規則（平成17年２月24日公布）に基づく処理義務
地域障害者職業センターについては、使用見込期間を原則として有形固定資産の耐用年数満
了時までとしており、資産除去債務の算定に当たり、割引率は0195％から1150％を適用して
おります。
職業訓練施設等については、使用見込期間を原則として有形固定資産の耐用年数満了時まで
（７年から33年）としており、資産除去債務の算定に当たり、割引率は0847％から2303％を
適用しております。また、石川職業能力開発短期大学校における災害復旧工事に伴うアスベス
ト除去について資産除去債務を計上しておりましたが、当事業年度において工事が履行され、
アスベストの除去を行っております。
 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
当事業年度における資産除去債務の残高の推移は次のとおりであります。
期首残高 180787766円
有形固定資産の取得に伴う増加額 
見積りの変更による影響額 1025円
時の経過等による調整額 101760円
資産除去債務の履行による減少額 78691560円

                            

当事業年度末残高 102196941円
 当該資産除去債務の見積りの変更
石綿障害予防規則（平成17年２月24日公布）に基づく処理義務
当機構が保有している一部の固定資産について、新たな情報の入手に伴い、見積額の変更を
行っております。これによる影響額は、1025円であります。

２．資産除去債務のうち貸借対照表に計上していないもの
当機構が職業訓練施設等の設置に伴い締結している一部の不動産賃貸借契約等に基づく原状回
復義務については、当該義務に関連する賃借資産の使用期間が明確ではなく、将来移転する予定
もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、履行時期が明
らかになったものを除き、当該義務に見合う資産除去債務を計上しておりません。
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〔減損損失関係〕
【減損の兆候に関する事項】
当事業年度における減損の兆候については以下のとおりです。
職員宿舎
１．兆候の対象資産及び経緯

用 途 種 類 場 所

職員宿舎 土地、建物等 北海道小樽市外29箇所

【減損の認識に関する事項】
当事業年度において、以下のとおり減損損失を計上しております。
１．減損認識の対象資産

用 途 種 類 場 所 帳 簿 価 額

地域障害者職業センター 土地、建物等 栃木県宇都宮市外１箇所 275445758円

なお、帳簿価額については、減損認識前の期末帳簿価額を記載しております。
２．減損の認識に至った経緯
施設の用途廃止により減損を認識しております。

３．減損損失の金額

区 分 損益計算書に計上して
いない金額

損益計算書に計上した
金額 合 計

土 地 86256000円 0円 86256000円

建 物 等 18982023円 1907733円 20889756円

合 計 105238023円 1907733円 107145756円

４．減損損失額の測定方法
正味売却価額により測定し、不動産鑑定評価額等により算定しております。
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「独立行政法人雇用・能力開発機構法を廃止する法律」（平成23年法律第26号）に基づき当機
構に承継された職員宿舎については、「独立行政法人整理合理化計画」（平成19年12月24日閣議決
定）により、すべて構造・耐用年数にかかわらず整理を進め、平成23年度末までに独立行政法
人雇用・能力開発機構の設立時と比して４割を超える施設の廃止を行い、木造宿舎については、
原則廃止としたところです。
当該職員宿舎の承継時において、既に独立行政法人雇用・能力開発機構の設立時と比して４
割を超える施設の廃止が行われておりますが、当機構では、引き続き当該職員宿舎の着実な整
理を進めることとしております。
２．使用しなくなる日
各宿舎の廃止の時期は、今後整理を進める中で決まっていくこととなります。

３．使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額
当該職員宿舎（当事業年度末帳簿価額：土地3392419343円、建物等1154798043円）につ

いては、廃止の時期が個別に決定するまでは回収可能サービス価額及び減損額の見込額を算出
することができません。

〔退職給付債務関係〕
１．採用している退職給付制度の概要
当機構は、役職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度として、企業年
金基金制度及び退職一時金制度を採用しております。企業年金基金制度（積立型制度である。）で
は、労働関係法人企業年金基金に加入しており、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支
給しております。退職一時金制度（非積立型制度である。）では、退職給付として、給与と勤務期
間に基づいた一時金を支給しております。
２．確定給付制度
 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
期首における退職給付債務 40341857149円
勤務費用 1600635299円
利息費用 738384601円
数理計算上の差異の当期発生額 971472886円
退職給付の支払額 1386789600円

          

期末における退職給付債務 42265560335円

          

 年金資産の期首残高と期末残高の調整表
期首における年金資産 12509396982円
期待運用収益 241431362円
数理計算上の差異の当期発生額 279980721円
事業主からの拠出額 793394200円
退職給付の支払額 776470938円

          

期末における年金資産 13047732327円

          

 退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調
整表
積立型制度の退職給付債務 14916953997円
年金資産 13047732327円

          

積立型制度の未積立退職給付債務 1869221670円
非積立型制度の未積立退職給付債務 27348606338円

          

小計 29217828008円
未認識数理計算上の差異 5571298732円
未認識過去勤務費用 5380918103円

          

貸借対照表に計上された負債と資産の純額
40170044843円

          

退職給付引当金 40170044843円
前払年金費用 

          

貸借対照表に計上された負債と資産の純額
40170044843円

          

 退職給付に関連する損益
勤務費用 1600635299円
利息費用 738384601円
期待運用収益 241431362円
数理計算上の差異の当期の費用処理額 129766011円
過去勤務費用の当期の費用処理額 1218198547円

          

合計 749623980円

          
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〔有価証券関係〕
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

区 分 種 類 貸借対照表計上額 決算日における時価 差 額

時価が貸借対照表
計上額を超えるも
の

譲渡性預金 20000000000円 20031127548円 31127548円

公共債   

時価が貸借対照表
計上額を超えない
もの

譲渡性預金   

公共債 7109866759円 7082696200円 27170559円

２．満期保有目的の債券の今後の償還予定額

区 分 １ 年 以 内 １年超５年以内

譲渡性預金 20000000000円 

公共債 7000000000円 110000000円

合 計 27000000000円 110000000円
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 年金資産の主な内訳
年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。
債券 285％
株式 155％
預金 03％
その他 557％

          

合計 1000％

          

 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年
金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しておりま
す。
 数理計算上の計算基礎に関する事項
期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）
割引率 1747％（一時金）

1975％（年金）
長期期待運用収益率 1930％

〔収益認識関係〕
当機構は、以下に記載する内容を除き、会計基準第86における収益に重要性が乏しいため、注記を
省略しております。
 収益の分解情報
当機構の一定の事業等のまとまりごとの区分のうち、会計基準第86における収益を生み出す区
分は主に職業能力開発業務であり、当該区分における主要な事業は高度技能者養成訓練及び在職
者訓練であります。
主要な事業における収益は、1395254450円、967197500円であります。

 収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

 当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
当該事業年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は、99144800円であり、

当機構は、当該残存履行義務について、履行義務の充足につれて翌事業年度までの間で収益認識
することを見込んでいます。

〔重要な債務負担行為〕
施設整備費補助金により、以下の工事契約を締結しております。
 障害者職業総合センター大規模改修工事（高層棟等）（第１期）監理業務

契約金額 20350000円
当期支払確定額 0円
次期以降支払額 20350000円

 高知障害者職業センター棟等建替その他工事設計業務
契約金額 53790000円
当期支払確定額 7920000円
次期以降支払額 45870000円

 群馬障害者職業センター空調設備等更新工事
契約金額 272248040円
当期支払確定額 250040円
次期以降支払額 271998000円

 千葉障害者職業センター空調設備等更新工事設計業務
契約金額 15700000円
当期支払確定額 1466円
次期以降支払額 15698534円

 埼玉障害者職業センタートイレ等改修工事設計監理業務
契約金額 5478000円
当期支払確定額 0円
次期以降支払額 5478000円

 鳥取障害者職業センタートイレ等改修工事設計監理業務
契約金額 5280000円
当期支払確定額 3168000円
次期以降支払額 2112000円

 宮崎障害者職業センタートイレ等改修工事設計監理業務
契約金額 5280000円
当期支払確定額 3168000円
次期以降支払額 2112000円

 佐賀職業能力開発促進センター本館・実習場建替その他工事（第１期）
契約金額 1371700000円
当期支払確定額 535619000円
次期以降支払額 836081000円

 北海道職業能力開発大学校学生ホール建替その他工事
契約金額 495000000円
当期支払確定額 198000000円
次期以降支払額 297000000円
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貸 借 対 照 表
（令和８年３月31日）

（法人単位） （単位：円）

資産の部
Ⅰ 流動資産

現金及び預金 24843077
金銭等の信託 293643653308004
前払費用 1014060
未収金 2548236075



流動資産合計 293646227401216
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 徳島職業能力開発促進センター実習場建替その他工事監理業務
契約金額 33440000円
当期支払確定額 0円
次期以降支払額 33440000円

 徳島職業能力開発促進センター実習場建替その他工事
契約金額 941600000円
当期支払確定額 188320000円
次期以降支払額 753280000円

 松本訓練センター実習場建替その他工事設計業務
契約金額 85800000円
当期支払確定額 25740000円
次期以降支払額 60060000円

 高度訓練センター中央監視装置更新工事設計監理業務
契約金額 23100000円
当期支払確定額 13860000円
次期以降支払額 9240000円

 東北職業能力開発大学校教室棟建替その他工事監理業務
契約金額 34265000円
当期支払確定額 0円
次期以降支払額 34265000円

 東北職業能力開発大学校教室棟建替その他工事
契約金額 1540000000円
当期支払確定額 308000000円
次期以降支払額 1232000000円

 滋賀職業能力開発短期大学校昇降機設備更新工事設計監理業務
契約金額 6820000円
当期支払確定額 4092000円
次期以降支払額 2728000円

 滋賀職業能力開発短期大学校昇降機設備更新工事
契約金額 63140000円
当期支払確定額 0円
次期以降支払額 63140000円

 石川職業能力開発短期大学校震災復旧その他工事（第１期）
契約金額 2081999000円
当期支払確定額 832800000円
次期以降支払額 1249199000円

上記～合計額
契約金額 計 7054990040円
当期支払確定額 計 2120938506円
次期以降支払額 計 4934051534円

〔令和６年能登半島地震関係〕
「令和６年能登半島地震」により被災した石川職業能力開発短期大学校の建物等の復旧に係る費用
相当額として、災害損失引当金を671930038円計上しております。
当該計上額は現時点で入手可能な情報に基づき合理的に算出したものであり、今後の状況変化によ
り、実際に必要となる費用の見込額が当該見積額と乖離する可能性があります。
〔重要な後発事象〕
該当する事項はありません。

年金積立金管理運用独立行政法人令和７事業年度財務諸表に関する公告

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第38条第３項の規定に基づき、年金積立金管理運用独立行政法人令和７事業年度財務諸表について次のとおり公告します。
令和８年９月 24 日 東京都港区虎ノ門１丁目23番１号

年金積立金管理運用独立行政法人
理事長 内田 和人
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Ⅱ 固定資産
１ 有形固定資産

建物 575056865
建物減価償却累計額  316027121


259029744

工具器具備品 2507575983
工具器具備品減価償却累計額  842144799


1665431184


有形固定資産合計 1924460928

２ 無形固定資産
ソフトウェア 1878529793
電話加入権 20000


無形固定資産合計 1878549793
固定資産合計 3803010721


資産合計 293650030411937



負債の部
Ⅰ 流動負債

未払金 53316326771
未払費用 43447315
預り金 24798909
引当金
賞与引当金 474942479


474942479


流動負債合計 53859515474

Ⅱ 固定負債
運用寄託金 121289349784735
引当金
退職給付引当金 1216832400


1216832400


固定負債合計 121290566617135


負債合計 121344426132609

純資産の部
Ⅰ 資本金

政府出資金 100000000


資本金合計 100000000
Ⅱ 利益剰余金

利益剰余金合計 172305504279328


純資産合計 172305604279328


負債純資産合計 293650030411937

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純 資 産 変 動 計 算 書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（法人単位） （単位：円）

Ⅰ 資本金
Ⅱ 利益剰余金 純資産合計

政府出資金 資本金合計

当期首残高 100000000 100000000 131676309527040 131676409527040

当期変動額

利益剰余金の当期変動額（純額）  40629194752288 40629194752288

当期変動額合計   40629194752288 40629194752288

当期末残高 100000000 100000000 172305504279328 172305604279328

行 政 コ ス ト 計 算 書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（法人単位） （単位：円）

Ⅰ 損益計算書上の費用
資産運用業務費 67856881931
一般管理費 1651613309
臨時損失 8000



損益計算書上の費用合計 69508503240
Ⅱ その他行政コスト 



Ⅲ 行政コスト 69508503240


損 益 計 算 書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（法人単位） （単位：円）

経常収益
資産運用損益 41399517359732
雑益 2585895796



経常収益合計 41402103255528
経常費用
資産運用業務費
運用諸費 64752068519
役員報酬 127953778
給与手当 1588038541
法定福利費 253707612

賞与引当金繰入額 421074289

退職給付費用 165031922

賃借料 367452676

減価償却費 181554594 67856881931

一般管理費

役員報酬 36089540

給与手当 358563467

法定福利費 60771665

賞与引当金繰入額 53868190

退職給付費用 37537178

賃借料 111865564

減価償却費 118304033

その他の一般管理費 874613672


1651613309

経常費用合計 69508495240


経常利益 41332594760288

臨時損失

固定資産除却損 8000


8000


当期純利益 41332594752288


当期総利益 41332594752288

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キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（法人単位） （単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
資金運用に係る投資支出  3228406367633
人件費支出  2921549839
その他業務支出  46194901139
運用寄託金受入 3225167216384
運用寄託金償還  10000000000
投資回収金収入 713400000000
運用事業収入 52927078981
その他業務収入 58554645


小計 704030031399

国庫納付金の支払額  703400000000


業務活動によるキャッシュ・フロー 630031399
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出  106742999
無形固定資産の取得による支出  520149067


投資活動によるキャッシュ・フロー  626892066

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 
Ⅳ 資金に係る換算差額 


Ⅴ 資金増加額 3139333
Ⅵ 資金期首残高 21703744


Ⅶ 資金期末残高 24843077



 将来の使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額
（単位：円）

種 類 帳 簿 価 額 回収可能
サービス価額※ 減損額の見込額

工具器具備品 192367206 0 192367206

ソフトウェア 563451592 0 563451592

合計 755818798 0 755818798
※使用しなくなる日における回収可能サービス価額については、売却せず除却を予定している
ためゼロとしています。
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注記
１．重要な会計方針
 「金銭等の信託」の評価基準及び評価方法
運用目的有価証券
売買目的有価証券
時価法（売却原価の算定には移動平均法）によっています。

 外貨建資産及び負債の換算基準
外貨建資産及び負債は、決算日の為替相場により円換算しています。

 減価償却の会計処理方法
 有形固定資産
定額法を採用しています。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりです。
建物 ３～18年
工具器具備品 ３～20年

 無形固定資産
定額法を採用しています。
なお、法人内利用のソフトウェアの耐用年数については、法人内における利用可能期間（４～
５年）に基づいています。

 引当金の計上基準
 賞与引当金
役員及び職員（含む臨時職員）に支給する賞与の支出に充てるため、翌期の支払見込額のう
ち当期に発生した額を計上しています。
 退職給付引当金
役員及び職員の退職給付に備えるため、内規に基づく当該者が自己都合退職した場合の期末
要支給額を計上しています。

 消費税等の会計処理
税込方式によっています。

２．重要な債務負担行為
該当事項はありません。

３．重要な後発事象
該当事項はありません。

４．固有の表示科目の内容
 金銭等の信託
金銭等の信託は、売買目的有価証券に分類し、経理処理しています。

 運用寄託金
厚生年金保険法第79条の３第１項及び国民年金法第76条第１項の規定に基づき厚生労働大臣か
ら寄託された積立金を計上しています。

５．貸借対照表関係
固定資産の減損に関する事項
翌事業年度以降の特定の日以後使用しないと決定した固定資産は以下のとおりです。
 使用しないという決定を行った固定資産の用途、種類、場所等の概要
用途 法人役職員が利用する法人標準ＯＡ環境
種類 工具器具備品及びソフトウェア
場所 東京都港区
 使用しなくなる日
令和８年６月30日（予定）

 使用しないという決定を行った経緯及び理由
後継の法人標準ＯＡ環境の稼働が決定したため、上記の資産についてはの日をもって
使用しなくなる予定です。

６．行政コスト計算書関係
 独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト
行政コスト 69508503240円
自己収入等 41402103255528円
機会費用 6854717円

                          独立行政法人の業務運営に関して 41332587897571円
国民の負担に帰せられるコスト
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 金融商品の時価等に関する事項
令和８年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。な
お、現金は注記を省略しており、預金、未収金及び未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿
価額に近似することから、注記を省略しています。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

金銭等の信託
売買目的有価証券 293643653308004 293643653308004 

資 産 計 293643653308004 293643653308004 

運用寄託金 121289349784735 121289349784735 

負 債 計 121289349784735 121289349784735 

 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：円）

区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金銭等の信託
売買目的有価
証券

 288436910965909 5206742342095 293643653308004

資産計  288436910965909 5206742342095 293643653308004

 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：円）

区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

運用寄託金  121289349784735  121289349784735

負債計  121289349784735  121289349784735
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
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 機会費用の計上方法
 政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率
10年利付き国債の令和８年３月末利回りを参考に2345％で計算しています。

 国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法
当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法
人での勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算
しています。

７．キャッシュ・フロー計算書関係
資金の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係
現金及び預金勘定 24843077円

              

資金期末残高 24843077円
８．金融商品関係
 金融商品の状況に関する事項
 金融商品に対する取組方針
当法人は、厚生労働大臣から寄託された年金積立金の管理及び運用を行っています。
この年金積立金の運用は、厚生年金保険法及び国民年金法等に基づき、長期的な観点から安
全かつ効率的に行うこととしています。
 金融商品の内容及びそのリスクと管理体制
当法人が保有する金融商品の内容及びリスクに対する管理体制は、関係法令、業務方法書及
び年金積立金の管理及び運用に関する具体的な方針等に基づいています。
当法人が運用目的で保有する資産は、長期的な観点から資産構成割合を定めることにより、
国内外の債券、株式等で構成しています。これらの資産は、当法人の特定運用信託契約に基づ
いて運用しており、貸借対照表において「金銭等の信託」として表示し、売買目的有価証券に
分類しています。
また、当該運用資産は、金利や為替の変動による市場リスクや信用リスク等を包含していま
すが、関係法令等に基づき適切なリスク管理を実施し、これらのリスク管理における実施状況
等については、法人の重要な方針を決定するとともに執行部の業務執行を監督する役割を担う
経営委員会に報告しています。
 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定
された価額を用いることとしています。

 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の
三つのレベルに分類しています。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定

した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用い

て算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ
トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類
しています。

（注１） 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
金銭等の信託

       

金銭等の信託の信託財産の構成物である有価証券については、資産管理機関から提示された価格
によっています。
なお、当法人の特定運用信託契約に基づき信託契約単位ごとに資産管理機関より提示された価格
は、レベル２又はレベル３の時価に分類しています。
運用寄託金

      

運用寄託金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価としており、レベ
ル２の時価に分類しています。
（注２） 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債のうちレベル３の時価に関

する情報
 重要な観察できないインプットに関する定量的情報
当法人自身が観察できないインプットを推計していないため、記載していません。





 期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益
（単位：円）

期首残高 損益に計上
（＊） 配分・回収額の純額 レベル３の時価への振

替
レベル３の時価からの
振替 期末残高

当期の損益に計上した
額のうち貸借対照表日
において保有する金融
資産及び負債の評価損
益（＊）

金銭等の信託
売買目的有価証券 4187704889014 604553661303 414483791778   5206742342095 397852024985

（＊） 損益計算書の「資産運用損益」に含まれています。
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 時価の評価プロセスの説明
当法人では時価の算定に関する方針及び手続きを定めており、レベル３の時価は、資産管理
機関から提示された価格によることとしています。また、資産管理機関から提示された価格に
ついては、その変動要因を毎年度分析するとともに、投資先の投資内容についてモニタリング
を実施し、把握しています。
 重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明
当法人自身が観察できないインプットを推計していないため、記載していません。

９．退職給付引当金
 採用している退職給付制度の概要
当法人は、役職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用しています。当
該制度では、給与と勤務期間等に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給付引当金
及び退職給付費用を計算しています。
 確定給付制度
 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付引当金 1091706200円
退職給付費用 202569100円
退職給付の支払額  77442900円
期末における退職給付引当金 1216832400円

 退職給付に関連する損益
簡便法で計算した退職給付費用 202569100円

なお、区分経理の財務諸表については、ホームページhttps://www.gpif.go.jp/をご覧ください。

公文書等の管理に関する独立行政法人農林漁業信用基金公示

公文書等の管理に関する法律施行令（平成22年政令第250号）第17条の規定に基づき、公文書等の
管理に関する法律（平成21年法律第66号）第11条第３項の事務所を変更したので、次のとおり公示す
る。
令和８年９月 24 日 独立行政法人農林漁業信用基金理事長 牧元 幸司

変更前 東京都港区愛宕二丁目５番１号 独立行政法人農林漁業信用基金
変更後 東京都千代田区内神田一丁目１番16号 独立行政法人農林漁業信用基金



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

号
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官
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会 社 そ の 他 の 公 告

解 散 公 告

当 社 は 、 令 和 八 年 八 月 五 日 開 催 の 株 主 総 会 の 決

議 に よ り 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権 を 有

す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内 に お

申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 九 月 二 十 四 日

北 海 道 士 別 市 東 四 条 十 六 丁 目 三 一 三 一 番 地

三 八 有 限 会 社 佐 藤 商 事

清 算 人 岩 渕 美 由 紀




令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

岩
手
県
奥
州
市
水
沢
中
田
町
五
番
四
一
号

有
限
会
社
タ
イ
ホ
ー

清
算
人

山
内

四
郎

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

岩
手
県
盛
岡
市
南
大
通
二
丁
目
五
番
一
五
号
一
階

株
式
会
社
Ｆ
Ｉ
Ｘ

代
表
清
算
人

千
葉

貴
秋

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
を
も
っ
て
解
散

い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

宮
城
県
亘
理
郡
山
元
町
鷲
足
字
中
一
七
番
地

特
定
非
営
利
活
動
法
人
亘
理
山
元
ま
ち
お
こ
し

振
興
会

清
算
人

千
石

信
夫

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

秋
田
県
横
手
市
赤
坂
字
舘
ノ
下
一
〇
五
番
四
号

株
式
会
社
サ
ン
フ
ー
ズ

代
表
清
算
人

沓
澤

小
悦

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
臨
時
株
主

総
会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

福
島
県
田
村
市
都
路
町
古
道
字
道
下
三
六
番
地

株
式
会
社
Ｈ
Ｉ
Ｒ
Ｏ

代
表
清
算
人

松
本

盛
行

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
七
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

栃
木
県
日
光
市
鬼
怒
川
温
泉
大
原
七
三
一
番
地

一

六
一
〇

株
式
会
社
フ
ジ
エ
ー
ル

代
表
清
算
人

藤
江

英
幸

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
九
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

群
馬
県
高
崎
市
倉
賀
野
町
二
二
五
七
番
地
五

株
式
会
社
浜
信
工
業

代
表
清
算
人

濱
野

光
江

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
六
月
九
日
開
催
の
社
員
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

千
葉
県
市
川
市
鬼
越
一
丁
目
二
三
番
三
号
松
本
方

特
定
非
営
利
活
動
法
人
い
ち
か
わ
地
球
市
民
会
議

清
算
人

松
本

定
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

千
葉
市
花
見
川
区
幕
張
町
一
丁
目
七
六
七
五
番
四
〇

有
限
会
社
東
関
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ

清
算
人

歳
田

文
彦

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
日
総
社
員
の
同
意
に
よ
り

解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

千
葉
県
松
戸
市
本
町
一
七
番
一
一
号
芹
澤
ビ
ル
六
階

Ｌ
Ｍ
Ｔ
合
同
会
社

清
算
人

小
林

実
礼

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

千
葉
県
千
葉
市
中
央
区
都
町
二
丁
目
二
二
番
一
〇

号
二
〇
三

漢
成
株
式
会
社

代
表
清
算
人

ウ
・
ヤ
ン

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
町
田
市
原
町
田
四
丁
目
一
一
番
一
三
号
天

野
ビ
ル
四
Ｆ

株
式
会
社
ト
レ
チ
ェ
ン
ト

代
表
清
算
人

松
本

一
幸

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
港
区
虎
ノ
門
三
丁
目
八
番
八
号
Ｎ
Ｔ
Ｔ
虎

ノ
門
ビ
ル
三
Ｆ

株
式
会
社
Ｔ
Ａ
Ｎ
Ｔ

代
表
清
算
人

楠

武
史

解
散
公
告

当
社
は
、
総
社
員
の
同
意
に
よ
り
令
和
八
年
九
月
十
八

日
を
も
っ
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
港
区
虎
ノ
門
三
丁
目
二
二
番
一
〇

二
〇

一
号

合
同
会
社
フ
ル
ー
ル

清
算
人

粟
国

正
樹

解
散
公
告

当
法
人
は
、
社
員
総
会
の
決
議
に
よ
り
令
和
八
年
九
月

十
八
日
を
も
っ
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
港
区
虎
ノ
門
三
丁
目
二
二
番
一
〇

二
〇

一
号

一
般
社
団
法
人
フ
ル
ー
ル

代
表
清
算
人

粟
国

正
樹

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
世
田
谷
区
尾
山
台
三
丁
目
二
二
番
一
九
号

有
限
会
社
E
.fla
t

清
算
人

殿
村

江
美





令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
八
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
豊
島
区
池
袋
四
丁
目
二
九
番
一
一
号

ア
セ
ン
ド
・
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

藤
井

聡

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
文
京
区
春
日
二
丁
目
一
番
六

五
〇
九
号

株
式
会
社
エ
ド
パ
ッ
ド

代
表
清
算
人

島
崎
庄
一
郎

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
港
区
南
青
山
六
丁
目
一
三
番
一
号
Ｉ
Ｄ
Ｅ

Ａ
Ｌ
ビ
ル
三
Ｆ合

同
会
社
Ｋ

Ｐ
ａ
ｒ
ｔ
ｎ
ｅ
ｒ
ｓ

清
算
人

小
泉

裕

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
世
田
谷
区
桜
三
丁
目
二
六
番
三
号

株
式
会
社
レ
ッ
プ
ア
ン
ド
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

代
表
清
算
人

加
藤

エ
リ

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
一
日
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
江
東
区
大
島
二
丁
目
二
六
番
一
四
号

株
式
会
社
日
日
遊

代
表
清
算
人

青
木

一
原

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
新
宿
区
百
人
町
一
丁
目
一
八
番
八
号
大
久

保
カ
ド
ビ
ル
Ｌ
ｉ
ｎ
ｋ
Ｓ
ｐ
ａ
ｃ
ｅ
百
人
町
Ｗ
〇

一

株
式
会
社
セ
イ
ヨ
ウ
ク
リ
エ
ー
テ
ィ
ブ

代
表
清
算
人

香

春

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
新
宿
区
百
人
町
二
丁
目
五
番
四
号

株
式
会
社
ス
マ
ー
ト
プ
ラ
ン

代
表
清
算
人

李

紅
芸

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
一
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
人
形
町
一
丁
目
一
〇
番
三

号
ス
ク
エ
ア
ー
ド
コ
ー
ト
日
本
橋
人
形
町
八
〇
三

号
室

オ
ー
エ
ム
ウ
ェ
ー
ブ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

林

思
温

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
板
橋
区
常
盤
台
四
丁
目
六
番
一
二

三
〇

一
号

德
恒
律
師
株
式
会
社

代
表
清
算
人

劉

華

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
中
央
区
銀
座
一
丁
目
一
二
番
四
号
Ｎ
＆
Ｅ

Ｂ
Ｌ
Ｄ
．
六
階

Ｆ
ｌ
ｅ
ｘ

Ｉ
ｎ
ｔ
ｅ
ｒ
ｎ
ａ
ｔ
ｉ
ｏ
ｎ
ａ
ｌ

株
式
会
社

代
表
清
算
人

伊
藤

卓
彦

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
四
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
江
戸
川
区
西
小
岩
五
丁
目
一
三

一
三

一
二
六
号
室

株
式
会
社
Ｒ
ｅ
ｍ
ｏ
Ｓ
ｙ
ｎ
ｃ

代
表
清
算
人

周

軍

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
四
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が

な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
江
戸
川
区
松
江
二
丁
目
一

一
三

一
〇

六
号
室

川
町
株
式
会
社

代
表
清
算
人

相
澤

健

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
新
宿
区
大
久
保
一
丁
目
二

一

二
〇
六

号
室

和
諾
家
株
式
会
社

代
表
清
算
人

羅

桂
麗

解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出

が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
目
黒
区
碑
文
谷
四
丁
目
二
二
番
三

三
〇

四
号

一
般
社
団
法
人
日
中
教
育
国
際
交
流
協
会

代
表
清
算
人

高
橋

美
樹

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
新
宿
区
新
宿
三
丁
目
一
七
番
四
号

株
式
会
社
ピ
ッ
ト
イ
ン
・
ミ
ュ
ー
ジ
ッ
ク

代
表
清
算
人

佐
藤

良
武

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き

は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
江
東
区
古
石
場
一
丁
目
一
〇
番
六

二
〇

三
号

合
同
会
社
Ｆ
ｕ
ｔ
ｕ
ｒ
ｅ
Ｂ
ｒ
ｉ
ｄ
ｇ
ｅ

清
算
人

何

安
琦

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
新
宿
区
西
早
稲
田
一
丁
目
六
番
三
号

合
同
会
社
Ａ
＆
Ｓ
ｏ
ｎ
ｓ

代
表
清
算
人

ア
リ
ア
ル
ギ
ャ
ネ
ン
ド
ラ
ラ
ジ





令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
江
戸
川
区
中
央
二
丁
目
二
二
番
一
七
号

廣
伸
工
業
有
限
会
社

清
算
人

村
上

廣

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

横
浜
市
中
区
海
岸
通
四
丁
目
二
〇

一

合
同
会
社
Ｎ
ｅ
ｘ
ｕ
ｓ
Ｌ
ａ
ｂ

清
算
人

鈴
木

民
雄

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

横
浜
市
戸
塚
区

沢
一
丁
目
一
番
一
四
号

有
限
会
社
岡
林
工
務
店

清
算
人

岡
林

聡
美

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
五
年
十
二
月
十
三
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

神
奈
川
県
相
模
原
市
南
区
新
磯
野
四
丁
目
五
番

四

一
〇
六

株
式
会
社
Ａ
＆
Ｅ

代
表
清
算
人

大
野

孝
雄

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

神
奈
川
県
横
浜
市
保
土
ケ
谷
区
狩
場
町
七
七
番
地
八

有
限
会
社
堀
田
工
材

清
算
人

堀
田

義
介

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
六
月
十
四
日
開
催
の
社
員
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

神
奈
川
県
相
模
原
市
中
央
区
宮
下
本
町
一
丁
目
一

番
一
〇
号

特
定
非
営
利
活
動
法
人
ｈ
ｏ
ｐ
ｅ

清
算
人

大
塚

健
司

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き

は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

神
奈
川
県
茅
ヶ
崎
市
浜
竹
一
丁
目
一
一
番
二
八
号

株
式
会
社
Ｓ
ｔ
ｏ
ｎ
ｋ
ｌ
ｌ
ｙ

代
表
清
算
人

山
田
美
也
子

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き

は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

神
奈
川
県
茅
ヶ
崎
市
芹
沢
三
三
五
〇
番
地

有
限
会
社
ブ
ッ
ク
ス
茅
ヶ
崎

清
算
人

大
竹

敏
明

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
四
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

神
奈
川
県
秦
野
市
堀
西
五
二
番
地
の
八
メ
ゾ
ン
サ

ク
ラ
一
〇
一
号

株
式
会
社
岩
下
鉄
筋
工
業

代
表
清
算
人

岩
下

隆
文

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
四
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

新
潟
県
新
潟
市
西
区
内
野
西
一
丁
目
一
三
番
七
号

株
式
会
社
ア
ッ
ト
ワ
ン

代
表
清
算
人

西
森

浩
司

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

新
潟
県
三
条
市
荒
町
一
丁
目
一
二
番
三
〇
号

有
限
会
社
小
黒
発
泡
型

清
算
人

小
黒

孝
子

解
散
公
告

当
組
合
は
、
令
和
八
年
九
月
十
七
日
開
催
の
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
組
合
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

石
川
県
金
沢
市
も
り
の
里
一
丁
目
一
八
六
番
地

レ
ミ
ッ
ト
・
グ
ル
ー
プ
協
同
組
合

代
表
清
算
人

越
村

幸
平

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
五
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

長
野
県
上
田
市
長
瀬
三
五
四
四
番
地
一

有
限
会
社
旅
ネ
ッ
ト
長
野

清
算
人

矢
嶋

光
春

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

長
野
県
佐
久
市
蓬
田
三
八
五
番
地
一

有
限
会
社
竹
花
工
務
所

清
算
人

小
平

好
武

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

岐
阜
県
高
山
市
大
門
町
七
〇
番
地

合
同
会
社
ふ
じ
の
里

清
算
人

藤
井

聡

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

岐
阜
県
羽
島
市
福
寿
町
間
島
六
丁
目
一
五
四
番
地

有
限
会
社
横
井
学
院

清
算
人

横
井

果
代

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

石
川
県
金
沢
市
城
南
二
丁
目
四
二
番
一
二
号

有
限
会
社
城
南

清
算
人

瀬
沢

誠
二





令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
六
日
株
主
総
会
の
決
議

に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す

る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申

し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

静
岡
県
浜
松
市
中
央
区
市
野
町
二
四
二
九
番
地
の
一

株
式
会
社
シ
マ
ザ
キ

代
表
清
算
人

嶋
﨑

和
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

静
岡
県
静
岡
市
駿
河
区
池
田
二
二
五
九
番
地
の
一

株
式
会
社
大
眞
産
業

代
表
清
算
人

黒
柳

泰
代

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
株
主
総
会
決
議
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

静
岡
県
浜
松
市
中
央
区
上
島
二
丁
目
一
七
番
九
号

三
川
産
業
有
限
会
社

清
算
人

渡
邉

秀
幸

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

名
古
屋
市
天
白
区
元
八
事
一
丁
目
二
三
九
番
地
の
二

有
限
会
社
昇
光

代
表
清
算
人

山
岸

ゆ
み

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

三
重
県
北
牟
婁
郡
紀
北
町
相
賀
八
四
三
番
地
の
一
二

有
限
会
社
巻
田
石
油

清
算
人

巻
田
美
由
記

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
株
主
総
会
の
決
議

に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す

る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申

し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

滋
賀
県
近
江
八
幡
市
永
原
町
上
二
一
番
地
の
一

有
限
会
社
ス
タ
ジ
オ
オ
ー
パ

清
算
人

橋
野

隆
昭

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

滋
賀
県
犬
上
郡
豊
郷
町
大
字
八
目
三
〇
番
地

株
式
会
社
豊
郷
シ
ヨ
ツ
ピ
ン
グ
セ
ン
タ
ー

代
表
清
算
人

森
野

哲
也

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

京
都
市
右
京
区
梅
津
上
田
町
五
〇
番
地
の
九

有
限
会
社
飛
永
製
作
所

清
算
人

飛
永

敏
博

解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

大
阪
市
中
央
区
平
野
町
二
丁
目
一
番
二
号
沢
の
鶴

ビ
ル
六
Ｆ

一
般
社
団
法
人
絆
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン

代
表
清
算
人

藤
原

由
親

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

大
阪
府
東
大
阪
市
水
走
二
丁
目
一
一
番
一
六
号

株
式
会
社
ユ
ー
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

代
表
清
算
人

輿
水

省
一

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
臨
時
総

会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

大
阪
府
枚
方
市
長
尾
荒
阪
二
丁
目
三
二
〇
六
番
地

の
一
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
長
尾
四
〇
六
号

特
定
非
営
利
活
動
法
人
カ
イ
ン
ド
プ
ラ
ン

清
算
人

稲
濱

隆
弘

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

大
阪
市
中
央
区
東
平
二
丁
目
四
番
一
五
号

株
式
会
社
ウ
エ
ロ
ク
美
容
院

代
表
清
算
人

久
井
東
亞
海

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

愛
知
県
豊
橋
市
牟
呂
町
字
一
本
木
三
番
地

株
式
会
社
ニ
ュ
ー
シ
ス
テ
ム
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー

代
表
清
算
人

田

晋
悟

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

京
都
市
下
京
区
七
条
通
油
小
路
東
入
大
黒
町
二
二

七
番
地
第
二
キ
ョ
ー
ト
ビ
ル
四
〇
二

合
同
会
社
ｎ
ｅ
ｗ

ｄ
ｕ
ｈ

ｃ
ｏ
ｆ
ｆ
ｅ
ｅ

清
算
人

木
地

慧
登

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

京
都
市
南
区
吉
祥
院
石
原
西
町
八
番
地
一
九

株
式
会
社
マ
テ
ィ
ス

代
表
清
算
人

石
津

和
也

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

大
阪
府
大
阪
市
浪
速
区
難
波
中
一
丁
目
三
番
一
八

号
Ｄ
Ａ
Ｉ
Ｉ
Ｃ
Ｈ
Ｉ
ビ
ル
九
階

株
式
会
社
Ｇ
Ｏ
Ｌ
Ｆ

Ｓ
Ｐ
Ｏ
Ｔ

代
表
清
算
人

洪

鎭
成

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
十
八
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

大
阪
市
此
花
区
春
日
出
南
二
丁
目
三
番
七

一
〇

一
号

株
式
会
社
Ｕ
ｒ
ｂ
ａ
ｎ

Ｇ
ｒ
ｉ
ｎ
ｄ

代
表
清
算
人

ウ
ォ
ン
グ
ミ
ン
グ
ワ
イ





令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

大
阪
府
堺
市
堺
区
南
向
陽
町
一
丁
一
番
三
二

一

二
〇
三
号

有
限
会
社
リ
ト
ル
・
エ
ス

清
算
人

西

純
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が

な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

大
阪
市
東
成
区
深
江
北
三
丁
目
六
番
三
〇

五
〇

二
号

雲
株
式
会
社

代
表
清
算
人

杜

佰
超

解
散
公
告

当
法
人
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

大
阪
市
天
王
寺
区
生
玉
町
一
番
三
〇

七
〇
四
号

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
大
阪
ひ
ま
わ
り
の
会

清
算
人

大
塚

彩

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き

は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

大
阪
市
東
成
区
中
本
二
丁
目
一
〇
番
一
六
号

ク
ロ
ー
バ
ー
合
同
会
社

清
算
人

朴

珍

解
散
公
告

当
会
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総

会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
会
社
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し

出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

大
阪
市
西
成
区
鶴
見
橋
一
丁
目
一
五

一
〇

フ
ル
ハ
ウ
ス
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
株
式
会
社

代
表
清
算
人

曽

柏

翰

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

神
戸
市
兵
庫
区
出
在
家
町
二
丁
目
二
番
二
八
号

合
一
合
同
会
社

清
算
人

単

文
明

解
散
公
告

当
法
人
は
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関

す
る
法
律
第
二
〇
六
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
解
散
い
た

し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

兵
庫
県
西
宮
市
上
ヶ
原
一
番
町
一
番
一
五
五
号

一
般
社
団
法
人
関
西
産
官
学
民
連
携
地
域
課
題

研
究
機
構

代
表
清
算
人

前
川

友
吾

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

広
島
県
呉
市
警
固
屋
四
丁
目
八
番
一
六
号

有
限
会
社
的
場
工
業
所

清
算
人

的
場

稔

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

広
島
市
中
区
西
十
日
市
町
一
〇
番
一
一
号

有
限
会
社
品
菱
工
業

清
算
人

塩
津

永
喜

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

広
島
市
西
区
古
江
東
町
一
五
番
二
〇
号

有
限
会
社
土
屋

代
表
清
算
人

土
井

和
平

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

山
口
県
岩
国
市
川
西
一
丁
目
二
一
番
一
九
号

和
の
よ
ろ
こ
び
株
式
会
社

代
表
清
算
人

武
内

和
恵

解
散
公
告

当
社
は
、
臨
時
株
主
総
会
の
決
議
に
よ
り
令
和
八
年
八

月
三
十
一
日
に
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

山
口
県
山
口
市
朝
田
二
〇
三
番
地
一
〇

株
式
会
社
リ
ア
ル
・
プ
ラ
ス

代
表
清
算
人

水
田

夫

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

山
口
県
周
南
市
三
笹
町
一
二
番
二
一
号

株
式
会
社
Ｗ
Ｉ
Ｌ
Ｌ

Ｃ
Ｒ
Ｅ
Ａ

代
表
清
算
人

松
原

久
代

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
二
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

高
知
市
横
浜
一
八
六
番
地
六

株
式
会
社
ト
レ
ジ
ャ
ー
企
画

代
表
清
算
人

西
口
ア
ユ
ミ

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き

は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

大
阪
市
西
成
区
松
一
丁
目
二
番
一
五
号

ド
リ
ー
ム
現
実
合
同
会
社

清
算
人

曽

支

昆

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
一
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

に
よ
り
解
散
致
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

尚
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら

除
斥
致
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

兵
庫
県
三
田
市
東
本
庄
一
二
八
八
番
地
の
一

有
限
会
社
ニ
ュ
ー
ヨ
シ
ダ
オ
ー
ト

清
算
人

吉
田

正
明

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
十
四
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

兵
庫
県
三
田
市
中
央
町
八
番
一
四
号

有
限
会
社
ぎ
ん
ざ
や

代
表
清
算
人

福
田

大
二





令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出

が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

福
岡
市
南
区
野
間
三
丁
目
六
番
三
号

特
定
非
営
利
活
動
法
人
生
活
環
境
工
房

清
算
人

三
苫
正
太
郎

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

北
九
州
市
門
司
区
浜
町
九
番
一
六
号

有
限
会
社
友
瀬
鉄
工
所

清
算
人

友
瀬

和
彦

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
社
員
総

会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

沖
縄
県
那
覇
市
西
二
丁
目
二
〇

一
七

一
般
社
団
法
人
王
の
風
オ
ー
シ
ャ
ン

代
表
清
算
人

赤
嶺

哲
也

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
組
合
は
、
令
和
八
年
九
月
八
日
石
川
県
知
事
の
認
可

に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、当
組
合
に
債
権
を
有
す
る
者
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除

斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

石
川
県
白
山
市
番
匠
町
一
五
六
二
番
地

白
山
市
番
匠
町
土
地
区
画
整
理
組
合

代
表
清
算
人

熊
谷

重
喜

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
法
人
は
、
令
和
七
年
五
月
二
十
八
日
開
催
の
社
員
総

会
の
決
議
並
び
に
埼
玉
県
知
事
の
認
可
に
よ
り
、
令
和
八

年
三
月
三
十
一
日
を
も
っ
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、

当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、本
公
告
第
一
回
掲
載（
令

和
八
年
九
月
十
八
日
）
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申

し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と

き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

埼
玉
県
川
越
市
大
字
寺
尾
八
八
番
地

医
療
法
人
河
靖
会
河
野
医
院

清
算
人

大
塚

宏
子

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
組
合
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
五
日
横
浜
市
長
の
認

可
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
組
合
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
九
月
十

八
日
）
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し

ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
新
宿
区
神
楽
坂
一
丁
目
一
番
地

新
綱
島
駅
前
地
区
市
街
地
再
開
発
組
合

代
表
清
算
人

池
谷

完
治

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
法
人
は
、
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す

る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載（
令
和
八
年
九
月
十
八
日
）

の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間

内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
港
区
港
南
二
丁
目
一
六
番
七
号
品
川
Ｖ
タ

ワ
ー
二
五
一
三
号

医
療
法
人
社
団
済
仁
会

清
算
人

山
内

潤

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
四
月
三
十
日
、
建
物
の
全
部
の

滅
失
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
九
月
十
八
日
）

の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間

内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
中
央
区
京
橋
一
丁
目
一
番
五
号

メ
ゾ
ン
・
ド
・
タ
ク
ト
管
理
組
合
法
人

清
算
人

富
田

保
徳

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
二
月
十
三
日
開
催
の
社
員
総
会

の
決
議
並
び
に
東
京
都
知
事
の
認
可
に
よ
り
令
和
八
年
八

月
三
十
一
日
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
九
月
十
七
日
）

の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間

内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
八
王
子
市
散
田
町
三
丁
目
六
番
二
四
号

医
療
法
人
社
団
植
木
皮
膚
科
形
成
外
科

清
算
人

植
木

徹

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
九
月
十
七
日
）

の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間

内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
大
田
区
久
が
原
六
丁
目
二
〇
番
一
二
号

医
療
法
人
社
団
佑
洪
会

清
算
人

朴

正

佑

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
一
月
十
六
日
開
催
の
理
事
会
及

び
評
議
員
会
に
お
い
て
、
解
散
す
る
こ
と
を
決
議
し
ま
し

た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
第
一

回
掲
載
（
令
和
八
年
九
月
十
七
日
）
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

横
浜
市
南
区
六
ツ
川
一
丁
目
二
七
〇
番
地
三

学
校
法
人
定
光
寺
学
園

清
算
人

渡
井

耕
平

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
八
月
八
日
岐
阜
地
方
裁
判
所
の

命
令
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
九
月
十
五
日
）

の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間

内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

岐
阜
市
早
苗
町
一
丁
目
一
四
番
地

宗
教
法
人
岐
阜
出
雲
大
社

清
算
人

弁
護
士

幅

隆
彦

連
絡
先

岐
阜
市
上
竹
町
二
一

幅
法
律
事
務
所

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
六
月
二
十
二
日
開
催
の
社
員
総

会
の
決
議
並
び
に
鳥
取
県
知
事
の
認
可
に
よ
り
、
令
和
八

年
八
月
二
十
七
日
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年

九
月
十
五
日
）
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下

さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清

算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

鳥
取
市
扇
町
一
一
番
地
三医

療
法
人
明
穂
整
形
外
科

清
算
人

明
穂

政
裕

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
組
合
は
、
令
和
八
年
九
月
一
日
石
川
県
知
事
の
認
可

に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、当
組
合
に
債
権
を
有
す
る
者
は
、

本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
九
月
十
七
日
）
の
翌
日

か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お

申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

石
川
県
白
山
市
北
安
田
町
一
〇
五
六
番
地
一

白
山
市
松
任
北
安
田
南
部
地
区
土
地
区
画
整
理

組
合

代
表
清
算
人

信
作
喜
久
雄

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
法
人
は
、
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す

る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載（
令
和
八
年
九
月
十
八
日
）

の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間

内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

和
歌
山
県
田
辺
市
た
き
な
い
町
二
番
一
号

医
療
法
人
顯
秀
会

清
算
人

榎
本

宗
浩

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
七
日
富
山
地
方
裁
判

所
の
命
令
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有

す
る
者
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
九
月
十
七

日
）
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右

期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま

す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

富
山
市
東
福
沢
一
四
七
八
番
地

宗
教
法
人
本
立
寺

清
算
人

浦
田

秀
幸





第 70 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日

福島県相馬市小泉字高池88番地の１
株式会社小野中村

代表取締役 植村 賢二
貸借対照表の要旨 (令和８年６月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 2,446,380 流 動 負 債 2,073,850
固 定 資 産 2,192,873 (内賞与引当金) (33,642)
有形固定資産 509,521 (内役員賞与引当金) (243)
無形固定資産 9,421 固 定 負 債 8,945
投資その他の資産 1,673,930 株 主 資 本 2,556,457

資 本 金 79,000
資 本 剰 余 金 1,032,136
その他資本剰余金 1,032,136
利 益 剰 余 金 1,445,321
利 益 準 備 金 19,750
その他利益剰余金 1,425,571
(うち当期純利益) (306,676)

資 産 合 計 4,639,254 負債・純資産合計 4,639,254

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 



貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 2,538,835
固 定 資 産 206,524
資 産 合 計 2,745,360

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 531,343
(賞与引当金) (141,370)
固 定 負 債 26,423
(株式給付引当金) (21,562)
株 主 資 本 2,187,592
資 本 金 40,000
利 益 剰 余 金 2,147,592
利 益 準 備 金 10,000
その他利益剰余金 2,137,592
(うち当期純利益) (347,660)

負債・純資産合計 2,745,360

第 34 期決算公告 令和８年９月14日
東京都東久留米市本町１丁目４番１号

株式会社インテージリサーチ
代表取締役社長 村上 清幸

第 36 期決算公告 令和８年９月24日
千葉県千葉市中央区川崎町１－38
ジェフユナイテッド株式会社

代表取締役 島田 亮
貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 2,137,503
固 定 資 産 784,969
合 計 2,922,473

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,571,088
固 定 負 債 441,016
株 主 資 本 910,367
資 本 金 490,000
資 本 剰 余 金 390,000
資 本 準 備 金 390,000
利 益 剰 余 金 30,367
その他利益剰余金 30,367
(うち当期純利益) (422,903)
合 計 2,922,473

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報



令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 



令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報







第 ９ 期 決 算 公 告
令和８年８月 27 日

東京都千代田区丸の内２丁目２番１号岸本ビル５階
ＪＰＨ株式会社

代表取締役 青松 英男
貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年５月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 538,527 流 動 負 債 8,118
固 定 資 産 1,224,546 固 定 負 債 15,000

負 債 合 計 23,118
株 主 資 本 1,739,955
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 1,640,172
その他利益剰余金 1,640,172
(うち当期純利益) (17,113)
自 己 株 式  217
純資産合計 1,739,955

資 産 合 計 1,763,073 負債・純資産合計 1,763,073

第 61 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日 東京都品川区大崎一丁目11番２号

三井共同建設コンサルタント株式会社
代表取締役社長 中野 宇助

貸借対照表の要旨 (令和８年６月30日現在) (単位：百万円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 7,348 流 動 負 債 3,330
固 定 資 産 1,879 固 定 負 債 501

株 主 資 本 5,291
資 本 金 100
利 益 剰 余 金 5,191
利 益 準 備 金 25
その他利益剰余金 5,166
(うち当期純利益) (669)

評価・換算差額等 104
その他有価証券評価
差額金 104

資 産 合 計 9,227 負債・純資産合計 9,227

第 70 期 決 算 公 告
令和８年８月 25 日 大阪市中央区道修町三丁目４番10号

日新化成株式会社
代表取締役社長 植村 元彦

貸借対照表の要旨 (令和８年６月30日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 3,066,115 流 動 負 債 2,105,277
固 定 資 産 1,063,274 固 定 負 債 445,852

株 主 資 本 1,221,210
資 本 金 75,000
資 本 剰 余 金 15,000
資 本 準 備 金 15,000
利 益 剰 余 金 1,131,210
利 益 準 備 金 15,000
その他利益剰余金 1,116,210
(うち当期純利益) (143,089)

評価・換算差額等 357,050
その他有価証券評価
差額金 357,050

資 産 合 計 4,129,389 負債・純資産合計 4,129,389

第 59 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日 高知県南国市岡豊町八幡411番地１

明星産商株式会社
代表取締役 森 健司

貸借対照表の要旨 (令和８年６月30日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 8,652,295 流 動 負 債 5,234,749
固 定 資 産 7,548,949 固 定 負 債 5,234,104

株 主 資 本 5,732,391
資 本 金 98,000
資 本 剰 余 金 14,025
資 本 準 備 金 14,025
利 益 剰 余 金 5,642,085
利 益 準 備 金 40,500
その他利益剰余金 5,601,585
(うち当期純利益) (576,781)
自 己 株 式 21,719

資 産 合 計 16,201,244 負債・純資産合計 16,201,244

第 29 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日 北海道釧路郡釧路町字達古武４番地５

株式会社ホクチクファーム
代表取締役社長 佐藤 孝紀

貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 1,845,933 流 動 負 債 1,619,094
固 定 資 産 212,782 賞 与 引 当 金 2,179

固 定 負 債 358,971
退職給付引当金 22,560
役員退職慰労引当金 10,303
株 主 資 本 80,649
資 本 金 40,000
利 益 剰 余 金 51,104
その他利益剰余金 51,104
(うち当期純利益) (7,023)
自 己 株 式 10,455

資 産 合 計 2,058,715 負債・純資産合計 2,058,715

第 32 期 決 算 公 告
令和８年９月 15 日

東京都千代田区神田駿河台４丁目６番地
株式会社インテージヘルスケア

代表取締役社長 村井 啓太
貸借対照表の要旨 (令和８年６月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 8,050,303 流 動 負 債 1,364,648
固 定 資 産 2,712,529 (賞与引当金) (246,083)

固 定 負 債 55,932
株 主 資 本 9,342,252
資 本 金 145,400
資 本 剰 余 金 1,176,554
資 本 準 備 金 434,013
その他資本剰余金 742,540
利 益 剰 余 金 8,020,298
利 益 準 備 金 103,859
その他利益剰余金 7,916,439
(うち当期純利益) (1,376,619)

資 産 合 計 10,762,832 負債・純資産合計 10,762,832

第 13 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日
東京都中央区日本橋三丁目９番１号

日本橋三丁目スクエア11階
MaxxTrader株式会社

代表取締役 ジャン・フィリップ・
ヘンリー・レニー・メール
貸借対照表の要旨

(令和８年６月30日現在) (単位：円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 25,760,932
固 定 資 産 88,195,989
資 産 合 計 113,956,921

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 88,382,846
株 主 資 本 25,574,075
資 本 金 5,000,000
利 益 剰 余 金 20,574,075
その他利益剰余金 20,574,075
(うち当期純利益) (2,565,178)

負債・純資産合計 113,956,921

第 25 期 決 算 公 告

令和８年９月 18 日
大阪市北区天神橋三丁目２番15号 サクシード南森町三階

みやこ債権回収株式会社
代表取締役社長 正本 哲夫

損益計算書の要旨
自 令和７年７月１日
至 令和８年６月30日

(単位：千円)
科 目 金 額
売 上 高 292,887
売 上 原 価 103,883
売 上 総 利 益 189,003
販売費及び一般管理
費 185,096
営 業 利 益 3,906
営 業 外 収 益 1,104
営 業 外 費 用 
経 常 利 益 5,011
特 別 損 失 0
税引前当期純利益 5,011
法人税、住民税及び
事業税 1,006

当 期 純 利 益 4,005

貸借対照表の要旨 (令和８年６月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 785,875流 動 負 債 25,549
固 定 資 産 46,162 負 債 合 計 25,549
有形固定資産 8,397株 主 資 本 806,488
無形固定資産  資 本 金 500,000
投資その他の資産 37,764 利 益 剰 余 金 306,488

(その他利益剰余金) (306,488)
純資産合計 806,488

資 産 合 計 832,037負債・純資産合計 832,037

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 



資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
二
千
五
百
万
円
減
少
し

一
千
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
二
十
九
日
で
あ

り
、
株
主
総
会
の
決
議
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
五

日
に
終
了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

福
島
県
伊
達
市
梁
川
町
字
東
土
橋
二
三
番
地

株
式
会
社
大
三

代
表
取
締
役

三
品
清
重
郎

第 59 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日
福島県伊達市梁川町字東土橋23番地

株式会社大三
代表取締役 三品清重郎

貸借対照表の要旨(令和７年10月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 86,836
固 定 資 産 30,588
資 産 合 計 117,424

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 182,435
固 定 負 債 309,299
株 主 資 本 374,310
資 本 金 35,000
利 益 剰 余 金 409,310
その他利益剰余金 409,310
(うち当期純利益) (3,419)

負債・純資産合計 117,424

第 62 期 決 算 公 告
2026 年９月 24 日

東京都港区港南１丁目８番15号
矢崎運輸株式会社

代表清算人 矢﨑 陸
貸借対照表の要旨(2026年６月20日現在)

科 目 金 額(百万円)
資
産
の
部
流 動 資 産 150
固 定 資 産 9
合 計 159

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 0
株 主 資 本 159
資 本 金 10
利 益 剰 余 金 149
利 益 準 備 金 2
その他利益剰余金 146
(うち当期純利益) (1)
合 計 159

当社は令和８年６月20日をもって解散

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
八
千
万
円
減
少
し
二
千

万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

千
葉
市
稲
毛
区
小
深
町
一
〇
八
番
地
一

グ
リ
ー
ン
ラ
イ
フ
株
式
会
社

代
表
取
締
役

徐

躍
進

第 ４ 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日

千葉市稲毛区小深町108番地１
グリーンライフ株式会社
代表取締役 徐 躍進

貸借対照表の要旨
(令和８年８月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 80,673
固 定 資 産 4,000
資 産 合 計 84,673

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 40
株 主 資 本 84,633
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 15,366
その他利益剰余金 15,366
(うち当期純損失) (14,318)

負債・純資産合計 84,673

第 62 期 決 算 公 告
2026 年９月 24 日

東京都港区港南１丁目８番15号
矢﨑工機株式会社

代表清算人 矢﨑 陸
貸借対照表の要旨(2026年６月20日現在)

科 目 金 額(百万円)
資
産
の
部
流 動 資 産 126
合 計 126

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 0
株 主 資 本 126
資 本 金 10
利 益 剰 余 金 116
利 益 準 備 金 2
その他利益剰余金 113
(うち当期純利益) (0)
合 計 126

当社は令和８年６月20日をもって解散

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

（
乙
）
掲
載

官
報

掲
載
の
日
付

令
和
八
年
七
月
二
十
二
日

掲
載
頁

一
一
二
頁
（
号
外
第
一
六
二
号
）

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
八
王
子
市
横
山
町
二
五
番
五
号

（
甲
）
株
式
会
社
Ｋ
・
Ｇ
Ｒ
Ａ
Ｄ

代
表
取
締
役

篠

圭
介

東
京
都
墨
田
区
東
向
島
四
丁
目
二
五
番
二
号

（
乙
）
株
式
会
社
Ｄ
Ｅ
Ｌ
Ｉ
Ｆ
Ｅ

代
表
取
締
役

篠

圭
介

第 11 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日

東京都八王子市横山町25番５号
株式会社Ｋ・ＧＲＡＤ
代表取締役 篠 圭介

貸借対照表の要旨
(令和７年12月31日現在) (単位：円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 415,687,263
固 定 資 産 366,132,128
合 計 781,819,391

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 29,530,511
固 定 負 債 278,416,000
株 主 資 本 473,872,880
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 473,862,880
その他利益剰余金 473,862,880
(うち当期純利益) (68,401,724)
合 計 781,819,391

貸借対照表の要旨(2026年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 7,003
固 定 資 産 144
資 産 合 計 7,146

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,042
株 主 資 本 5,104
資 本 金 95
資 本 剰 余 金 95
資 本 準 備 金 95
利 益 剰 余 金 4,914
その他利益剰余金 4,914
(うち当期純損失) (3,849)

負債・純資産合計 7,146

第２期決算公告 2026年７月30日
東京都中央区日本橋兜町17２

兜町第６葉山ビル４階
株式会社メルティンＭＭＩ

代表取締役 粕谷 昌宏

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、資
本
金
の
額
を
金
一
六
〇
万
円
減
少
し
、

金
一
六
〇
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
西
東
京
市
田
無
町
七
丁
目
二
番
六
号

ミ
ア
ネ
ー
ロ
四
〇
七

株
式
会
社
東
和
計
算
セ
ン
タ
ー

代
表
取
締
役

清
水

克
隆

第 46 期決算公告 令和８年９月24日
東京都西東京市田無町七丁目２番６号
ミアネーロ407

株式会社東和計算センター
代表取締役 清水 克隆

貸借対照表の要旨(令和７年11月30日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 565,980
固 定 資 産 1
資 産 合 計 565,981

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 308,091
そ の 他 308,091
株 主 資 本 257,890
資 本 金 3,200,000
利 益 剰 余 金 1,057,890
利 益 準 備 金 800,000
その他利益剰余金 257,890
(うち当期純利益) (365,728)
自 己 株 式 4,000,000
負債・純資産合計 565,981

第 19 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日

神奈川県相模原市南区相模大野
三丁目16番１号

株式会社スポーツクラブ相模原
代表取締役 西谷 義久

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 347,433
固 定 資 産 18,328
資 産 合 計 365,761

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 416,123
株 主 資 本 50,362
資 本 金 24,000
利 益 剰 余 金 74,362
その他利益剰余金 74,362
(うち当期純損失) (75,042)

負債・純資産合計 365,761

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報



貸借対照表の要旨(2026年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 850,020
固 定 資 産 24,266
合 計 874,286

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 358,862
株 主 資 本 515,424
資 本 金 80,000
利 益 剰 余 金 435,424
(利益準備金) (20,000)
(その他利益剰余金) (415,424)
(うち当期純利益) (132,039)
合 計 874,286

第 ８ 期 決 算 公 告
2026 年９月 24 日

長野県須坂市大字井上1500番地１
Ｓ＆Ｓアドバンストテクノロジーズ
株式会社

代表取締役社長 松本 章裕

資
本
金
及
び
準
備
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
五
〇
〇
〇
万
円
、
資
本

準
備
金
の
額
を
四
五
〇
〇
万
円
減
少
し
、
そ
れ
ぞ
れ

五
〇
〇
万
円
、
五
〇
〇
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
港
区
赤
坂
一
丁
目
一
一
番
四
四
号

健
康
サ
ポ
ー
ト
株
式
会
社

代
表
取
締
役

大
場

啓
史

第 17 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日

東京都港区赤坂一丁目11番44号
健康サポート株式会社
代表取締役 大場 啓史

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 199,338
固 定 資 産 120,000
資 産 合 計 319,338

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 403
株 主 資 本 318,934
資 本 金 55,000
資 本 剰 余 金 50,000
資 本 準 備 金 50,000
利 益 剰 余 金 213,934
その他利益剰余金 213,934
(うち当期純利益) (2)

負債・純資産合計 319,338

第 20 期 決 算 公 告
2026 年９月 24 日

長野県須坂市大字日滝3500番地８
Ｓ＆Ｓコンポーネンツ株式会社

代表取締役社長 青木 栄二
貸借対照表の要旨

(2026年６月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 4,878,008
固 定 資 産 1,029,994
合 計 5,908,003

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 4,874,082
株 主 資 本 1,033,920
資 本 金 80,000
利 益 剰 余 金 953,920
(利益準備金) (20,000)
(その他利益剰余金) (933,920)
(うち当期純利益) (535,780)
合 計 5,908,003

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

（
乙
）
計
算
書
類
の
公
告
義
務
は
あ
り
ま
せ
ん
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
世
田
谷
区
深
沢
八
丁
目
一
三
番
三
三
号

（
甲
）
サ
ク
ラ
ビ
ル
管
理
株
式
会
社

代
表
取
締
役

佐
々
木
雅
彦

東
京
都
世
田
谷
区
深
沢
八
丁
目
一
三
番
三
三
号

（
乙
）
有
限
会
社
泉
ビ
ル
サ
ー
ビ
ス

代
表
取
締
役

佐
々
木
雅
彦

第 43 期決算公告 令和８年９月24日
東京都世田谷区深沢八丁目13番33号

サクラビル管理株式会社
代表取締役 佐々木雅彦

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(円)

資

産

の

部

流 動 資 産 10,053,283
固 定 資 産 285,400,692
繰 延 資 産 3,891,676
合 計 299,345,651

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 11,546,432
固 定 負 債 15,000,000
株 主 資 本 272,799,219
資 本 金 91,500,000
資 本 剰 余 金 66,750,000
資 本 準 備 金 66,750,000
利 益 剰 余 金 114,549,219
その他利益剰余金 114,549,219
(うち当期純利益) (10,361,478)
合 計 299,345,651

第 23 期決算公告 令和８年６月15日
兵庫県神戸市長田区腕塚町六丁目１番31号

株式会社兵庫福祉サービス
代表取締役 角本 武司

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 75,253
固 定 資 産 17,710
資 産 合 計 92,962

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 22,343
固 定 負 債 18,818
負 債 合 計 41,161
株 主 資 本 51,801
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 41,801
その他利益剰余金 41,801
(うち当期純利益) (1,894)
純資産合計 51,801
負債・純資産合計 92,962

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
、
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た

し
ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

（
乙
）
計
算
書
類
の
公
告
義
務
は
あ
り
ま
せ
ん
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

静
岡
県
浜
松
市
中
央
区
貴
平
町
四
〇
番
地

（
甲
）
株
式
会
社
成
友

代
表
取
締
役

大
石

昌
洋

静
岡
県
浜
松
市
中
央
区
貴
平
町
四
〇
番
地

（
乙
）
五
洋
商
事
有
限
会
社

代
表
取
締
役

大
石

昌
洋

決 算 公 告
令和８年９月 24 日

静岡県浜松市中央区貴平町40番地
株 式 会 社 成 友
代表取締役 大石 昌洋

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 1,000,000
固 定 資 産 0
資 産 合 計 1,000,000

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 0
固 定 負 債 0
負 債 合 計 0
株 主 資 本 1,000,000
資 本 金 1,000,000
純資産合計 1,000,000
負債・純資産合計 1,000,000

 当期純利益 0円

第 34 期決算公告 令和８年８月31日
岡山県井原市美星町三山1062４

株式会社ヤマキ
代表取締役 山木 誠一

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 19,620
固 定 資 産 13,113
合 計 32,733

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 8,934
固 定 負 債 43,820
株 主 資 本  20,020
資 本 金 23,000
資 本 剰 余 金 20,000
資 本 準 備 金 20,000
利 益 剰 余 金  63,020
その他利益剰余金  63,020
(うち当期純利益) (28)
合 計 32,733

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
金
二
億
円
に
つ
き
、
金
一

億
円
を
減
少
し
一
億
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し

た
。こ

の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
当
社
の
最
終
の
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左

記
の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

滋
賀
県
米
原
市
間
田
三
九
五
番
地

オ
オ
サ
ワ
株
式
会
社

代
表
取
締
役

大
澤
愛
一
郎

決算公告 令和８年９月24日
滋賀県米原市間田395番地

オオサワ株式会社
代表取締役 大澤愛一郎

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,455,656,508
固 定 資 産 117,820,535
資 産 合 計 1,573,477,043

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 845,823,640
固 定 負 債 5,728,000
株 主 資 本 721,925,403
資 本 金 200,000,000
資 本 剰 余 金 221,904,733
資 本 準 備 金 221,904,733
利 益 剰 余 金 300,020,670
利 益 準 備 金 12,500,000
その他利益剰余金 287,520,670
(うち当期純利益) (119,551,290)

負債・純資産合計 1,573,477,043

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 



吸
収
分
割
公
告

左
記
会
社
は
吸
収
分
割
し
て
甲
は
乙
の
不
動
産
事

業
に
関
す
る
権
利
義
務
を
承
継
し
乙
は
そ
れ
を
承
継

さ
せ
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。

こ
の
会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

（
甲
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

（
乙
）
計
算
書
類
の
公
告
義
務
は
あ
り
ま
せ
ん
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

沖
縄
県
沖
縄
市
諸
見
里
一
丁
目
一
九
番
一
号

（
甲
）
株
式
会
社
島
エ
ン
タ
ー
プ
ラ
イ
ズ

代
表
取
締
役

島
袋

善
俊

沖
縄
県
沖
縄
市
諸
見
里
一
丁
目
一
九
番
一
号

（
乙
）
有
限
会
社
島
エ
ン
タ
ー
プ
ラ
イ
ズ

代
表
取
締
役

島
袋

善
保

第１期決算公告 令和８年９月24日
沖縄県沖縄市諸見里１丁目19番１号
株式会社島エンタープライズ

代表取締役 島袋 善俊
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(円)
資
産
の
部
流 動 資 産 31,990,693
資 産 合 計 31,990,693

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 538,100
固 定 負 債 29,000,000
負債の部合計 29,538,100
株 主 資 本 2,452,593
資 本 金 1,000,000
利 益 剰 余 金 1,452,593
繰越利益剰余金 1,452,593
(うち当期純利益) (1,452,593)
純資産の部合計 2,452,593
負債・純資産合計 31,990,693

第 79 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日
山形県東置賜郡高畠町糠野目2700番地１

株式会社高畠ワイナリー
代表取締役 高橋 和浩

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 907
固 定 資 産 543
合 計 1,450

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 88
固 定 負 債 154
株 主 資 本 1,207
資 本 金 30
利 益 剰 余 金 1,177
利 益 準 備 金 73
その他利益剰余金 1,104
(うち当期純利益) (45)

評価・換算差額等 1
合 計 1,450

第 ３ 期 決 算 公 告
2026 年９月 24 日

東京都千代田区霞が関三丁目２番６号
東京倶楽部ビルディング11階
ショーグン特定目的会社

取締役 小澤 徹
損益計算書の要旨

2025年７月１日から
2026年６月30日まで

(単位：百万円)
科 目 金 額
営 業 収 益 265
営 業 費 用 256
営 業 利 益 9
営 業 外 収 益 0
経 常 利 益 9
税引前当期純利益 9
法人税、住民税及び
事業税 1

当 期 純 利 益 8
前期繰越損失 0
当期未処分利益 8

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(2026年６月30日現在) (単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額
特 定 資 産 5,803 流 動 負 債 32
その他の資産 404 固 定 負 債 3,161
流 動 資 産 380 負 債 合 計 3,194
繰 延 資 産 24 社 員 資 本 3,012

特 定 資 本 金 0
優 先 資 本 金 3,004
剰 余 金 8
当期未処分利益 8
純資産合計 3,012

資 産 合 計 6,207 負債・純資産合計 6,207

第 65 期決算公告 令和８年９月14日
東京都世田谷区上用賀一丁目７番３号

管 清 工 業 株 式 会 社
代表取締役 長谷川健司

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 8,109,521
固 定 資 産 7,534,166
資 産 合 計 15,643,687

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 7,776,868
固 定 負 債 2,146,387
株 主 資 本 5,676,551
資 本 金 250,000
資 本 剰 余 金 94,090
利 益 剰 余 金 5,332,461
利 益 準 備 金 47,500
その他利益剰余金 5,284,961
(うち当期純利益) (382,540)

評価・換算差額等 43,880
負債・純資産合計 15,643,687

第 ５ 期 決 算 公 告
2026 年９月 24 日

東京都千代田区霞が関三丁目２番６号
東京倶楽部ビルディング11階

ティーマスター・ツー特定目的会社
取締役 小澤 徹

損益計算書の要旨
2025年７月１日から
2026年６月30日まで

(単位：百万円)
科 目 金 額
営 業 収 益 65
営 業 費 用 77
営 業 損 失 12
営 業 外 収 益 0
経 常 損 失 12
税引前当期純損失 12
法人税、住民税及び
事業税 0

当 期 純 損 失 12
前期繰越損失 12
当期未処理損失 25

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(2026年６月30日現在) (単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額
特 定 資 産 1,183 流 動 負 債 10
その他の資産 87 固 定 負 債 716
流 動 資 産 75 負 債 合 計 726
固 定 資 産 9 社 員 資 本 544
繰 延 資 産 1 特 定 資 本 金 0

優 先 資 本 金 569
剰 余 金 25
当期未処理損失 25
純資産合計 544

資 産 合 計 1,271 負債・純資産合計 1,271

第 40 期決算公告 令和８年９月16日
東京都千代田区神田練塀町３番地

株式会社インテージ・アソシエイツ
代表取締役 竹内 透

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 328,527
固 定 資 産 132,301
資 産 合 計 460,829

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 176,272
(賞与引当金) (41,491)
固 定 負 債 33,582
(退職給付引当金) (33,582)
株 主 資 本 250,974
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 220,974
利 益 準 備 金 8,420
その他利益剰余金 212,554
(うち当期純利益) (51,362)

負債・純資産合計 460,829

第 ４ 期 決 算 公 告
2026 年９月 24 日

東京都千代田区霞が関三丁目２番６号
東京倶楽部ビルディング11階

ティーマスター・ワン特定目的会社
取締役 小澤 徹

損益計算書の要旨
2025年７月１日から
2026年６月30日まで

(単位：百万円)
科 目 金 額
営 業 収 益 139
営 業 費 用 174
営 業 損 失 35
営 業 外 収 益 0
経 常 損 失 34
税引前当期純損失 34
法人税、住民税及び
事業税 0

当 期 純 損 失 35
前期繰越損失 37
当期未処理損失 73

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(2026年６月30日現在) (単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額
特 定 資 産 2,555 流 動 負 債 18
その他の資産 163 固 定 負 債 1,434
流 動 資 産 140 負 債 合 計 1,452
固 定 資 産 20 社 員 資 本 1,266
繰 延 資 産 2 特 定 資 本 金 0

優 先 資 本 金 1,339
剰 余 金 73
当期未処理損失 73
純資産合計 1,266

資 産 合 計 2,719 負債・純資産合計 2,719

第 14 期決算公告 令和８年９月24日
東京都千代田区内神田一丁目14番８号
KANDA SQUARE GATE ７階

株式会社diversity house
代表取締役 水越 聖

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 22,544
固 定 資 産 4,543
資 産 合 計 27,088

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 4,100
負 債 合 計 4,100
株 主 資 本 22,987
資 本 金 3,600
利 益 剰 余 金 19,387
その他利益剰余金 19,387
(うち当期純利益) (1,109)
純資産合計 22,987
負債・純資産合計 27,088

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報



第 16 期決算公告 令和８年９月24日
東京都千代田区内神田一丁目18番12号
内神田東誠ビル３階

リヴェンド株式会社
代表取締役 水越 聖

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 58,710
固 定 資 産 1,771
資 産 合 計 60,481

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 3,998
負 債 合 計 3,998
株 主 資 本 56,483
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 46,483
その他利益剰余金 46,483
(うち当期純利益) (20,320)
純資産合計 56,483
負債・純資産合計 60,481

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
乙
の
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の

と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
渋
谷
区
桜
丘
町
二
三
番
一
七
号
シ

テ
ィ
コ
ー
ト
桜
丘
四
〇
八

（
甲
）
合
同
会
社
Ｆ
Ｒ
ｅ
ｅ
ｅ
ｅ
Ｃ

代
表
社
員

秋
田

護

東
京
都
江
東
区
有
明
一
丁
目
四
番
一
一

一

九
三
二
号

（
乙
）
株
式
会
社
Ｋ
ａ
ｌ
ｅ
ｉ
ｄ
ｏ

Ｓ

ｔ
ａ
ｔ
ｅ

代
表
取
締
役

秋
田

護

第 ６ 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日
東京都江東区有明一丁目４番111932号
株式会社Ｋａｌｅｉｄｏ Ｓｔａｔｅ

代表取締役 秋田 護
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 167,904
資 産 合 計 167,904

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 70,000
固 定 負 債 6,245,058
株 主 資 本 6,147,154
資 本 金 1,000,000
利 益 剰 余 金 7,147,154
その他利益剰余金 7,147,154
(うち当期純損失) (167,883)

負債・純資産合計 167,904

第 12 期決算公告 令和８年８月27日
東京都中央区入船三丁目７番２号

株式会社Ｒｈｅｌｉｘａ
貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 518,831
固 定 資 産 186,713
資 産 合 計 705,544

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 205,327
賞 与 引 当 金 13,985
固 定 負 債 106,684
株 主 資 本 392,652
資 本 金 30,000
資 本 剰 余 金 559,001
資 本 準 備 金 559,001
利 益 剰 余 金 196,349
その他利益剰余金 196,349
(うち当期純損失) (35,578)

新 株 予 約 権 881
負債・純資産合計 705,544

新
設
分
割
公
告

当
社
は
、
新
設
分
割
に
よ
り
新
設
す
る
Ａ
Ｉ
Ｍ
株

式
会
社
（
住
所
東
京
都
練
馬
区
早
宮
四
丁
目
三
〇
番

一
五
号
）
に
対
し
て
当
社
の
不
動
産
管
理
事
業
の
一

部
に
関
す
る
権
利
義
務
を
承
継
さ
せ
る
こ
と
に
い
た

し
ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。

こ
の
会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り

で
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
練
馬
区
早
宮
四
丁
目
三
〇
番
一
五
号

パ
イ
オ
ニ
ア
工
機
株
式
会
社

代
表
取
締
役

阿
部

元
雅

第 59 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日

東京都練馬区早宮四丁目30番15号
パイオニア工機株式会社
代表取締役 阿部 元雅

貸借対照表の要旨(令和７年10月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 121,796
固 定 資 産 284,680
合 計 406,477

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 82,598
固 定 負 債 129,800
株 主 資 本 194,078
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 164,078
利 益 準 備 金 1,000
その他利益剰余金 163,078
(うち当期純損失) (9,364)
合 計 406,477

第 ２ 期 決 算 公 告
令和８年８月 20 日

東京都杉並区宮前四丁目９番23号
株式会社Ｋ２Ｉ

代表取締役 河村 敦志
貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)

科 目 金 額(円)
資

産

の

部

流 動 資 産 274,881,649
固 定 資 産 16,866,114
繰 延 資 産 291,667
資 産 合 計 292,039,430

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 100,411,112
固 定 負 債 111,273,000
株 主 資 本 80,355,318
資 本 金 3,000,000
利 益 剰 余 金 77,355,318
その他利益剰余金 77,355,318
(うち当期純利益) (67,138,424)

負債・純資産合計 292,039,430

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
各
社
の
最
終
の
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況

は
次
の
と
お
り
で
す
。

（
甲
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

（
乙
）
確
定
し
た
事
業
年
度
は
あ
り
ま
せ
ん
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

新
潟
市
西
区
小
針
四
丁
目
九
番
一
号

（
甲
）
株
式
会
社
メ
ソ
ッ
ド
カ
イ
ザ
ー

代
表
取
締
役

清
水

秀
雄

東
京
都
港
区
虎
ノ
門
一
丁
目
三
番
一
号
東
京

虎
ノ
門
グ
ロ
ー
バ
ル
ス
ク
エ
ア
五
階

（
乙
）
株
式
会
社
Ｋ
ａ
Ｙ

代
表
取
締
役

川
勝

洋
平

第 15 期決算公告 令和８年９月24日
新潟市西区小針四丁目９番１号
株式会社メソッドカイザー

代表取締役 清水 秀雄
貸借対照表の要旨(令和７年10月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 280,823
固 定 資 産 106,955
資 産 合 計 387,778

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 88,109
固 定 負 債 127,771
株 主 資 本 171,898
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 85,000
その他資本剰余金 85,000
利 益 剰 余 金 76,898
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 74,398
(うち当期純利益) (61,346)

負債・純資産合計 387,778

第 108 期 決 算 公 告
2026 年９月 18 日
東京都渋谷区恵比寿西１丁目20番５号

株 式 会 社 ミ ヤ ハ ラ
代表取締役 早川 芳彰

貸借対照表の要旨(2026年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 6,614,655
固 定 資 産 1,116,542
合 計 7,731,197

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 4,915,627
固 定 負 債 644,875
株 主 資 本 2,170,695
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 2,120,695
(うち利益準備金) (12,500)
(うち当期純利益) (70,710)
合 計 7,731,197

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
甲
の
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の

と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

岩
手
県
盛
岡
市
本
町
通
三
丁
目
一
一
番
五
〇

四
〇
三
号

（
甲
）
道
心
株
式
会
社

代
表
取
締
役

岩
渕

健
二

岩
手
県
盛
岡
市
本
町
通
三
丁
目
一
一
番
五
〇

四
〇
三
号

（
乙
）
合
同
会
社
イ
ワ
ブ
チ

代
表
社
員

岩
渕

健
二

第 ５ 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日
岩手県盛岡市本町通三丁目11番50403号

道 心 株 式 会 社
代表取締役 岩渕 健二

貸借対照表の要旨
(令和７年10月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 3,170
固 定 資 産 88,360
合 計 91,531

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 4,055
固 定 負 債 86,404
株 主 資 本 1,071
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 1,928
(うち当期純損失) (1,928)
合 計 91,531

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 



資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
四
千
万
円
減
少
し
一
千

万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
三
十
日
で
あ
り
、

株
主
総
会
の
決
議
は
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
に
終

了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
江
東
区
有
明
二

一

一
シ
テ
ィ
タ

ワ
ー
ズ
東
京
ベ
イ
一
六
〇
一
ウ
エ
ス
ト
タ

ワ
ー

株
式
会
社
ス
カ
イ
エ
コ
ジ
ャ
パ
ン

代
表
取
締
役

鈴
木

梓

決 算 公 告 令和８年９月24日
東京都江東区有明２１１シティタワー
ズ東京ベイ1601ウエストタワー

株式会社スカイエコジャパン
代表取締役 鈴木 梓

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 14,877
固 定 資 産 110,913
繰 延 資 産 1,039
合 計 126,830

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 24,661
固 定 負 債 142,000
株 主 資 本 39,831
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 89,831
その他利益剰余金 89,831
(うち当期純利益) (199)
合 計 126,830

第１期決算公告 令和８年９月24日
東京都千代田区大手町一丁目９番２号

株式会社ＭＹ１
代表取締役 落合 一之

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 20,511
固 定 資 産 2,616,644
資 産 合 計 2,637,155

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 280,144
固 定 負 債 1,000,000
株 主 資 本 1,357,011
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 1,350,000
資 本 準 備 金 724,950
その他資本剰余金 625,050
利 益 剰 余 金 92,988
その他利益剰余金 92,988
(うち当期純損失) (92,988)

負債・純資産合計 2,637,155

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
甲
の
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の

と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

大
阪
市
中
央
区
平
野
町
一
丁
目
七
番
三
号

（
甲
）
日
本
地
所
株
式
会
社

代
表
取
締
役

鈴
木

大
心

大
阪
市
中
央
区
南
船
場
四
丁
目
一
〇
番
五
号

南
船
場
Ｓ
Ｏ
Ｈ
Ｏ
ビ
ル
七
〇
二

（
乙
）
合
同
会
社
Ｚ
Ｅ
Ｋ
Ｅ

Ｐ
Ｌ
Ｕ
Ｓ

代
表
社
員

鈴
木

大
心

第 15 期決算公告 令和８年９月24日
大阪市中央区平野町一丁目７番３号

日本地所株式会社
代表取締役 鈴木 大心

貸借対照表の要旨(令和７年11月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 64,037
固 定 資 産 916,864
合 計 980,902

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 14,568
固 定 負 債 877,788
株 主 資 本 88,544
資 本 金 3,000
資 本 剰 余 金 2,000
その他資本剰余金 2,000
利 益 剰 余 金 83,544
その他利益剰余金 83,544
(うち当期純利益) (8,981)
合 計 980,902

第３期決算公告 令和８年９月24日
愛知県名古屋市中区錦一丁目５番11号
東海白金ホールディングス株式会社

代表取締役 山田 和孝
貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 1,959
固 定 資 産 2,273,981
合 計 2,275,941

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,687
固 定 負 債 1,118,703
株 主 資 本 1,155,549
資 本 金 427,050
資 本 剰 余 金 419,950
資 本 準 備 金 419,950
利 益 剰 余 金 308,549
その他利益剰余金 308,549
(うち当期純利益) (529,939)
合 計 2,275,941

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
一
千
万
円
減
少
す
る
こ

と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

奈
良
県

城
市
西

二
四
六
番
地
三

株
式
会
社
ム
ラ
タ
漢
方

代
表
取
締
役

村
田

信
八

第 31 期決算公告 令和８年９月24日
奈良県城市西246番地３
株式会社ムラタ漢方
代表取締役 村田 信八

貸借対照表の要旨(令和８年２月28日現在)
科 目 金 額(百万円)

資

産

の

部

流 動 資 産 154
固 定 資 産 76
繰 延 資 産 42
資 産 合 計 274

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 62
固 定 負 債 201
株 主 資 本 10
資 本 金 20
利 益 剰 余 金 9
その他利益剰余金 9
(うち当期純損失) (23)

負債・純資産合計 274

第 63 期決算公告 令和８年６月26日
佐賀県伊万里市二里町大里甲2250番地

伊万里ガス株式会社
代表取締役社長 坂本唐市博

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 186,495
固 定 資 産 281,790
合 計 468,285

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 157,428
固 定 負 債 28,770
退職給付引当金 24,321
株 主 資 本 257,766
資 本 金 25,000
利 益 剰 余 金 182,406
利 益 準 備 金 9,550
その他利益剰余金 40,810
(うち当期純利益) (18,361)
合 計 468,285

第５期決算公告 令和８年９月24日
静岡県浜松市中央区新橋町1609番地の３
株式会社ＫＡＴＯ ＤＥＳＩＧＮ

代表取締役 加藤 孝浩
貸借対照表の要旨(令和７年８月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 12,048
固 定 資 産 841
資 産 合 計 12,889

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 4,490
固 定 負 債 12,391
負 債 合 計 16,881
株 主 資 本 3,992
資 本 金 1,000
利 益 剰 余 金 4,992
(うち当期純損失) (13,591)
純資産合計 3,992
負債・純資産合計 12,889

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
一
月
一
日
で
あ
り
、

両
社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年
八
月
三

十
一
日
に
終
了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
掲
載

官
報

掲
載
の
日
付

令
和
八
年
八
月
二
十
四
日

掲
載
頁

一
一
〇
頁
（
号
外
第
一
八
八
号
）

（
乙
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

静
岡
県
浜
松
市
中
央
区
新
橋
町
一
六
〇
二
番

地
の
一

（
甲
）
株
式
会
社
Ｋ
Ａ
Ｔ
Ｏ

Ｓ
Ｅ
Ｉ
Ｋ
Ｏ

代
表
取
締
役

加
藤

孝
浩

静
岡
県
浜
松
市
中
央
区
新
橋
町
一
六
〇
九
番

地
の
三

（
乙
）
株
式
会
社
Ｋ
Ａ
Ｔ
Ｏ

Ｄ
Ｅ
Ｓ
Ｉ
Ｇ

Ｎ

代
表
取
締
役

加
藤

孝
浩

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報



合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
三
十
一
日
で
あ

り
、
両
社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年
九

月
一
日
に
終
了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
両
社
の
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記

の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

埼
玉
県
東
松
山
市

弓
町
二
丁
目
三
番
二
号

（
甲
）
株
式
会
社
松
堀
不
動
産

代
表
取
締
役

泉

佳
子

埼
玉
県
東
松
山
市

弓
町
二
丁
目
三
番
二
号

（
乙
）
株
式
会
社
松
堀
不
動
産
販
売

代
表
取
締
役

関
根

哲

第 40 期決算公告 令和８年９月24日
埼玉県東松山市弓町二丁目３番２号

株式会社松堀不動産
代表取締役 泉 佳子

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 453,990
固 定 資 産 726,210
繰 延 資 産 3,555
合 計 1,183,755

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 726,545
固 定 負 債 434,458
株 主 資 本 22,752
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 77,247
利 益 準 備 金 20,000
その他利益剰余金 97,247
(うち当期純損失) (184,006)
合 計 1,183,755

第 39 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日
埼玉県東松山市弓町二丁目３番２号

株式会社松堀不動産販売
代表取締役 関根 哲

貸借対照表の要旨
(令和８年６月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 20,478
固 定 資 産 24,640
合 計 45,118

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 14,737
株 主 資 本 30,381
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 19,618
その他利益剰余金 19,618
(うち当期純利益) (2,633)
合 計 45,118

合
併
公
告

左
記
会
社
は
甲
が
商
号
変
更
に
よ
り
株
式
会
社
と

な
る
こ
と
を
条
件
に
合
併
し
て
、
甲
は
乙
の
権
利
義

務
全
部
を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に

い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

京
都
府
京
都
市
南
区
上
鳥
羽
堀
子
町
一
〇
四

番
地

（
甲
）
有
限
会
社
ド
リ
ー
ム
・
テ
ッ
ク

代
表
取
締
役

安
達

正
晃

京
都
府
宇
治
市
木
幡
御
蔵
山
三
九
番
地
の
一

三
五
四

（
乙
）
株
式
会
社
チ
ェ
ン
ジ

代
表
取
締
役

安
達

正
晃

第 25 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日
京都府京都市南区上鳥羽堀子町104番地

有限会社ドリーム・テック
代表取締役 安達 正晃

貸借対照表の要旨
(令和７年10月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 310,461
固 定 資 産 143,704
合 計 454,165

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 131,224
固 定 負 債 318,484
株 主 資 本 4,456
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 1,456
その他利益剰余金 1,456
(うち当期純利益) (3,822)
合 計 454,165

第 ５ 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日
京都府宇治市木幡御蔵山39番地の1354

株式会社チェンジ
代表取締役 安達 正晃

貸借対照表の要旨
(令和７年７月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 10,718
固 定 資 産 
合 計 10,718

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 36,149
固 定 負 債 17,821
株 主 資 本 43,251
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 48,251
その他利益剰余金 48,251
(うち当期純損失) (1,157)
合 計 10,718

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。
効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
一
月
一
日
で

あ
り
、
両
社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年

十
月
二
十
四
日
に
予
定
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

香
川
県
高
松
市
出
作
町
四
二
二
番
地
一

（
甲
）
株
式
会
社
ト
ー
タ
ル
ケ
ア
サ
ー
ビ
ス

代
表
取
締
役

那
須

春
樹

愛
媛
県
松
山
市
西
垣
生
町
一
一
八
四
番
地
六

（
乙
）
株
式
会
社
Ｔ
Ｃ
Ｓ
松
山

代
表
取
締
役

那
須

春
樹

第 29 期決算公告 令和８年９月24日
香川県高松市出作町422番地１

株式会社トータルケアサービス
代表取締役 那須 春樹

貸借対照表の要旨(令和８年１月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 205,440
固 定 資 産 903,964
資 産 合 計 1,109,404

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 51,316
固 定 負 債 1,183,398
株 主 資 本 125,309
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 5,000
その他資本剰余金 5,000
利 益 剰 余 金 140,309
その他利益剰余金 140,309
(うち当期純損失) (22,071)

負債・純資産合計 1,109,404

第２期決算公告 令和８年９月24日
愛媛県松山市西垣生町1184番地６

株式会社ＴＣＳ松山
代表取締役 那須 春樹

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 78,329
固 定 資 産 372,450
資 産 合 計 450,779

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 57,905
固 定 負 債 79,858
株 主 資 本 313,015
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 290,000
その他資本剰余金 290,000
利 益 剰 余 金 13,015
その他利益剰余金 13,015
(うち当期純利益) (9,358)

負債・純資産合計 450,779

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
一
月
一
日
で
あ
り
、

両
社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年
十
月
二

十
五
日
に
予
定
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
世
田
谷
区
奥
沢
五
丁
目
四
一
番
九
号

（
甲
）
株
式
会
社
マ
リ
ル
・
ジ
ャ
パ
ン

代
表
取
締
役

髙
木

和
仁

東
京
都
世
田
谷
区
奥
沢
五
丁
目
四
一
番
九
号

（
乙
）
株
式
会
社
マ
ダ
ム
・
ジ
ェ
イ

代
表
取
締
役

髙
木

潤
子

第 39 期決算公告 令和８年９月24日
東京都世田谷区奥沢五丁目41番９号

株式会社マリル・ジャパン
代表取締役 髙木 和仁

貸借対照表の要旨(令和８年２月28日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 50,028
固 定 資 産 10,605
繰 延 資 産 182
資 産 合 計 60,816

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 32,970
固 定 負 債 19,282
株 主 資 本 8,563
資 本 金 15,000
利 益 剰 余 金 6,436
その他利益剰余金 6,436
(うち当期純利益) (6,003)

負債・純資産合計 60,816

第 21 期決算公告 令和８年９月24日
東京都世田谷区奥沢五丁目41番９号

株式会社マダム・ジェイ
代表取締役 髙木 潤子

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 2,196
固 定 資 産 543
繰 延 資 産 498
資 産 合 計 3,237

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 31,214
固 定 負 債 6,552
株 主 資 本 34,528
資 本 金 15,000
利 益 剰 余 金 49,528
その他利益剰余金 49,528
(うち当期純損失) (3,134)

負債・純資産合計 3,237

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 



合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
、
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た

し
ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

新
潟
県
長
岡
市
摂
田
屋
町
二
七
〇
三
番
地
六

（
甲
）
川
上
建
築
板
金
株
式
会
社

代
表
取
締
役

川
上

剛
伸

新
潟
県
長
岡
市
摂
田
屋
町
二
七
〇
三
番
地
六

（
乙
）
リ
ノ
・
ワ
ー
ク
ス
株
式
会
社

代
表
取
締
役

川
上

剛
伸

決 算 公 告
令和８年９月 24 日

新潟県長岡市摂田屋町2703番地６
川上建築板金株式会社
代表取締役 川上 剛伸

貸借対照表の要旨
(令和８年１月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 112,721
固 定 資 産 140,086
合 計 252,807

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 20,062
固 定 負 債 179,110
株 主 資 本 53,635
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 48,635
その他利益剰余金 48,635
(うち当期純利益) (1,370)
合 計 252,807

決 算 公 告
令和８年９月 24 日

新潟県長岡市摂田屋町2703番地６
リノ・ワークス株式会社
代表取締役 川上 剛伸

貸借対照表の要旨
(令和８年１月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 67
固 定 資 産 2,283
合 計 2,350

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,231
株 主 資 本 119
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 4,880
その他利益剰余金 4,880
(うち当期純損失) (271)
合 計 2,350

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

大
阪
市
東
成
区
玉
津
二
丁
目
七
番
七
号

（
甲
）
株
式
会
社
ピ
カ
ラ
イ
ト

代
表
取
締
役

野
々
村
吉
史

大
阪
市
鶴
見
区
今
津
北
五
丁
目
一
番
一
五
号

（
乙
）
株
式
会
社
オ
ー
テ
ッ
ク

代
表
取
締
役

小
田

孝
行

第 37 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日

大阪市東成区玉津二丁目７番７号
株式会社ピカライト
代表取締役 野々村吉史

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 329,487,957
固 定 資 産 10,405,710
資 産 合 計 339,893,667

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 191,095,629
固 定 負 債 103,168,000
株 主 資 本 45,630,038
資 本 金 10,000,000
利 益 剰 余 金 35,630,038
利 益 準 備 金 2,100,000
その他利益剰余金 33,530,038
(うち当期純利益) (1,044,908)

負債・純資産合計 339,893,667

第 29 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日
大阪市鶴見区今津北五丁目１番15号

株式会社オーテック
代表取締役 小田 孝行

貸借対照表の要旨(令和８年１月31日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 4,108,668
固 定 資 産 23,602,486
資 産 合 計 27,711,154

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 218,274
固 定 負 債 17,088,946
株 主 資 本 10,403,934
資 本 金 10,000,000
利 益 剰 余 金 403,934
その他利益剰余金 403,934
(うち当期純利益) (2,676,155)

負債・純資産合計 27,711,154

吸
収
分
割
公
告

左
記
会
社
は
吸
収
分
割
し
て
甲
は
乙
の
太
陽
光
発

電
所
等
の
施
工
業
及
び
太
陽
光
発
電
所
、
蓄
電
所
に

お
け
る
売
電
事
業
を
除
く
一
切
の
事
業
に
関
す
る
権

利
義
務
を
承
継
し
乙
は
そ
れ
を
承
継
さ
せ
る
こ
と
に

い
た
し
ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。

こ
の
会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

札
幌
市
豊
平
区
美
園
四
条
二
丁
目
一
番
五
号

（
甲
）
フ
ェ
ジ
ッ
ク
ス
カ
ン
パ
ニ
ー
株
式

会
社

代
表
取
締
役

渡
邊

賢
二

札
幌
市
豊
平
区
美
園
四
条
二
丁
目
一
番
五
号

（
乙
）
株
式
会
社
ア
ー
ク

代
表
取
締
役

渡
邊

賢
二

第 20 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日
札幌市豊平区美園四条二丁目１番５号
フェジックスカンパニー株式会社

代表取締役 渡邊 賢二
貸借対照表の要旨

(令和８年４月30日現在)(単位：百万円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 20
固 定 資 産 515
合 計 535

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 128
固 定 負 債 377
株 主 資 本 28
資 本 金 3
利 益 剰 余 金 25
その他利益剰余金 25
(うち当期純損失) (1)
合 計 535

第 22 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日
札幌市豊平区美園四条二丁目１番５号

株式会社アーク
代表取締役 渡邊 賢二

貸借対照表の要旨
(令和７年12月31日現在)(単位：百万円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 2,822
固 定 資 産 4,820
合 計 7,642

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,382
固 定 負 債 3,798
株 主 資 本 1,461
資 本 金 90
利 益 剰 余 金 1,371
その他利益剰余金 1,371
(うち当期純利益) (325)
合 計 7,642

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

両
社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年
九
月

二
十
日
に
終
了
し
て
い
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

新
潟
県
長
岡
市
大
島
本
町
二
丁
目
甲
五
五
二

番
地
五

（
甲
）
株
式
会
社
Ｍ
Ｉ
Ｌ
Ｌ
Ｓ

代
表
取
締
役

林

征
司

新
潟
県
長
岡
市
大
島
本
町
二
丁
目
甲
五
五
二

番
地
五

（
乙
）
株
式
会
社
ミ
ル
ズ
グ
ラ
ン
デ
ィ
ー
ル

代
表
取
締
役

林

征
司

第 26 期決算公告 令和８年９月24日
新潟県長岡市大島本町二丁目甲552番地５

株式会社ＭＩＬＬＳ
代表取締役 林 征司

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 527,602
固 定 資 産 1,754,302
繰 延 資 産 346
資 産 合 計 2,282,250

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 252,841
固 定 負 債 1,288,890
株 主 資 本 740,519
資 本 金 47,000
資 本 剰 余 金 8,500
利 益 剰 余 金 685,019
その他利益剰余金 685,019
(うち当期純利益) (61,388)

負債・純資産合計 2,282,250

第 34 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日
新潟県長岡市大島本町二丁目甲552番地５

株式会社ミルズグランディール
代表取締役 林 征司

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 44,739
固 定 資 産 159,691
資 産 合 計 204,430

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 18,259
固 定 負 債 157,971
株 主 資 本 28,200
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 25,200
その他利益剰余金 25,200
(うち当期純損失) (29,185)

負債・純資産合計 204,430

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報



第 21 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日 東京都千代田区神田駿河台４丁目６番地

株式会社インテージリアルワールド
代表取締役社長 佐藤 暢章

貸借対照表の要旨 (令和８年６月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 802,959 流 動 負 債 273,337
固 定 資 産 59,549 (賞与引当金) (33,119)

固 定 負 債 6,487
(退職給付引当金) (6,487)
株 主 資 本 582,684
資 本 金 188,250
資 本 剰 余 金 168,250
資 本 準 備 金 168,250
利 益 剰 余 金 226,184
その他利益剰余金 226,184
(うち当期純利益) (113,554)

資 産 合 計 862,508 負債・純資産合計 862,508

第 75 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日 東京都江東区越中島二丁目１番30号

東日印刷株式会社
代表取締役社長 西川 光昭

貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：百万円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 6,953 流 動 負 債 2,607
固 定 資 産 17,363 賞 与 引 当 金 185

固 定 負 債 1,999
退職給付引当金 1,532
役員退職慰労引当金 103
株 主 資 本 19,709
資 本 金 100
資 本 剰 余 金 45
資 本 準 備 金 45
利 益 剰 余 金 19,564
利 益 準 備 金 36
その他利益剰余金 19,528
(うち当期純利益) (71)

資 産 合 計 24,316 負債・純資産合計 24,316

第 30 期 決 算 公 告
令和８年９月 16 日 長野県長野市大字中御所岡田町215番地１

株式会社インテージテクノスフィア
代表取締役社長 酒井 和子

貸借対照表の要旨 (令和８年６月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 5,099,480 流 動 負 債 2,046,075
固 定 資 産 1,796,872 (賞与引当金) (470,622)

固 定 負 債 18,092
(株式給付引当金) (2,476)
株 主 資 本 4,832,184
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 2,100,000
資 本 準 備 金 900,000
その他資本剰余金 1,200,000
利 益 剰 余 金 2,632,184
利 益 準 備 金 88,600
その他利益剰余金 2,543,584
(うち当期純利益) (995,665)

資 産 合 計 6,896,352 負債・純資産合計 6,896,352

第 ３ 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日 東京都千代田区内幸町一丁目５番２号

株式会社ピックルボールワン
代表取締役 熊倉 周作

貸借対照表の要旨 (令和８年６月30日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 220,107 流 動 負 債 30,076
固 定 資 産 36,301 固 定 負 債 68,000
繰 延 資 産 4,250 負 債 合 計 98,076

株 主 資 本 162,582
資 本 金 50,000
資 本 剰 余 金 147,089
資 本 準 備 金 96,277
その他資本剰余金 50,812
利 益 剰 余 金 34,506
その他利益剰余金 34,506
(うち当期純損失) (23,947)
純資産合計 162,582

資 産 合 計 260,659 負債・純資産合計 260,659

第 85 期 決 算 公 告
2026 年９月 24 日 東京都港区港南１丁目８番15号

矢 崎 総 業 株 式 会 社
代表取締役社長 矢﨑 陸

貸借対照表の要旨 (2026年６月20日現在) (単位：百万円)
資 産 の 部

流 動 資 産
固 定 資 産
有形固定資産
無形固定資産
投資その他の資産

資 産 合 計

500,333
270,229
36,151
2,553
231,524

770,563

負債及び純資産の部
流 動 負 債
(賞与引当金)
(役員賞与引当金)
固 定 負 債
(退職給付引当金)
役員退職慰労引当
金 
債務保証損失引当
金 
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
(うち当期純利益)
自 己 株 式
評価・換算差額等
その他有価証券評価
差額金
繰延ヘッジ損益
負債・純資産合計

438,761
(567)
(185)
59,775
(12,866)
(244)
(9,513)
239,966
3,191
21
21

236,762
797

235,964
(59,796)

 8
32,060

29,445

2,615
770,563

損 益 計 算 書 の 要 旨
自 2025年６月21日
至 2026年６月20日 (単位：百万円)

科 目
売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益
販売費及び一般管理
費
営 業 利 益
営 業 外 収 益
営 業 外 費 用

金 額
895,065
781,773
113,292

70,229

43,063
38,505
8,192

科 目
経 常 利 益
特 別 損 失
税引前当期純利益
法 人 税 等
法人税等調整額
当 期 純 利 益

金 額
73,376
415

72,960
13,218

 53
59,796

第 53 期 決 算 公 告
令和８年８月 19 日

石川県金沢市高尾台１丁目423番地
株式会社コンダクト
代表取締役 大石 憲司

貸借対照表の要旨 (令和８年５月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 472,415 流 動 負 債 304,610
固 定 資 産 104,452 (うち賞与引当金) (8,625)
繰 延 資 産 10,227 固 定 負 債 419,707

うち退職給付引当
金  (17,920)
株 主 資 本 137,223
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 6,178
その他資本剰余金 6,178
利 益 剰 余 金 153,402
その他利益剰余金 153,402
(うち当期純損失) (153,553)

資 産 合 計 587,094 負債・純資産合計 587,094

第 56 期 決 算 公 告
令和８年８月 17 日
東京都港区芝公園２丁目４番１号 芝パークビルＡ館12階

株式会社セブンケミカル
代表取締役社長 三浦 健悦

貸借対照表の要旨 (令和８年６月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 1,116,975 流 動 負 債 193,970
固 定 資 産 378,436 賞 与 引 当 金 19,501

固 定 負 債 12,740
役員退職慰労引当金 12,740
負 債 合 計 206,710
株 主 資 本 1,288,701
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 1,238,701
利 益 準 備 金 4,110
その他利益剰余金 1,234,591
(うち当期純利益) (176,833)
純資産合計 1,288,701

資 産 合 計 1,495,411 負債・純資産合計 1,495,411

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 



第 68 期 決 算 公 告

2026 年９月 24 日 東京都港区港南１丁目８番15号

矢 崎 部 品 株 式 会 社

代表取締役社長 矢﨑 陸

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(2026年６月20日現在) (単位：百万円)

資 産 の 部
流 動 資 産
固 定 資 産
有形固定資産
無形固定資産
投資その他の資産

資 産 合 計

66,264
67,607
38,620
1,395
27,590

133,871

負債及び純資産の部
流 動 負 債
(賞与引当金)
損害補償損失引当
金 
固 定 負 債
(退職給付引当金)
役員退職慰労引当
金 
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
その他資本剰余金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
負債・純資産合計

80,960
(722)
(874)
21,073
(19,831)
(26)

31,837
50

50,092
50,092

 18,304
12

 18,316
133,871

損 益 計 算 書 の 要 旨
自 2025年９月21日
至 2026年６月20日 (単位：百万円)

科 目
売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益
販売費及び一般管理
費
営 業 利 益
営 業 外 収 益
営 業 外 費 用

金 額
222,529
218,737
3,791

3,493

297
898
661

科 目
経 常 利 益
特 別 利 益
特 別 損 失
税引前当期純利益
法 人 税 等
法人税等調整額
当 期 純 損 失

金 額
534
142
286
391
272
538
419

第 79 期 決 算 公 告

2026 年９月 24 日 東京都港区港南１丁目８番15号

矢 崎 計 器 株 式 会 社

代表取締役社長 矢﨑 陸

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(2026年６月20日現在) (単位：百万円)

資 産 の 部
流 動 資 産
固 定 資 産

資 産 合 計

9,046
23,154

32,201

負債及び純資産の部
流 動 負 債
(賞与引当金)
損害保証損失引当
金 
固 定 負 債
(退職給付引当金)
役員退職慰労引当
金 
株 主 資 本
資 本 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金

評価・換算差額等
その他有価証券評価
差額金
負債・純資産合計

24,510
(86)
(39)
3,427
(2,723)
(23)
4,258
100
4,158
25

4,133
4

4

32,201

損 益 計 算 書 の 要 旨
自 2025年６月21日
至 2026年６月20日 (単位：百万円)

科 目
売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益
販売費及び一般管理
費
営 業 利 益
営 業 外 収 益
営 業 外 費 用

金 額
60,815
58,440
2,374

1,704

670
24
66

科 目
経 常 利 益
特 別 利 益
特 別 損 失
税引前当期純利益
法 人 税 等
法人税等調整額
当 期 純 利 益

金 額
627
2
16
613
126
11
750

第 64 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日 東京都港区港南１丁目８番15号

矢崎エナジーシステム株式会社
代表取締役社長 矢﨑 航

貸借対照表の要旨 (令和８年６月20日現在) (単位：百万円)
資 産 の 部

流 動 資 産
固 定 資 産
有形固定資産
無形固定資産
投資その他の資産

資 産 合 計

71,621
36,757
5,156
15,044
16,556

108,378

負債及び純資産の部
流 動 負 債
固 定 負 債
うち製品保証引当
金 
うち退職給付引当
金 
うち環境対策引当
金 
うち役員退職慰労
引当金 
負 債 合 計
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
(資本準備金)
(その他資本剰余金)
利 益 剰 余 金
(利益準備金)
(その他利益剰余金)

評価・換算差額等
その他有価証券評価
差額金
繰延ヘッジ損益
純資産合計
負債・純資産合計

27,100
23,526

(9,036)
(7,298)
(833)
(64)

50,627
51,212
310
1,291
(56)

(1,234)
49,611
(20)

(49,590)
6,539

3,886

2,652
57,751
108,378

損 益 計 算 書 の 要 旨
自 令和７年６月21日
至 令和８年６月20日 (単位：百万円)

科 目
売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益
販売費・一般管理費
営 業 利 益
営 業 外 収 益
営 業 外 費 用

金 額
239,683
201,917
37,766
22,338
15,427
1,465
238

科 目
経 常 利 益
特 別 損 失
税引前当期純利益
法 人 税 等
法人税等調整額
当 期 純 利 益

金 額
16,654
15

16,639
3,648
1,082
11,908

第 69 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日 東京都中央区日本橋箱崎町７番８号

ショーボンド建設株式会社
代表取締役 島田 貴靖

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)(単位：百万円)
資 産 の 部

流 動 資 産
固 定 資 産
有形固定資産
無形固定資産
投資その他の資産

資 産 合 計

87,183
28,957
15,850
221

12,885

116,140

負債及び純資産の部
流 動 負 債
役員賞与引当金
完成工事補償引当金
工事損失引当金
そ の 他
固 定 負 債
完成工事補償引当金
退職給付引当金
そ の 他
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
その他資本剰余金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金

評価・換算差額等
その他有価証券評価
差額金
土地再評価差額金
負債・純資産合計

31,948
118
174
139

31,516
1,983
247
543
1,191
79,181
10,100
7,789
7,407
381

61,292
902

60,389
3,027

4,523

 1,496
116,140

損益計算書の要旨
自 令和７年７月１日
至 令和８年６月30日 (単位：百万円)

科 目
売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益
販売費及び一般管理
費
営 業 利 益
営 業 外 収 益
営 業 外 費 用

金 額
68,115
48,306
19,809

4,541

15,267
3,047
181

科 目
経 常 利 益
特 別 利 益
特 別 損 失
税引前当期純利益
法人税、住民税及び
事業税
法人税等調整額
当 期 純 利 益

金 額
18,134
1,138
9

19,264

5,275

 49
14,038

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報
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成

第 ７ 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日
東京都港区六本木六丁目10番１号六本木ヒルズ森タワー16階

株式会社Ｍｉｎｏｒｕ
代表取締役 石原 基成

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和７年10月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 21,296 流 動 負 債 29,764
固 定 資 産 6,670 固 定 負 債 2,314
繰 延 資 産 9,135 株 主 資 本 5,023

資 本 金 198,750
資 本 剰 余 金 80,964
資 本 準 備 金 78,750
その他資本剰余金 2,214
利 益 剰 余 金 274,691
その他利益剰余金 274,691
(うち当期純損失) (28,336)

資 産 合 計 37,101 負債・純資産合計 37,101

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
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を
三
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百
八
十
万
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億
円
と
す
る
こ
と
に
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た
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ま
し
た
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こ
の
決
定
に
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し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
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対
照
表
の
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は
左
記
の
と
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で
す
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目
八
番
一
号

マ
イ
ク
ロ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
株
式
会
社

代
表
取
締
役

石
松

伸
一

第 43 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日 東京都台東区東上野四丁目８番１号

マイクロテクノロジー株式会社
代表取締役 石松 伸一

貸借対照表の要旨 (令和７年12月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 1,234,303 流 動 負 債 432,466
固 定 資 産 379,597 固 定 負 債 272,139

(退職給付引当金) (150,358)
株 主 資 本 909,295
資 本 金 131,800
資 本 剰 余 金 53,382
資 本 準 備 金 49,800
その他資本剰余金 3,582
利 益 剰 余 金 915,479
利 益 準 備 金 32,950
その他利益剰余金 882,529
(うち当期純利益) (115,416)
自 己 株 式 191,366

資 産 合 計 1,613,900 負債・純資産合計 1,613,900

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
及
び
丙
の
権
利
義
務

全
部
を
承
継
し
て
存
続
し
乙
及
び
丙
は
解
散
す
る
こ
と

に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り
で

す
。令

和
八
年
九
月
二
十
四
日

神
戸
市
長
田
区
長
楽
町
六
丁
目
二
番
二
九
号

チ
ャ
レ
ン
ジ
ビ
ル

（
甲
）
株
式
会
社
ロ
ッ
ク
・
ア
セ
ッ
ト
・
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト

代
表
取
締
役

岩
本

祥
平

神
戸
市
長
田
区
長
楽
町
六
丁
目
二
番
二
九
号

チ
ャ
レ
ン
ジ
ビ
ル（

乙
）
株
式
会
社
チ
ャ
レ
ン
ジ

代
表
取
締
役

岩
本

祥
平

神
戸
市
長
田
区
長
楽
町
六
丁
目
二
番
二
九
号

チ
ャ
レ
ン
ジ
ビ
ル

（
丙
）
株
式
会
社
チ
ャ
レ
ン
ジ
ホ
ー
ル
デ
ィ

ン
グ
ス

代
表
取
締
役

岩
本

祥
平

第 １ 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日

神戸市長田区長楽町六丁目２番29号
チャレンジビル

株式会社ロック・アセット・マネジメント
代表取締役 岩本 祥平

貸借対照表の要旨 (令和７年９月30日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 731 流 動 負 債 54
固 定 資 産 45,044 固 定 負 債 45,415

株 主 資 本 306
資 本 金 1,000
利 益 剰 余 金 694
その他利益剰余金 694
(うち当期純損失) (694)

合 計 45,775 合 計 45,775

第 48 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日
神戸市長田区長楽町六丁目２番29号
チャレンジビル

株式会社チャレンジ
代表取締役 岩本 祥平

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 149,322
固 定 資 産 4,516
合 計 153,837

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 13,973
固 定 負 債 68,858
株 主 資 本 71,007
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 61,007
その他利益剰余金 61,007
(うち当期純損失) (53,719)
合 計 153,837

第 ４ 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日
神戸市長田区長楽町六丁目２番29号
チャレンジビル
株式会社チャレンジホールディングス

代表取締役 岩本 祥平
貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 7,232
固 定 資 産 103,277
合 計 110,509

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,889
固 定 負 債 75,590
株 主 資 本 33,030
資 本 金 35,000
利 益 剰 余 金 1,970
その他利益剰余金 1,970
(うち当期純利益) (6,210)
合 計 110,509

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 



資
本
金
及
び
準
備
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
七
千
万
円
、
資
本
準
備

金
の
額
を
四
千
万
円
、
減
少
し
、
そ
れ
ぞ
れ
三
千
万

円
、四
千
五
百
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
一
月
一
日
で
あ
り
、

株
主
総
会
の
決
議
は
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
に
終

了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

福
岡
市
博
多
区
博
多
駅
南
一
丁
目
三
番
一
一
号

リ
フ
ェ
コ
エ
ナ
ジ
ー
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
株
式

会
社

代
表
取
締
役

山
森

卓
夫

第 13 期決算公告 令和８年９月24日
福岡市博多区博多駅南一丁目３番11号

リフェコエナジーソリューション株式会社
代表取締役 山森 卓夫

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 498,206
固 定 資 産 5,655
合 計 503,862

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 7,742
固 定 負 債 422,523
株 主 資 本 73,595
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 85,000
資 本 準 備 金 85,000
利 益 剰 余 金 111,404
利 益 準 備 金 0
その他利益剰余金 111,404
(うち当期純利益) (14,233)
合 計 503,862

第８期決算公告 令和８年９月24日
東京都港区南青山三丁目１番34号
株式会社Ｍｏｒｇｈｔ
代表取締役社長 土井 皓貴

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,649,525
固 定 資 産 358,675
合 計 2,008,201

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 762,718
固 定 負 債 429,301
株 主 資 本 789,074
資 本 金 33,126
資 本 剰 余 金 33,076
資 本 準 備 金 33,076
利 益 剰 余 金 722,871
その他利益剰余金 722,871
(うち当期純損失) (350,901)

新 株 予 約 権 27,107
合 計 2,008,201

準
備
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
利
益
準
備
金
の
額
を
三
千
九
百
四
十
五

万
二
千
百
五
十
一
円
減
少
し
、
八
千
二
百
五
十
四
万

七
千
八
百
四
十
九
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し

た
。こ

の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

福
岡
市
中
央
区
薬
院
一
丁
目
二
番
二
号
ｙ
ｍ

ｋ
薬
院
二
〇
二
号

株
式
会
社
Ｄ

Ｐ
Ｌ
Ｕ
Ｓ

代
表
取
締
役

レ
ヴ
ィ
ト
ニ
ー

決算公告 令和８年９月24日
福岡市中央区薬院一丁目２番２号
ｙｍｋ薬院202号

株式会社Ｄ ＰＬＵＳ
代表取締役 レヴィトニー

貸借対照表の要旨(令和７年10月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 123,410
固 定 資 産 7,405
繰 延 資 産 258
合 計 131,074

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 13,457
固 定 負 債 32,069
株 主 資 本 85,547
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 82,547
利 益 準 備 金 122,000
その他利益剰余金  39,452
(うち当期純利益) (17,482)
合 計 131,074

第 37 期決算公告 2026年８月20日
名古屋市中川区八熊一丁目10番16号
ＳＢＭソリューション株式会社

代表取締役 青山 英生
貸借対照表の要旨(2026年６月20日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 593,917
固 定 資 産 221,551
合 計 815,469

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 154,629
固 定 負 債 16,975
株 主 資 本 643,864
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 633,864
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 631,364
(うち当期純利益) (56,279)
合 計 815,469

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部
を

承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し

た
。こ

の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と
お

り
で
す
。

（
甲
）
下
記
の
と
お
り
で
す
。

（
乙
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

神
奈
川
県
小
田
原
市
本
町
二
丁
目
六
番
一
号

（
甲
）
株
式
会
社
ト
ー
ル
ウ
ィ
ン

代
表
取
締
役

髙
井

勝

神
奈
川
県
小
田
原
市
本
町
二
丁
目
六
番
一
号

（
乙
）
株
式
会
社
湘
南
Ｈ
ｉ
Ｌ
ｉ
ｆ
ｅ

代
表
取
締
役

高
井

勝

第 18 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日
神奈川県小田原市本町二丁目６番１号

株式会社トールウィン
代表取締役 髙井 勝

貸借対照表の要旨(令和７年10月31日現在)
科 目 金 額(円)

資

産

の

部

流 動 資 産 165,301,432
固 定 資 産 135,852,897
繰 延 資 産 915,000
合 計 302,069,329

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 79,488,871
固 定 負 債 248,025,727
株 主 資 本 25,445,269
資 本 金 3,000,000
利 益 剰 余 金 28,445,269
繰越利益剰余金 28,445,269
(うち当期純利益) (15,292,021)
合 計 302,069,329

第 59 期 決 算 公 告

令和８年９月 24 日

神奈川県小田原市本町二丁目６番１号

株式会社湘南ＨｉＬｉｆｅ

代表取締役 高井 勝

貸借対照表の要旨
(令和７年10月31日現在) (単位：円)

科 目 金 額

資
産
の
部

流 動 資 産 44,687,041
固 定 資 産 116,626,315
有形固定資産 72,043,537
無形固定資産 1,743,538
投資その他の資産 42,839,240
繰 延 資 産 4,803,103

合 計 166,116,459

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 113,104,892
固 定 負 債 208,271,553
株 主 資 本 155,259,986
資 本 金 10,000,000
利 益 剰 余 金 165,259,986
繰越利益剰余金 165,259,986
(うち当期純損失) (22,498,452)

合 計 166,116,459

第 13 期 決 算 公 告

令和８年９月 14 日

東京都千代田区神田練塀町３番地

株式会社インテージ

代表取締役 仁司与志矢

貸借対照表の要旨
(令和８年６月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額

資
産
の
部

流 動 資 産 9,531,902
固 定 資 産 5,390,606

資 産 合 計 14,922,509

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 6,541,605
(賞与引当金) (1,042,907)
謝礼ポイント引当
金  (1,201,115)
固 定 負 債 167,559
株 主 資 本 8,213,344
資 本 金 450,000
資 本 剰 余 金 3,628,415
資 本 準 備 金 3,488,415
その他資本剰余金 140,000
利 益 剰 余 金 4,134,928
その他利益剰余金 4,134,928
(うち当期純損失) (92,730)

負債・純資産合計 14,922,509

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報



第 12 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日
横浜市金沢区富岡東四丁目９番10号

ウエインズインポート横浜株式会社
代表取締役 新堂 智康

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在)(単位：百万円)

科 目 金 額

資
産
の
部

流 動 資 産 1,868
固 定 資 産 3,386

資 産 合 計 5,255

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,099
(賞与引当金) (82)
固 定 負 債 706
(退職給付引当金) (127)
役員退職慰労金引
当金  (4)

負 債 合 計 1,806

株 主 資 本 2,974
資 本 金 50
資 本 剰 余 金 2,165
資 本 準 備 金 2,165
利 益 剰 余 金 759
利 益 準 備 金 1
その他利益剰余金 758
(うち当期純利益) (65)

評価・換算差額等 475
土地再評価差額金 475

純資産合計 3,449

負債・純資産合計 5,255

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
及
び
丙
の
権
利
義
務

全
部
を
承
継
し
て
存
続
し
乙
及
び
丙
は
解
散
す
る
こ
と

に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と
お

り
で
す
。

（
甲
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

（
乙
）
掲
載
紙

日
刊
工
業
新
聞

掲
載
の
日
付

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

掲
載
頁

三
頁

（
丙
）
掲
載
紙

日
刊
工
業
新
聞

掲
載
の
日
付

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

掲
載
頁

三
頁

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

第 ６ 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日

東京都港区赤坂１８１

赤坂インターシティＡＩＲ９Ｆ

株式会社Ａｖｉｏｎｄｏｒ Ｇｒｏｕｐ

代表取締役 沼沢 想太
貸借対照表の要旨

(令和７年９月30日現在) (単位：円)
科 目 金 額

資
産
の
部

流 動 資 産 347,058,918
固 定 資 産 969,792,930
有形固定資産 2,658,227
無形固定資産 201,841
投資その他の資産 966,932,862

資 産 合 計 1,316,851,848

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 94,880,536
固 定 負 債 662,701,887

負 債 合 計 757,582,423

株 主 資 本 433,513,183
資 本 金 81,280,000
資 本 剰 余 金 1,083,619,236
資 本 準 備 金 582,444,617
その他資本剰余金 501,174,619
利 益 剰 余 金 731,386,053
その他利益剰余金 731,386,053
(うち当期純損失) (77,732,299)

評価・換算差額等 125,756,242
その他有価証券評価
差額金 125,756,242

純資産合計 559,269,425

負債・純資産合計 1,316,851,848
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タ
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修
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第 22 期 決 算 公 告

令和８年９月 16 日

京都府京都市下京区四条通室町東入

函谷鉾町79

株式会社プラメド

代表取締役 村井 啓太

貸借対照表の要旨
(令和８年６月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額

資
産
の
部

流 動 資 産 1,624,354
固 定 資 産 359,891

資 産 合 計 1,984,245

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 956,195
(賞与引当金) (13,957)
謝礼ポイント引当
金  (775,125)
固 定 負 債 4,715
(退職給付引当金) (4,715)
株 主 資 本 1,023,334
資 本 金 90,000
資 本 剰 余 金 11,572
その他資本剰余金 11,572
利 益 剰 余 金 921,762
その他利益剰余金 921,762
(うち当期純利益) (153,078)

負債・純資産合計 1,984,245

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
、
丙
、
丁
、
戊
、己
、

庚
、
辛
、
壬
及
び
癸
の
権
利
義
務
全
部
を
承
継
し
て
存

続
し
乙
、
丙
、
丁
、
戊
、
己
、
庚
、
辛
、
壬
及
び
癸
は

解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と
お

り
で
す
。

（
甲
）
下
記
の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
二
十
四
日

東
京
都
渋
谷
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谷
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二
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式
会
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ー
ネ

代
表
取
締
役

藤
島

裕
之

東
京
都
渋
谷
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渋
谷
一
丁
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二
四
番
七
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渋
谷

フ
ラ
ッ
ト
ビ
ル
五
階

（
乙
）
合
同
会
社
シ
ン
ク
ウ
ェ
イ
渋
谷

代
表
社
員

藤
島

裕
之

東
京
都
渋
谷
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渋
谷
一
丁
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二
四
番
七
号
渋
谷

フ
ラ
ッ
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ビ
ル
五
階
Ｂ

（
丙
）
合
同
会
社
シ
ン
ク
ウ
ェ
イ
渋
谷
プ
ラ
ス

代
表
社
員

藤
島

裕
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京
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新
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新
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五
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二
号

ニ
ュ
ー
セ
ン
ト
ラ
ル
ビ
ル
一
〇
階

（
丁
）
合
同
会
社
シ
ン
ク
ウ
ェ
イ
新
宿

代
表
社
員

藤
島

裕
之

東
京
都
新
宿
区
西
新
宿
一
丁
目
五
番
一
二
号

ニ
ュ
ー
セ
ン
ト
ラ
ル
ビ
ル
一
〇
階

（
戊
）
合
同
会
社
シ
ン
ク
ウ
ェ
イ
新
宿
プ
ラ
ス

代
表
社
員

藤
島

裕
之

東
京
都
豊
島
区
南
池
袋
二
丁
目
二
九
番
一
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金
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ビ
ル
六
階
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）
合
同
会
社
シ
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ク
ウ
ェ
イ
池
袋

代
表
社
員

藤
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裕
之

第 14 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日

東京都渋谷区渋谷一丁目24番７号
渋谷フラットビル５階

株式会社セレーネ
代表取締役 藤島 裕之

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 18,615
固 定 資 産 31,004
合 計 49,619

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 33,347
固 定 負 債 13,347
株 主 資 本 2,925
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 7,075
その他利益剰余金 7,075
(うち当期純損失) (5,339)
合 計 49,619
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動
産
ビ
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四
階
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）
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会
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ン
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ウ
ェ
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横
浜
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ラ
ス

代
表
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藤
島

裕
之

東
京
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区
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目
一
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号
Ｋ
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代
表
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藤
島

裕
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令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報 
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